
復興フォローアップ委員会（第２回） 次第

日 時：平成18年10月8日（日）10:00～12:00

場 所：ラッセホール リリーの間

１ 開 会

２ 開会挨拶

３ 議 事

(1) 高齢者自立支援、まちのにぎわいづくりに係る専門委員会フォロー

アップ中間報告について

(2) 生活復興調査、復興モニター調査の調査結果について

(3) ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題の整理について

(4) ポスト震災復興10年におけるフォローアップの推進方針について

４ 閉 会

配布資料

資料１ 「高齢者自立支援」フォローアップ中間報告

資料２ 「まちのにぎわいづくり」フォローアップ中間報告

資料３ 生活復興調査（平成17年度）調査結果

資料４ 復興モニター調査2006（速報値）

資料５－１ ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題一覧

（ ）資料５－２ ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題と⑲推進方策 素案

資料６ ポスト震災復興10年におけるフォローアップの推進方針について

参考１ ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題の洗い出し

参考２ 復興10年総括検証459提言のフォロー

参考３ 第１回本委員会（6/18）議事概要



これまでの取り組みと今後のスケジュール

第１回本委員会（6/18）

○復興課題の現状とその取組方向（協議）

専門委員会（現地調査・協議）
○高齢者自立支援専門委員会（①6/27、②8/9、③9/12）
・現地調査（高齢者自立支援ひろば[三田市・淡路市]）
○まちのにぎわいづくり専門委員会（①7/24、②9/24）
・現地調査（大阪市・船場地区、新長田駅北地区）

県阪神・淡路大震災復興推進会議（4/27、7/10）
○全庁的にフォローすべき課題と方針を協議調整すべき項目の設定

○復興10年総括検証459提言のフォロー

生活復興調査（H17）[兵庫県・京都大学防災研究所]
復興モニター調査2006（速報値）

第２回本委員会（10/8）

○高齢者自立支援ひろば、まちのにぎわいづくり一括助成事業の現状、課題等（協議）
○今後のフォローアップ課題とその取組方策、一般施策としての定着状況

＊専門委員会からのフォローアップ中間報告

ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題の整理

生活復興調査、復興モニター調査の調査結果

ポスト震災復興10年におけるフォローアップの推進方針

専門委員会・復興タウンミーティング

第３回本委員会（12月）

○ポスト復興10年における今後のフォローアップ課題と推進方策（協議）
○高齢者の自立支援、まちのにぎわいづくり施策全体の現状、課題、取組方策

高齢者自立支援ひろば、まちのにぎわいづくり一括助成事業の現状、課題、取組方策○
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平成１８年度の「高齢者自立支援」フォローアップのうち、重点課題である「高齢者自

立支援ひろば」について、その実施状況を現地調査を踏まえて検証し、今後の取り組みの

あり方や、平成１９年度に取り組むべき事項について報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

常駐型の見守りと多様なサービスの提供を行う拠点として、今年度より順次設置さ 

れる「高齢者自立支援ひろば」の運営に係る課題への対応やその機能を発揮するため 

の取り組みの方向等について検討 

(1) スタッフの人材養成（実践的研修による専門性の向上、相談体制の確立） 

(2) 支援者間のプラットフォーム（各種支援者等との連携） 

 

 

 

昨年度の復興フォローアップ委員会からの提言を踏まえ、県が策定した「高齢者自 

立支援プログラム 2006」に盛り込まれた事業のフォローアップを実施 

 

 

 

高齢者自立支援ひろば等の現地調査を行い、被災地や被災者の状況・課題等のヒア 

リングや意見交換を行い、被災者の実態ニーズを踏まえた課題の抽出を実施 

・6/27 三田市立フラワータウン市民センター 

・8/9   北淡総合福祉センター 

 

 

 

「高齢者の自立支援」をテーマにした復興タウンミーティングを開催し、各公的支 

援者からの活動報告や県民の方々と直接、意見交換を行うとともに、そこでの意見や 

提案などを提言に反映 

１ 重点課題 

「高齢者の自立を支援する地域主体の新しい支援システムの構築」に向けた課題 

 及び取り組みの検討 

２ 推進プログラム 2006 のフォローアップ 

３ 現地調査の実施 

４ 高齢者自立支援タウンミーティング 

平成１８年度「高齢者自立支援」フォローアップ 

「高齢者自立支援」フォローアップ 中間報告 
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事業目的 

平成１８年２月の復興フォローアップ委員会からの提言を受け、超高齢社会を見据えた先導的な取り

組みとして、災害復興公営住宅に高齢者の自立を支援する拠点（「高齢者自立支援ひろば」）を開設する。   

これまでの高齢世帯生活援助員（ＳＣＳ）による巡回型の見守りから、社会福祉法人やＮＰＯ法人等

が自治会等と連携して、組織的で専門性の高い常駐型の見守りと多様なサービスを提供する地域主体の

新しい支援システムへの移行を順次進めていく。 

事業内容 

  １ 設 置 場 所：災害復興公営住宅のコミュニティプラザ又は住戸等 

２ ひろばの運営：市から社会福祉法人、ＮＰＯ法人等へ委託 

３ ひろばの機能 

見守り機能 ・ひろばを置く住宅の常駐型見守り、緊急時の対応 

・近隣の災害復興公営住宅等への巡回型見守り 

・高齢者からの各種相談への対応  

健康づくり機能 ・ミニデイサービス、会食サービス、栄養指導教室等 

・趣味の講座などの生きがいづくり事業         

コミュニティ支援機能 ・入居者間、入居者と地域との交流事業 

・コミュニティづくりのサポート   

支援者のプラットフォー

ムの場 

・高齢者や高齢者支援事業に係る情報交換の場 

・高齢者に向けた情報発信の場  

    ※ また、ひろばのスタッフの資質向上のための、実践的な研修を行なうとともに、支援者等

のネットワーク強化を図るため、スタッフ及び運営団体への専門家集団による派遣指導等を

実施し、人材養成や運営面でのサポートをしていく。 

 

ひろばを開設する住宅の基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設計画  

上記の条件を満たす住宅については、市との協議が整い次第、ひろばを開設していくこととする。 

⑱ １１ヶ所（内訳：淡路１、三田１（以上開設済み）、神戸４、宝塚２、西宮２、伊丹１） 

⑲ ９ヶ所（内訳：神戸５、宝塚２、尼崎１、芦屋１） 

Ⅰ 高齢者自立支援ひろばの開設について 

ＬＳＡが配置されていない災害復興公営住宅のうち、①又は②の条件を満たす住宅（３２住

宅） 

① ＳＣＳによる見守り対象世帯が１０世帯以上の住宅 
② ＳＣＳによる見守り世帯が５世帯以上の住宅で、高齢者が５０人以上居住し、かつ高齢

化率が４０％以上の住宅 

 

ただし、ＬＳＡが配置されていない一般公営住宅についても、上記の条件を満たす住宅（２

７住宅）については、市の実情に応じて協議のうえ設置することができる。 
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１ 淡路市におけるひろばの開設（平成１８年８月９日現地調査） 

１ 開設年月日 ： 平成１８年７月１日 

２ ひろばを設置する住宅 

市営浅野ウイズ住宅（淡路市浅野神田８５－２） 

県営北淡浅野南住宅（淡路市浅野南６６） 

【住宅の概要】 

住 宅 数 ８９戸 

入居の状況 ８１世帯、１７９人 

高齢者の入居状況 ４７世帯、５９人（ＳＣＳによる見守り対象２８世帯）

【ひ ろ ば】 

設 置 場 所 
北淡総合福祉センター（住宅と同一敷地） 

※淡路市社会福祉協議会が運営受託 

運 営 団 体 淡路市社会福祉協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＣＳ１名 

７住宅７７世帯を

巡回 

社協スタッフ等と連携した専門的な支援 

○２８世帯に対して常駐型の見守り 

○５住宅４９世帯について巡回型の見守り 

○会食サービス、健康指導や、各種の交流事業

の実施 

＜従来のＳＣＳによる支援＞ 
＜ひろばによる支援＞

Ⅱ 現地調査の実施状況 

ひろば事務室（淡路市） 

ひろば

浅野ウイズ

住宅 
 

常駐見守り 

北淡浅野南

住宅 

 

小倉

住宅

富島

住宅

育 波

第２ 

住宅 

室津 

宮田 

住宅 

北淡

育波

住宅

巡回見守り 
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２ 三田市におけるひろばの開設（平成１８年６月２７日現地調査） 

１ 開設年月日 ： 平成１８年８月１日 

２ ひろばを設置する住宅 

武庫が丘西高層住宅（三田市武庫が丘７丁目６番地） 

【住宅の概要】 

住 宅 数 ３０５戸（３棟） 

入居の状況 ２９５世帯、６９１人 

高齢者の入居状況 １３１世帯、２２２人（すべてが SCS の見守り対象） 

【ひ ろ ば】 

設 置 場 所 フラワータウン市民センター（住宅の隣接地） 

運 営 団 体 三田市社会福祉協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

    

ＳＣＳ１名 

２住宅１４１世帯

を巡回 

社協スタッフ等と連携した専門的な支援 

○１３１世帯に対して常駐型の見守り 

○１０世帯について巡回型の見守り 

○会食サービス、健康指導や、各種の交流事業

の実施 

＜従来のＳＣＳによる支援＞ 
＜ひろばによる支援＞

ひろば事務室（三田市） 

常駐見守り 

 

 

武庫が岡西

高層住宅 

 
ひろば

南が丘 

住宅 巡回見守り 
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専門委員会の開催状況Ⅲ

１８年度においてはこれまでに３回の専門委員会を開催している。

１ 第１回専門委員会

１８年度の専門委員会の進め方や高齢者自立支援ひろばの開設にあたっての留意点等

に関し意見交換を行った。

(1)専門委員会の概要

日 時：平成１８年６月２７日（火） １４：５５～１５：５５

場 所：三田市立フラワータウン市民センター視聴覚室

出席者:

(委 員) 松原委員長、石井副委員長、市川副委員長、黒田委員、野崎委員、

水谷委員、山川委員、矢守委員、地主ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ(復興ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員)

（兵庫県）藤原復興局長、鬼本復興推進課長、林復興支援課長

参画協働課、健康増進課、社会援護課、高齢福祉課、介護保険課、

障害福祉課、住宅管理課

(2)主な意見

【コーディネートの必要性】

○単なるコミュニティ支援ではなく、福祉のまちづくり、コミュニティづくり、

その中での高齢者の自立支援ということで、地域の支援者達が一本となって、

地域について考える拠点が必要という整理であった。そのため、ひろばに配置

するスタッフは従来のＳＣＳやＬＳＡではなく、専門的なコミュニティワーカ

ーが求められることから、その人材を養成していくことが必要である。

○ひろばが単に支援者の集まる場としてだけではなく、ひろばのスタッフやコミ

ュニティワーカーの位置付けをはっきりさせる必要がある。

【見守りスタッフの資質向上】

○ひろばのスタッフには観察力などの資質を向上させる必要がある。

【ひろばの開設にあたっての留意点等】

○県から市には、ひろばに４つの機能を持たせてほしいということを説明してい

るが、ひろばの開設・運営については、市の事情もそれぞれ異なるため、市の

判断でやってもらう。

○ひろばの事業目的をみると盛りだくさんすぎる面もある。まず、何を中心にや
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っていくのか。後からこういう要素を補強していくのかという論点が必要であ

る。専門性の高さはもちろん必要であるが、まずは総合的な多様なサービスを

提供できるひろばをスタートし、活動の中で専門性を高めていく形成していく

というようなプロセスデザインがあればいいのではないか。

○ひろばは、とりあえずの機能を持って、地域住民との接点として事業開始する

ことはいいのではないか。ひろばを運営しながら発展させていくことが重要で

ある。コーディネート機能とか人材養成とかは同時並行的に進めていき、その

ような人材を後にひろばのスタッフとして変更していけばよい。

第１回専門委員会

２ 第２回専門委員会

ひろばの機能のあり方及びスタッフの資質向上に関し意見交換を行った。

(1)専門委員会の概要

日 時：平成１８年８月９日（火） １４：３０～１５：２０

場 所：北淡総合福祉センター研修室

出席者:

(委 員) 松原委員長、市川副委員長、黒田委員、野崎委員、水谷委員、山川委員

（兵庫県）藤原復興局長、鬼本復興推進課長、林復興支援課長ほか

参画協働課、健康増進課、社会援護課、高齢福祉課、介護保険課、

(2)主な意見

【ひろばの進め方の視点】

○県は、まず常駐型の見守りを確立させていこうという狙いであるが、これから

は見守りだけでなく新しいコミュニティをつくっていくことが大事であり、ま

ちづくりやネットワークが不可欠である。

【コーディネーターの必要性】

○ひろばの４つの機能に地域の住民が集まってきて、自分たちのまちをつくって

いく。そこへ専門機関が関わってアドバイスしていく。住民が主人公として地
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域づくりを進めるにあたり、コーディネートができる人が必要となる。

○地域には地域の特殊性があり、それを考慮しないと、神戸ではこうしていると

かの議論になってしまう。地域の実情によってひろばも違うので、最初から規

格張ったことでしばっても地域がついてこれない。逆に地域でできることだけ

では、十分とはいえない。そのためにもリーダーを養成することが必要である。

情報が集まってきても判断や区別ができなくては何にもならない。

【ひろばの運営について】

○支援者のネットワークで高齢者を支援していく。そのため人、モノ、金、情報

のマネジメントをどうしていくか。

○ひろばの中で住民が交流して、専門家が支援しながら、まちづくり、地域づく

りを進めていく。また、その担い手を民間に委ねてはどうか。

北淡総合福祉センター

３ 第３回専門委員会

ひろばの機能充実へ向けた改善点等に関し意見交換を行った。

(1)専門委員会の概要

日 時：平成１８年９月１２日（火） １３：３５～１５：４５

場 所：ラッセホール５階サンフラワー

出席者:

(委 員) 松原委員長、市川副委員長、立木副委員長、黒田委員、野崎委員、

水谷委員、山川委員

（兵庫県）藤原復興局長、鬼本復興推進課長、林復興支援課長ほか

社会援護課、高齢福祉課、介護保険課、障害福祉課

(2)主な意見

【ひろばの４つの機能の整備】

○ひろば設置していくうえで、各市の取り組みがばらばらでは困るので、機能を充

実させるために、やるべきこと等の基準が必要である。
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○ひろばの４つの機能について、開設済みの三田市、淡路市の現地調査でも取り組

みが見えてこない。実施状況を見極めたうえで不足する機能や実施すべき事業を

整理する必要がある。

○見守り対象の住宅については緊急通報装置が設置されていないため、システム

の整備が必要である。

【現場に対するひろばの周知徹底】

○淡路市、三田市においても開設したばかりということもあり、従前の取り組みの

ままでひろばの機能が発揮できていないので、ひろばの機能を市に徹底していく

必要がある。

【スタッフの資質向上、人材のコーディネート】

○常駐によるきめ細かな見守りを行うため、観察力など見守り支援者としての専門

性の向上を図る必要がある。

○ＳＣＳと同じ人件費で専門性を高めていくには現実的に無理がある。ＬＳＡの被

災高齢者自立生活支援事業のような人件費以外の財源を活用した２階建ての事業

にする必要がある。

○組織的な動きをする際にはリーダーがいないとうまくやっていけない。社協がバ

ックアップするにしても相当の自覚がないといけない。人件費だけということで

運営されると偏った動きになってしまう。

○コーディネーターは上から物を言う立場でない。支援者をつなぎ合わせる黒子で

もいいが、そうした調整役がいないと事業が本物にならない気がする。

○これまでの公的な支援者による見守りは、個人により行われたため、組織にノウ

ハウが蓄積されず、震災後11年を経過しながら、見守りのノウハウが面として広

がってこなかった。

○見守り業務をキャリアとして制度化していくことが重要であるし、見守りだけで

なくコミュニティワークの技術も求められる。またスタッフの技術やコーディネ

ート機能が、組織にノウハウとして蓄積されていく仕組みが必要である。

【交流の場づくり】

○開設したひろばのスタッフ等が集まって、ひろばの成果報告や意見交換などを行

う検証交流会を開催し、事業のフォローアップを行ってはどうか。
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今後の課題と取り組みⅣ

専門委員会では 「高齢者自立支援ひろば」の実施状況について事務局より報告を受け、
るとともに、現地調査を２回実施し、ひろばの運営状況等の把握に努めているところであ
る。
震災復興の残された課題である高齢者の自立を支援するシステムの集大成である「高齢

者自立支援ひろば」の機能をより充実したものとするため、本委員会では、以下の４点に
ついて取り組む必要があるものと考える。

課題１

ひろばが担う基本的な４つの機能を整備する必要がある。

開設済みのひろば（淡路市、三田市）における現地調査でも、緊急時の対応など
の不備が指摘された。
ひろばの機能については、地域の実情に応じた特性があるものの、ひろば本来の

、 、 、設置目的を達成するためには 基本的に必要とされる事業内容 緊急通報システム
体制等の整備を図る必要がある。

課題２

ひろばの開設主体である市、ひろばの運営主体及びひろばの現場を担うスタッフ
が、ひろばに対する正しい理解を持ち、それぞれの能力を向上させなければならな
い。

開設主体（市） ・ひろばの意義を理解し、適切な運営主体を選定
し、適切な箇所にひろばを開設

運営主体 ・ひろばの運営能力(組織力、財務力等)
( ､NPO ) ・自治会、民生委員など地域の支援者間のネットワ社会福祉法人 等

ークを構築するコーディネート能力

現場スタッフ ・訪問時の観察能力、カウンセリング能力
・現場での支援者間の調整能力

①ひろばの機能を発揮させるため、フォーラム等を開催して、ひろばの目的・意
義の周知徹底を図る必要がある。

②また、現場スタッフについては、実践的研修の実施等により、見守り支援者に
必要な観察能力やカウンセリング能力の向上を図る必要がある。



10

課題３

ひろば開設後のフォローアップを行う必要がある。

開設後も、ひろばのスタッフ等が集まり、ひろばの成果報告や意見交換を行う検
証交流会の開催や、また専門家による派遣指導などのフォローアップが求められて
いる。

課題４

ポスト「震災復興」に向けた検討を行っていく必要がある。

高齢者の見守りは災害復興公営住宅だけでなく地域全体の課題であるため、復興
施策であるひろばの取り組み内容やそこから得られたノウハウを、将来の地域福祉
のあり方において、一般施策にどのように継承・発展させていくか検討する必要が
ある。

今後、専門委員会では、各市で順次開設される「高齢者自立支援ひろば」に対するき
め細やかなフォローアップについても一翼を担うほか、高齢者の自立支援に関する課題
や今後の取り組みについて検討していくこととしている。
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「まちのにぎわいづくり」フォローアップ 中間報告 

 

 この中間報告は、平成１８年度の「まちのにぎわいづくり」フォローアップのうち、重

点課題である「まちのにぎわいづくり一括助成事業」について、その実施状況を、現地調

査を踏まえて検証し、今後の取り組みのあり方や平成１９年度に取り組むべき事項につい

て報告するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 一括助成事業のフォローアップ 

 ○事業実施団体に対する助言 

     事業実施団体が本事業の趣旨を踏まえた効果的な事業実施を図れるよう、 

専門委員会から助言。 

    ○「現場」の視点からの検証 

     事業の実施状況（イベント等）の視察等により、助成事業の効果や課題等 

を、現場の視点から把握・検証。 

  (2) 一括助成事業に加えるべき新たな要素や方向性の検討・提言 

一括助成事業が、まちのにぎわいづくりに向けたより使い勝手の良いツール 

となるよう、助成事業に加えるべき新たな要素や方向性を検討・提言。 

 

 

 

  １７年度委員会からの提言を受け県が策定した「まちのにぎわいづくり推進プ 

ログラム2006」に盛り込まれた事業のフォローアップを実施。 

 

 

 

まちのにぎわいづくり一括助成事業の実施状況や新たな提言の検討に資する事 

業の現地調査（視察・ヒアリング等）を実施し、現場の視点から見た課題の抽 

出を実施。 

 

 

 

 「まちのにぎわいづくり」をテーマとし、一括助成事業や新たな提言の検討につ 

いて、県民と直接意見を交換する場を設け、意見・提案を委員会の提言に反映。 

 

１ 重点課題 

○「まちのにぎわいづくり一括助成事業」のフォローアップ 

○一括助成事業に加えるべき新たな要素や方向性の検討・提言 

４ まちのにぎわいづくりタウンミーティング 

２ 推進プログラム2006のフォローアップ 

３ 現地調査の実施 

「まちのにぎわいづくり」フォローアップ 平成18年度の進め方 

資料２ 
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Ⅰ まちのにぎわいづくり一括助成事業 実施状況 

 

 まちのにぎわいづくり一括助成事業は、阪神・淡路大震災からの復興過程において残さ 

れた課題のひとつとなっている「まちのにぎわいづくり」に向け、地域住民の自発的で主 

体的なまちづくりへの意欲を最大限に生かし、地域の特性に応じた多彩な取り組みを包括 

的に支援する仕組みとして、当委員会からの提言を踏まえ、兵庫県が平成１８年度に創設 

した制度である。 

 

１ 事業の概要 

  まちのにぎわいづくり一括助成事業の目的や補助要件は、以下のとおりである。 

 (1) 目的 

阪神・淡路大震災により被災し、にぎわいを失ったまちの再生に向け、地域団体が 

主体的な発意に基づき、地域の実情や特性に応じた、継続可能な特色あるにぎわい

づくり事業に対し一括助成し、にぎわいの再生を図る。 

 

 (2) 補助要件 

  ① 補助の対象となる地区 

阪神・淡路大震災の被災市※内において、以下のどちらかの要件を満たす地区 

        ア  面的整備事業地区（復興土地区画整理事業・復興市街地再開発事業）を含

む地区であって、次のいずれかに該当するもの 

        （ア）面的整備事業に係る工事が未完了の地区 

        （イ）面的整備事業に係る工事が完了しているが、住宅再建や商業施設

等の状況から、まちのにぎわいづくりを進める必要があると認め

られる地区 

      イ 面的整備事業地区以外で、震災の影響を受け、まちのにぎわいづくりを

進める必要があると認められる地区 

 

 

 

 

② 補助の対象となる者 

       被災地域内に活動の本拠を置き、まちのにぎわいづくりを主体的かつ継続的に

推進できると認められる団体で、おおむね以下のとおり 

 

 

 

 

    ③ 補助の対象となる事業 

まちのにぎわいづくりにつながる、地域の創意工夫を凝らした新規のソフト事

業及び、これに関連する施設整備（空き店舗改装費等） 

※被災市：神戸市・尼崎市・西宮市・芦屋市・伊丹市・宝塚市・川西市・明石市・ 

三木市（平成１７年１０月２４日合併前の旧三木市の区域に限る）・洲 

本市・淡路市・南あわじ市 

・まちづくり協議会  ・商店街振興組合  ・ＴＭＯ 

・ＮＰＯ法人（他の団体と協働で事業を実施する場合に限る） 
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      ④ 補助限度額 

     10,000千円（定額） 

      

 

 

 

 

   ⑤ 補助の対象となる期間 

     補助金の交付決定から最長２年間 

 

   ⑥ 審査 

     各分野（まちづくり・商店街活性化・芸術文化活動）の専門家、学識経験者等（５

名程度）で構成する審査会を設置し、交付申請書類及び公開プレゼンテーション

に基づき審査・決定 

 【分野ごとの取り組み例】 

補助対象事業 取  り  組  み  例 

まちのにぎわい 
創造事業 

○地域団体やＮＰＯなどが連携したにぎわいイベントの実施 
○空き地を活用した緑化活動、フリーマーケット等の開催 

地域の魅力発信事業 
○地域の魅力を再発見し、地域内外に発信する取り組み 
○地域のシンボル(神社、建造物等)を活用したイベントの開催 

ま 
ち 
づ 
く 
り 
分 
野 
安全・安心な 
まちづくり事業 

○住民による防犯・防災パトロール 
○防災・防犯マップの作成 

商店街にぎわい 
創造事業 

○商店街と地域団体等が一体となったにぎわいイベント開催 
○商店街周辺地域のマップづくり 
○産地と直結した朝市の定期的開催 

特色ある商店街 
づくり事業 

○高齢者や障害者に優しい商店街づくり 
  （送迎用コミュニティバス、介添えボランティア等） 
○子育て世代に優しい商店街づくり 
  （空き店舗を活用した授乳施設の設置、保育サービス実施等） 
○子どもや学生を巻き込んだ商店街のにぎわいづくり 
（子ども商売体験活動、学生によるパイロットショップ出店等） 

商 
店 
街 
活 
性 
化 
分 
野 
魅力ある商品・ 
サービス開発事業 

○地域らしさを活かした統一ブランドづくり 
○オンリーワンの商品、サービス等の開発 

芸術文化にぎわい 
創造事業 

○まちのにぎわいにつながる芸術文化イベントの開催 
○まちの音楽祭、街角コンサートの開催 

芸術文化活動 
支援事業 

○アマチュア芸術家や若者等によるストリートパフォーマンス等への支援
○練習場としての空き店舗等の貸し出し 

芸 
術 
文 
化 
分 
野 地域文化資源活用 
事業 

○地域の美術館や博物館、神社などの地域資源を巡るコミュニティバスの
運行 
○地域の芸術文化施設や神社仏閣などの文化資源を地域全体で情報発信す
る取り組み 

 

 

 

※広範囲な分野（まちづくり分野、商店街活性化分野、芸術文化分野のうち

複数の分野）にわたって取り組む事業で、県内外から多数の集客が見込ま

れるなど、被災地のにぎわいの創出に大きな効果をもたらすものとして、

特に必要と認められる場合は、5,000千円を限度に増額。 

「まちのにぎわいづくり一括助成事業」ホームページアドレス 

http://web.pref.hyogo.jp/wd34/ikkatsujyosei.html 



 4

 

２ 提案事業の公募及び審査 

 (1) 平成１８年度採択分の提案事業の公募及び審査の経過 

    ① 公募 

   ６月１５日（木） 公募を開始（記者発表） 

    ６月２９日（木） 団体向け募集説明会を開催 

             参加者：３４団体・６０名 

    ８月１０日（木） 公募を締切（当日消印有効） 

             申請件数：総計２７件 

 

 

 

 

 

 

 

   ② 審査 

    ７月２８日（金） 審査会を設置 

             構成：５名 

                 各分野の専門家 各１名 

（まちづくり・商店街活性化・芸術文化） 

                 学識経験者    １名 

                 行政       １名 

 

    ８月２９日（火） 公開プレゼンテーション審査について記者発表 

    ８月３１日（木） 公開プレゼンテーション審査 

             審査件数：２５件 

                  ※申請総数２７件のうち、２件は審査辞退 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ９月１１日（月） 審査結果について記者発表 

 

＜地域別の状況＞ 
神戸市：１３件 西宮市：６件 洲本市：３件  
芦屋市・伊丹市・宝塚市・川西市・淡路市：各１件 
＜団体種別＞ 
まちづくり協議会：７件 商店街：６件 ＴＭＯ：１件 
商工会・商業組合：３件 観光協会：１件  
実行委員会・協議会等：６件 自治会：１件  
その他：２件 

公開プレゼンテーション審査の模様

２５団体すべてについて、 

プレゼンテーションによる 

審査を実施。 

※１団体あたりの持ち時間 

最大１２分 

   発  表：最大７分 

   質疑応答：最大５分 
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     ①  各申請内容について、以下の観点から５段階評価を実施 

                

 

 

 

 

 

 

 

     ② 各団体の評価を点数化（「Ａ」：１点 「Ｂ」：０点 「Ｃ」：△１点） 

 

 

(2) 審査結果の概要 

本事業が創設初年度のため申請数が多く、いずれも事業意欲が高いことを考慮し、 

    ①総評価点数「５点」以上の７事業について、補助額1,000万円（定額）として 

採択。なお、にぎわい創出に特に大きな効果がある事業（プラス500万円）は 

該当なし。 

    ②総評価点数「１点」～ 「４点」の７事業について、上記の1/2（500万円・定 

額）を補助。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査の観点 

・目標、目的の妥当性 
・事業の先駆性、創造性 
・事業効果 
・事業の実現可能性 
・活動の継続性 

ＡＡＡ ： 特に高く評価できる 
 ＡＡ ： 高く評価できる 
  Ａ ： 評価できる 
  Ｂ ： 普通 
  Ｃ ： あまり評価できない 

５段階評価

審査方法

＜1,000万円補助（定額）＞　　　

提案事業名
Ａの
数

Ｂの
数

Ｃの
数

総評価
点　 数

くつのまちにぎわい１０事業 12 0 0 12

自身で地震を振り返り、まちの自信をつけるプロジェクト
・・・御蔵西地区

10 0 0 10

大正筋ふるさと創出事業
～人づくり　まちづくり～

10 0 1 9

西宮中央商店街・にぎわい創出プロジェクト
：えべっさんロードの再生

9 1 0 9

大日周辺地区にぎわいと元気創出プロジェクト
「ちょっと応援まちづくり」

8 1 0 8

「水道筋×アメフト」
コラボレーション・プロジェクト

7 1 0 7

森のある商店街になろう！門前町商店街になろう！
六間道商店街「２つの夢」プロジェクト

6 1 0 6

＜500万円補助（定額）＞　　　　

提案事業名
Ａの
数

Ｂの
数

Ｃの
数

総評価
点　 数

真野地区にぎわいまちづくり　～下町・子育て・まち育て～ 4 3 0 4

西宮歴史・文化・食ミュージアム事業　　※ 4 2 0 4

プレ「よさこい甲子園」事業 5 1 1 4

「Ｂ面の神戸・新開地」新店舗創出・リバイバルプロジェクト 3 3 0 3

かわにし能勢口にぎわいプロジェクト
～感（ときめき）・輝（かがやき）・潤（うるおい）の街～

3 2 1 2

にしきた“光のアバンセ”プロジェクト 3 2 1 2

阪急伊丹駅周辺商業地にぎわい創出プロジェクト
－「まちかど（ハロウィン）音楽祭」－

2 3 1 1

申請団体

新長田駅北地区東部
まちづくり協議会連合会

御蔵５・６・７丁目
町づくり協議会

大正筋商店街
振興組合

西宮商工会議所

プレ「よさこい甲子園」
実行委員会

西宮中央商店街
振興組合

大日通周辺地区
まちづくりを考える会

水道筋商店街
協同組合

六間道商店街
振興組合

※「西宮歴史・文化・食ミュージアム事業」については、補助申請額が1,000万円に満たないため、補助申請額の半額を補助。

新開地周辺地区
まちづくり協議会

かわにしＴＭＯ

西北活性化
連絡協議会

伊丹ターミナル
デパート商業協同組合

申請団体

真野地区
まちづくり推進会
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■まちのにぎわいづくり一括助成事業 採択事業一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜1,000万円補助（定額）＞　　　

提案事業名 申請団体 提案の概要
事業
期間

くつのまちにぎわい
１０事業

新長田駅北地区
東部まちづくり協
議会連合会

神戸市
長田区

新長田駅
北地区

○各分野において事業を展開。
　 ＜まちづくり＞
　　　防災拠点を育てる・花のまちを育てる・せせらぎ通りの魅力
      アップ・地場産業のＰＲ
　＜商店街活性化＞
　　 地域商業活性化ネットワーク事業への支援 （プレミアムパス
     ポート事業）
　＜芸術文化＞
　　 地域スポーツ・地蔵移設の支援

H18.10
～
H20.3

自身で地震を振り返り、ま
ちの自信をつけるプロジェ
クト・・・御蔵西地区

御蔵５・６・７丁目
町づくり協議会

神戸市
長田区

御蔵西地区

○地元調査の実施と、これを元にした復興誌の作成。
○「語り部勉強会」の実施、「語り部ビデオ」を作成を通じた「復興
   まちづくり」の視察受入の実施。
○御蔵復興まちづくり祭の実施
○近隣商店との連携（長田商店探検隊）を図るとともに、出石町
   （豊岡市）と連携した朝市の開催。
○芸術家や学生への空き地提供、オブジェの作成・展示等。

H18.10
～
H20.3

大正筋
ふるさと創出事業
～人づくり　まちづくり～

大正筋商店街
振興組合

神戸市
長田区

新長田南
大正筋地区

○各分野において事業を展開。
　＜まちづくり＞
　　 ホームページの作成・声かけ運動・子供110番・ふれあい
     MAPの作成
　＜商店街活性化＞
　　 大正時代をモチーフとした情報発信基地の設置・震災ミュ
     ージアムの設置
　＜芸術文化＞
　　 空店舗のシャッターを活用したアートギャラリー・空店舗を
     活用した地域団体の発表の場の提供

H18.10
～
H19.12

西宮中央商店街・にぎわい
創出プロジェクト：えべっさ
んロードの再生

西宮中央商店街
振興組合

西宮市
西宮中央
商店街地区

○各分野において事業を展開。
　＜まちづくり＞
　　地区内主要道路への木製ベンチやプランタの設置、まち並み
　　誘導ルールづくりの実施等
　＜商店街活性化＞
　　店頭大型暖簾の作成、芸術工房等活用の為の空き店舗の改
    修、街じゅう丸洗いイベントの実施等
　＜芸術文化＞
　　モニュメント、人形芝居小屋の設置等

H18.10
～
H20.3

大日周辺地区にぎわいと
元気創出プロジェクト
「ちょっと応援まちづくり」

大日通周辺地区
まちづくりを考え
る会

神戸市
中央区

大日通
周辺地区

○各分野において事業を展開。
　 ＜まちづくり＞
　　津波避難訓練・防犯ブザー設置・地域通貨の活用
　＜商店街活性化＞
　　小学生の商業体験活動・修学旅行生の受入
　＜芸術文化＞
　　街角コンサートの開催・劇団への練習場の貸出

H18.10
～
H20.3

「水道筋×アメフト」
コラボレーション・
プロジェクト

水道筋商店街
協同組合

神戸市
灘　 区

水道筋地区

○健康づくりプログラムの提供・健康教室等の開催
○「フラッグフットボール」「チアリーディング」の普及
  小学生向けのニュースポーツやチアリーディング
  の教室等を開催。
○アメフト観戦者の商店街への誘致策の検討
　アメフト観戦とショッピングを連動させたサービス等を提供。
○アメフトミュージアムルームの設置

H18.10
～
H20.9

森のある商店街になろう！
門前町商店街になろう！
六間道商店街「２つの夢」
プロジェクト

六間道商店街
振興組合

神戸市
長田区

新長田南
六間道地区

○森のある商店街
　近隣の荒廃地を利用した植栽基地を開設し、商店街に「森」を
  演出。
○門前町商店街
  仏教会による出張寺院をイベント時に設置し、参拝者に長田
  でのショッピング等の機会を提供。
○新商品の開発・和みサロンの設置
　高齢者向けの電動アシストを開発。また、空き店舗を活用した
  情報発信拠点として、「サロン」を設置。

H18.10
～
H20.9

対象地区
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＜500万円補助（定額）＞　　　

提案事業名 申請団体 提案の概要
事業
期間

真野地区
にぎわいまちづくり
～下町・子育て・まち育て～

真野地区
まちづくり推進会

神戸市
長田区

真野地区

○チャリティーバザーの再興・マップの作成
　 震災で途絶えたチャリティーバザーを再興させる。
　 また、町内会ごとにまち歩きを実施し、「真野下町風情マップ」を
   作成する。
○演劇文化の定着

H18.10
～
H20.3

西宮歴史・文化・食
ミュージアム事業　※

西宮商工会議所 西宮市

酒蔵地区
（西宮駅前
エリア・今津
エリア・甲子
園駅前エリ
ア・西宮浜エ
リア）

○清酒の歴史・文化を伝えるための講座（仮称「酒検定」）を開催。
○伝統産業の存在ＰＲのため、名塩和紙の紙漉き体験や、ガラス
   器づくり体験教室の実施。
○お店の情報誌（仮称「西宮まちなかほろ酔いガイド」）の編集。
○酒蔵地帯の施設と国体会場とを結ぶループバスの運行。

H18.10
～
H19.3

プレ「よさこい甲子園」事業
プレ「よさこい甲子
園」実行委員会

西宮市

広田・甲東
園・下大市・
西宮北口北
東地区

○平成21年に予定している「よさこい甲子園」のプレイベントとし
　 て、よさこい踊りの認知向上・普及のため、高知市関係団体
   の協力も得ながら、西宮市内数か所を会場として、リハーサ
   ル大会としてのプレ「よさこい甲子園」を実施。

H18.10
～
H20.8

「Ｂ面の神戸・新開地」
新店舗創出・リバイバル
プロジェクト

新開地周辺地区
まちづくり協議会

神戸市
兵庫区

新開地地区

○各分野において事業を展開。
　 ＜まちづくり＞
　　　湊川公園マネージメント計画・新開地MAPの作成
　＜商店街活性化＞
　　 店舗情報サイトの運営・店舗独立開業への支援・有力店の
     誘致
　＜芸術文化＞
　　 「新開地音楽祭」と連動したアーティスト活動への支援・
    新開地に関する絵本の作成

H18.10
～
H20.3

かわにし能勢口にぎわい
プロジェクト
～感（ときめき）・輝（かが
やき）・潤（うるおい）の街～

かわにしＴＭＯ 川西市
川西能勢口
周辺地区

○クイズラリーの実施・光のオブジェの製作
　 まちの魅力再発見のためのクイズラリーを実施。また、駅周辺
   でイルミネーションやオブジェを設置。
○朝市の開催
　 再開発ビルの空区画を活用し、野菜等を販売。
○落語等・ヒップホップダンスコンテストの開催
　 駅周辺施設で落語等を定期開催。また、一般参加によるヒップ
   ホップダンスコンテストを開催。

H18.10
～
H20.3

にしきた“光のアバンセ”
プロジェクト

西北活性化
連絡協議会

西宮市
阪急西宮北
口駅周辺地
区

○地域住民・大学生・幼稚園児等の参加による「光のモチーフ・
  作品展」の開催
○アクタ西宮円形デッキ、西北駅前公園等におけるライトアップ
   の実施
○ライトアップ点灯式、芸文センターとの連携による屋外コンサ
   ート等の各種イベントの開催

H18.11
～
H19.3

阪急伊丹駅周辺商業地
にぎわい創出プロジェクト
－「まちかど（ハロウィン）
音楽祭」－

伊丹ターミナル
デパート
商業協同組合

伊丹市
阪急伊丹駅
周辺商業地
区

○地域住民・団体との連携による独自イベントの展開。
○空き店舗を活用したスタンディングバーの開設商業ビルの空き
   店舗を活用し、イベント時にスタンディングバーを開設。
○「まちかどライブ」・「まちかど音楽祭」の開催
　アマチュアバンド等による「まちかどライブ」を商業ビル・周辺商
  店街で開催。19年度には「まちかど音楽祭」として発展。

H18.10
～
H20.3

※「西宮歴史・文化・食ミュージアム事業」については、補助申請額が1,000万円に満たないため、補助申請額の半額を補助。

対象地区
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Ⅱ 専門委員会の開催状況 

 

 １８年度においては、これまでに２回の専門委員会を開催している。 

 

１ 第１回専門委員会 

１８年度の専門委員会の進め方や「まちのにぎわいづくり推進プログラム２００６」の

進捗状況等に関し、意見交換を行った。 

(1) 専門委員会の概要 

  日 時：平成１８年７月２４日（月） １２：４５～１３：５０ 

場 所：綿業会館新館（大阪市中央区備後町２－５－８） 

出席者：委員８名 

 （委 員）加藤委員長、小林副委員長、中島副委員長、城戸委員、田中委員、 

野崎委員、三浦委員、地主委員 

 （兵庫県）藤原復興局長、鬼本復興推進課長、林復興支援課長 

         商業振興課、工業振興課、都市政策課、景観形成室、復興推進課 

(2) 主な意見 

○一括助成事業の採択団体に対するきめ細かなフォローアップが必要ではないか。 

○一括助成事業の採択を受けた団体間が交流する場を設け、まちづくり団体同士に

よるコミュニケーションをとってもらい、「ヨコ」の関係をつなぐ交流会のような

仕組みを作る方がよいのではないか。 

○一括助成事業による補助が終了した後も、地域が主体となって取り組める仕組み

がどう提案されるかが重要である。 

○商店街の活性化だけでなく、まちづくりにも「学生」や「子ども」の力が必要で

はないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１回専門委員会 
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２ 第２回専門委員会 

１８年度の専門委員会の活動状況や「まちのにぎわいづくり一括助成事業」の現状につ

いて報告があり、意見交換を行った。 

 

(1) 専門委員会の概要 

  日 時：平成１８年９月２４日（日） 

１３：３０～１４：１５ ／ １５：３０～１６：００ 

場 所：シューズプラザ（神戸市長田区細田町７－１－９） 

出席者： 

 （委 員）加藤委員長、角野副委員長、小林副委員長、中島副委員長、海﨑委員

城戸委員、田中委員、三浦委員 

 （兵庫県）藤原復興局長、鬼本復興推進課長、林復興支援課長 

         参画協働課、市街地整備課、復興推進課 

(2) 主な意見 

  【一括助成事業採択団体へのフォローアップ】 

   ○採択団体間が情報交換を行えるよう、中間発表の場を設けてはどうか。行政との 

意見交換ではなく、団体同士の意見交換の場とするほうがよいのではないか。 

   ○地域がこれだけイニシアティブを持って取り組むという事例は、全国でも例をみ 

ないのではないか。被災地だけでなく兵庫県全体、兵庫県だけでなく全国に広げ 

ていくことが大事。国においても、個々の支援策をまとめてブロックグラント（総 

合補助金）化しようとする取り組みを始めているが、まだ発展途上。 

  【企業の一括助成事業への参画】 

   ○地域貢献に積極的でない企業は、経営そのものにも影響が及ぶということも企業 

も認識しつつある。こうした流れを取り入れていくことも必要ではないか。 

   ○企業と地域住民を区別すること自体、あまり意味をなさないのではないか。 

   ○営利目的か非営利目的かといった区分は、1,000万円という補助をどのように使 

い、どのような効果が生み出されたのかを厳格に検証するシステムを整理してお 

く必要があるのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２回専門委員会 
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Ⅲ 現地調査の実施状況 

 

 本委員会では、まちのにぎわいづくり一括助成事業の実施状況やまちのにぎわいづくり

に関する先進事例について現地調査（視察・ヒアリング等）を実施し、「現場」の視点から

見た課題の抽出を行っている。 

 １８年度においては、これまでに２回の現地調査を実施している。 

 

１ 大阪・船場地区 

 まちのにぎわいづくりに関する先進事例として、大阪・船場地区の現地調査を実施した。 

 (1) 調査対象地区の概要 

大阪の中心市街地であり、各時代の歴史・文化 

遺産も多い大阪のシンボルともいえる街である。 

一方で、企業の流出や東京への一極集中等によ 

り、『シャッター通り』とも言われるほど地域の 

活力が低下した街ともいわれている。 

市民による船場の再生に向け、これまで個別に 

活動していた地域団体の相互交流を目的として、 

地元商店街や企業集団等による「せんばＧＥＮ 

ＫＩの会」が設立され、まちのにぎわいづくり 

に向けた企画・提案がなされている。 

 

 (2) 調査の概要 

  ＜調査日時等＞ 

日 時：平成１８年７月２４日（月） 

１４：００～１５：５０ 

出席者：委員７名 せんばＧＥＮＫＩの会８名 

  ＜せんばＧＥＮＫＩの会からの説明＞ 

   ○船場に活動拠点を置くグループが集まった、 

    プラットフォーム的な団体として平成１６年９月に設立した。 

   ○次の３点を活動の目標として掲げ、船場の再生を目指して活動を展開している。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

船場丼池ストリート

出典：せんば 

GENKIの会HP

船場エリア  出典：せんばGENKIの会HP 

☆「ネットワーク」 

各団体の自主性を尊重しつつ、その活動を理解・支援 

☆「プロモーション」 

船場の魅力・元気を総合的に情報発信 

☆「プロデュース」 

船場の元気アップにつながる企画を提案し、相互協力し実行 
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○平成１７年度には、政府の「全国都市再生モデル調査」を活用し、地域と大学・ 

学生が連携したまちづくりに関する調査を実施した。 

○また、御堂筋沿いに設置されている彫刻を活用したイベントや、問屋街の活性化

など、それぞれの団体がまちの個性を生かした取り組みを実施している。 

○こうした取り組みが大阪以外にはあまり知られておらず、大阪からの情報発信力

が弱いことが悩みである。 

＜主な意見交換内容＞ 

    ○兵庫からの情報発信力も弱い。京阪神間でネットワークを組み、情報を相互に共 

有するような仕組みが必要ではないか。 

    ○対外的な情報発信も重要であるが、船場という地域のなかで、これだけのさまざ 

まな取り組みを継続して行われているだけでも、素晴らしいことだと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参 考＞「せんばＧＥＮＫＩの会」の概要 

代  表：辰野元彦氏（辰野株式会社専務取締役） 

活動地区：大阪都心部・船場地区 

概  要：船場をこよなく愛し、新たな息吹を吹き込もうとする活動を行い、原則として

船場に活動拠点を置くグループ（商店会・まちづくり団体・異業種交流会・Ｎ

ＰＯ・研究会等）が集まった、プラットフォーム的な団体。 

設  立：２００４年９月３日 

会  員：１４グループ（２００６年４月時点） 

Ｈ  Ｐ：http://www.semba-genki.net 

 

 

船場アートカフェでの説明 

船場アートカフェとは・・・ 

ワークショップ、パフォーマンス、展覧会などを通じて、芸術によるコミュニケ

ーションを実践する場として、大阪市立大学教員が中心となって設置している芸

術文化用スペース。 

住所：大阪市中央区久太郎町3-2-15 三休橋エクセルビル北館B1F 

ＨＰ http://art-cafe.ur-plaza.osaka-cu.ac.jp/index.html 
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２ 新長田駅北地区 

 「まちのにぎわいづくり一括助成事業」での採択事業の対象地区のひとつとして、新長

田駅北地区の現地調査を実施した。 

 (1) 調査対象地区の概要 

新長田駅北地区は、１，３００社以上の関連事業所がひしめくケミカルシューズ産

業の集積地であったが、阪神・淡路大震災により約８割以上の建物が焼失・倒壊す

るなど、壊滅的被害を受けた。 

現在、震災復興土地区画整理事業が進められており、仮換地指定率は９０％（平成 

１８年８月１日現在・兵庫県県土整備部市街地整備課調べ）。 

新長田駅北地区東部全体のまちづくりの推進を図るため、地区内の９つのまちづく

り協議会による連合会を設置し、まちづくりに関する検討・提案を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 調査の概要 

  ＜調査日時等＞ 

日 時：平成１８年９月２４日（日） １４：２０～１５：３０ 

出席者：委員８名 新長田駅北地区東部まちづくり協議会連合会３名 

  ＜新長田駅北地区東部まちづくり協議会連合会からの説明＞ 

今回採択された「くつのまちにぎわい１０事業」の概要について説明があった。 

＜主な意見交換内容＞ 

   ○地元企業はどのような形でこの取り組みに参画されるのか。 

    →企業も住民の一人として各種のイベント等にご参画いただく。 

震災時のまちの状況 

出典：「震災から１０年 第１巻」 

 新長田駅北地区東部まちづくり協議会連合会 

震災後のまちの状況 

出典：「震災から１０年 第２巻」 

 新長田駅北地区東部まちづくり協議会連合会 
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   ○個々の事業を関連させることは考えているのか。 

    →集客を図るため、個々の事業を連携させながら数多くの事業を実施したい。 

   ○事業を行うにあたって、実際に現場で動く年代層は。 

    →まちづくり協議会は年代層がやや高め（５０歳代が中心）であるため、若年層 

の取り込みが必要であり、学生やコンサルタント会社にも参加してもらう。 

   ○現場は、３０～４０歳代の方がいないとなかなか動かないが、３０～４０歳代の 

方は、まちづくりにはあまり関心がない。 

→新たに住民となった方々には、これまでのまちづくり協議会の活動を説明し、

ようやく理解を得られてきたところ。住民の方々にも積極的に参画していただ

く。 

  ＜新長田駅北地区の取り組み＞ 

   現地調査終了後、専門委員より以下のような意見が出された。 

   ○今後のまちづくりを進めるうえで、「ケミカルシューズの街」というイメージだけ 

では難しい。例えば、「多文化共生」といったようなキーワードを軸とした、ユニ 

ークな街への脱皮を図る必要があるのではないか。 

   ○また、長田の食文化を軸とした取り組みは、地域特性を活かすうえで有効ではな 

いか。 

   ○今の段階では、数多くの取り組みを行うことは必要だろうが、今後は「これしか 

ない」というものを考えていく必要があるのではないか。 

   ○長田では５つの採択があったが、それぞれのプロジェクトが意識して連携するこ 

とにより、全体の「長田らしさ」が出てくるのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アジアギャザリーとせせらぎ通り 高取山への登山道。 

沿道では、地域住民が担当を決めて花壇

を管理。 
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Ⅳ 今後の課題と取り組み 

 

 専門委員会では、「まちのにぎわいづくり一括助成事業」の実施状況について事務局より

報告を受けるとともに、現地調査を２回実施し、まちのにぎわいづくりに関する現状の把

握に努めているところである。 

 震災後繰り広げられてきた、住民主体のまちづくりを定着・発展させる支援策の集大成

である「まちのにぎわいづくり一括助成事業」をより充実したものとするため、以下の３

点について取り組む必要があるものと考える。 

 

課題１ 

一過性のプロジェクトではなく、補助が終了しても引き続いて地域住民が主体的に 

継続して、まちのにぎわいづくりに向けた取り組みを実施できるよう、適切なフォ 

ローアップを行う必要がある 

 

  「まちのにぎわいづくり一括助成事業」は、住民の主体的かつ継続的な取り組みを支

援することを主眼としており、今回の審査に際しても、「今後も継続的な取り組みを行

うことが見込まれるか」といった継続性の観点を重視して採択されたことがうかがえる。 

  実際に、採択を受けた団体が今後も継続して取り組みを行っていけるよう、各分野の

専門家などによるアドバイスなど、適切なフォローアップが求められる。 

  また、採択団体同士が、それぞれの事業を実施するうえでの課題や実施状況について

報告し、情報を交換する交流の「場」の提供が求められる。 

 

 

課題２ 

採択事業の実施過程やその成果について、「まちのにぎわい再生」の先進的事例と 

して広く発信する必要がある 

 

  都市再生・中心市街地の活性化は、被災地に限らず全国的な課題であり、政府におい

ても中心市街地活性化法の改正等により、地域が主体となった「まちのにぎわい再生」

に向けた支援を行っているところである。 

  「まちのにぎわいづくり一括助成事業」は、未曾有の被害をもたらした阪神・淡路大

震災からの復興過程における経験と教訓を踏まえた施策として創設したものであり、地

域主体の「まちのにぎわい再生」に向けた支援策としては画期的なものであると考える。 

このため、採択事業の実施過程やその成果について、「まちのにぎわい再生」の先進的 

事例として、広く内外に発信していくことが求められる。 
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課題３ 

ポスト「震災復興」に向けた検討を行っていく必要がある 

 

  「まちのにぎわいづくり一括助成事業」は、被災地域を対象として平成２１年度まで 

の実施を予定している。今後、ポスト「震災復興」に向け、「まちのにぎわいづくり一

括助成事業」の目的や成果を、被災地域内外を問わない一般施策にどのように継承・発

展させていくかを視野に入れ、検討を行っていく必要がある。 

 

 

 

 今後、専門委員会では、「まちのにぎわいづくり一括助成事業」採択団体に対するきめ細

やかなフォローアップについても一翼を担うほか、まちのにぎわいづくりに関する課題や

今後の取り組みについて検討していくこととしている。 

 

 



資料３

「生活復興調査」(平成17年度)調査結果について

[兵庫県復興推進課 H18.9.12発表]

１．平成17年度の調査のフレーム

■ 被災地の住民を対象に継続的な定点観測を行い、被災地の生活復興調 査 目 的

の実態を明らかにするとともに、復興施策が個人や世帯の生活に与

える影響等を分析する。

■ 神戸市全域、神戸市以外の兵庫県南部地震震度７地域及び都市ガス調 査 地 域

供給停止地域

■ 上記地域在住の成年男女調査対象者

■ 層化２段抽出法（330地点→各地点10名）調 査 法

■ 住民基本台帳からの確率比例抽出標 本 抽 出

■ 3,300名調 査 数

■ 郵送自記入・郵送回収方式調 査 方 法

■ 平成17年1月14日調査票発送開始、同年2月4日有効回収締め切り調 査 期 間

■ 1,028（有効回答率31.2%）有効回答数

京都大学防災研究所に委託■調 査 実 施

２．調査の特徴及び調査結果のポイント

別添１、２のとおり



 

10 hours 1000 hours Time 100 hours 

被害の実態 

人的被害 

家屋被害 

家財被害 

被害総額 

家計･仕事へ 
の影響 

属性 

性別 

年齢 

家族 

職業 

住所 

つながり 

生活再建課題７要素 
２００１年調査 

6 年 (2001.1) 8 年 (2003.1) 

生
活
復
興
モ
デ
ル
の
構
築

すまい 

まち 

そなえ 

くらしむき 
行政との 
かかわり 

生活復興感 
（ 2001 年） 

こころと 
からだ 

つながり 

２００３年調査 

すまい 

まち 

そなえ 

くらしむき 
行政との 
かかわり 

生活復興感 
（ 2003 年） 

こころと 
からだ 

つながり 

２００５年調査 

すまい 

まち 

そなえ 

くらしむき 
行政との 
かかわり 

生活復興感 
（ 2005 年） 

こころと 
からだ 

生
活
再
建
課
題
７
要
素
の
時
間
的
変
化

生
活
復
興
感
の
時
間
的
変
化 

10 年 (2005.1) 

別添１

生活復興調査の特徴

１．巨大な都市災害からの生活復興を中心とした継続的な定点観測調査

○本調査は、わが国の防災分野において、これまで、あまり考えてこられなかった生
活復興を中心にして、巨大な都市災害から立ち直ろうと努力してきた被災者の実態
を科学的に調査し、今後の災害に役立てるため、平成13年から、震災後６年（2001
年2月 、８年（2003年1月 、10年（2005年1月）経過時点の隔年３回にわたって、） ）
被災地の生活復興を定点観測した調査である。
調査地・調査数 被災地330地点・3,300名（３回とも同一地点）
有効回答 延3,434名(2001年：1,203人、2003年：1,203人、2005年：1,028人）

○３回のいずれの調査にも継続して回答した297名について、継続した分析を行い、
被災者の長期的な生活復興過程の解明を試みた （パネル調査）。
※本調査のような大規模災害の被災者を対象にした継続的かつ定量的な定点観測調査は世界でも例がない。

２．震災後10年間の被災者の生活復興の全容の解析

○被災者の生活復興に対する認識（生活復興感）と、被害の実態や個人属性 「すま、
い 「人と人とのつながり 「まち 「こころとからだ 「そなえ 「くらしむき 「行」 」 」 」 」 」
政とのかかわり」といった生活再建課題との関係を分析した。

○被災者の震災に対する評価、震災の現在の生活への影響度、東南海・南海地震など
今後の地震へのそなえ意識などもあわせて分析した。

【生活復興調査の概念図】

震 災 後 の

時 間 経 過
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                          別添２ 
 

調査結果のポイント 
 

 １．平成17年１月（2005.1）時点での復興のようす   
 

①まちの復興 

 

○まちの復興が進んでいると感じている人の割合が増加しており、被災者

のまちの復興に対する認識は着実に高まっている。 

 

 

 

■まちの復興が進んでいると感じている人の割合（「かなり速い」＋「やや速い」＋「ふつう」） 
○前々回：80.6％ → 前回：82.0％(+1.4ﾎﾟｲﾝﾄ) → 今回：83.9％(+1.9ﾎﾟｲﾝﾄ)
(2001.2)           (2003.1)                    (2005.1) 

 

○地域の夜の明るさについて「震災前より明るくなった」と感じている人

の割合が増加している。 

 

 

 

■「震災前より明るくなった」と感じている人の割合 
○前々回：14.0％ → 前回：19.2％(+5.2ﾎﾟｲﾝﾄ) → 今回：23.5％(+4.3ﾎﾟｲﾝﾄ)
(2001.2)           (2003.1)                    (2005.1) 

 

②生活復興カレンダー 

（＊被災者が、どのような時期に、どのようなことについて、どのように考え、どのように生活復興

を成し遂げていったのかという生活復興過程） 

 

○「自分が被災者だと意識しなくなった」と感じている人は、震災１年後 

(1996年) に過半数を超え、2005年１月時点では75.5%であった。 

 

○「地域経済が震災の影響を脱した」と感じている人が過半数を超えたの

は、震災10年目の2005年１月であった(52.6%)。 
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①　仕事/学校がもとに戻った (n=651)

②　すまいの問題が最終的に解決した (n=759)

③　家計への震災の影響がなくなった (n=694)

④　毎日の生活が落ちついた (n=800)

⑤　自分が被災者だと意識しなくなった (n=709)

⑥　地域経済が震災の影響を脱した (n=582)

① ② ③ ⑤④ ⑥

％

X=log ‘震災発生から経過した時間’
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③すまい満足度 

 

○20・30代の人より60代以上の人の方が、現在住んでいる住居への満足度

（すまい満足度）が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④くらしむき（家計）の変化 

 

○家計収支が悪化（震災前に比べて収入・支出・預貯金が減少）した人が、

前回に比べて増加した。 

 

 ■家計収支の震災前比較（2003年比） 
○収 入 増えた:10.0％、  変わらない:32.0％、  減った:58.0％ 

(-1.3ﾎﾟｲﾝﾄ)          (-4.6ﾎﾟｲﾝﾄ)      (+5.9ﾎﾟｲﾝﾄ) 
○支 出 増えた:40.7％、  変わらない:38.3％、  減った:21.0％ 

(+1.0ﾎﾟｲﾝﾄ)          (-1.7ﾎﾟｲﾝﾄ)      (+0.7ﾎﾟｲﾝﾄ) 
 ○預貯金 増えた: 8.0％、  変わらない:25.9％、  減った:66.1％ 

(+0.7ﾎﾟｲﾝﾄ)          (-2.0ﾎﾟｲﾝﾄ)      (+1.4ﾎﾟｲﾝﾄ) 

 

○衣服費、外食費、レジャー費を切りつめたうえに、保険料、食費、日用

雑貨費、交通費、文化・教育費をやりくりしながら、家計の収支バラン

スをとっている。 

 

⑤行政とのかかわり 

 

○「共和主義的（公共への積極的関与型）」な考え方の人が減少し、「自

由主義的（公共無関心型）」な考え方の人が増加している。 

     ＊共和主義：公共的なことがらは市民の積極的な参画によって担われるべきだという考え方 

      自由主義：市民一人一人が自由な考えでふるまっていけばよいとする考え方 

 

○前回(2003年)調査と比較すると、上記の傾向は60代以上の人に特に顕著

に見られた。 

↑
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⑥そなえ意識 

   （＊東南海・南海地震など将来の災害に対する「自助・共助・公助」のそなえ意識） 

 

○「公助」で取り組むべきものは、「津波時の防潮扉の閉鎖」、「津波注

意報・警報の伝達」、「広域避難場所の確保・整備」が多かった。 

 

○「自助」で取り組むべきものは、「家具などの転倒防止」、「個人住宅

の耐震化」、「食料・飲料水の備蓄・確保」が多かった。 

 

○「共助」で取り組むべきものは、「地域の危険地域の見回り」、「高齢

者などの災害弱者の把握」、「避難所の運営」が多かった。 
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図 3 行政とのかかわりにおけるカテゴリーに属する人数の割合（調査年世代別） 
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 ２．生活復興感   
 

⑦生活復興感 

  （＊自らの生活再建が進んだのかどうかという被災者の生活復興に対する認識について、「生活の充

実度」「生活の満足度」「１年後の生活の見通し」をもとに分析したもの） 

 

○生活復興感の高低は、７つの要素（すまい・人と人とのつながり・まち・

そなえ・こころとからだ・くらしむき・行政とのかかわり）から影響を

受け、「すまいの満足度が高い」「市民性が高い」「こころとからだの

ストレスが低い」人などの生活復興感が高かった。 
 
 

生活再建課題７要素 生活復興感の高低 

①すまい ○現在の地域でずっと暮らしていきたいと思っている人の生活
復興感が高い。 

○すまい満足度の高い人ほど、生活復興感が高い。 

②人と人とのつなが 
 り 

○市民性が高い人ほど、生活復興感が高くなっている。 
○近所づきあいや地域活動への参加が積極的な人ほど、生活復興
感が高い。 
○家族間の「きずな（心理的な結びつき）」の強い人ほど生活復
興感が高く、「かじとり（リーダーシップ）」のバランスがと
れた人ほど、生活復興感が高い。 

③まち ○まちの復旧・復興のスピードが「速い」と感じている人は、｢遅
い」と感じている人に比べて、生活復興感が高い。 
○地域の夜の明るさが｢震災前より明るくなった」と感じている
人は、「震災前より暗くなった」と感じている人に比べて、生
活復興感が高い。 
○まちの共有物（コモンズ）への認知や愛着の度合いが高い人ほ
ど、生活復興感が高い 

④そなえ ○将来の災害によってもたらされる被害の程度が「小さい」と予
 測している人は、「大きい」と予測している人に比べて、生活
 復興感が高い。 

⑤こころとからだ ○こころとからだのストレスが低い人は、ストレスが高い人に比

べて、生活復興感が高い。 

⑥くらしむき ○家計が「好転」した人は、「悪化」した人に比べて、生活復興
感が高い。 

 

⑦行政とのかかわり ○「共和主義的（公共への積極的関与型）」な人は、「自由主義的
（公共無関心型）」「後見主義的（行政依存型）」な人に比べて、生
活復興感が高い。 
○公園の維持管理や地域の行事・活動などに対する金銭的な自己負
担の意識が高い人は、自己負担をあまりしたくないという意識の
人に比べて、生活復興感が高い。 
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○被災者の生活復興感は、2003年に比べてやや上昇した。 

○生活復興感の高い人と低い人とのばらつきは徐々に広がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域別にみると、生活復興感が高かったのは、猪名川町、東灘区、淡路、

西区、明石市、須磨区であり、低かったのは、長田区、兵庫区、中央区、

宝塚・川西市である。 
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2001年、2003年、2005年間には差あり（F(2, 2387)= 3.863,p<.05）
【但し2003～2005の間のみ統計的に有意な差あり(p<.05) 】

得点が高いほど復興感が高い

2001年
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2001年（N=570) 平均40.6　標準偏差 8.70
2003年（N=977) 平均39.9　標準偏差 9.62
2005年（N=840) 平均41.2　標準偏差 9.87
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 ３．パネル調査   
 

⑧パネル調査 

  （＊これまでの３回（2001年、2003年、2005年）のいずれの調査にも継続して回答した297名の生活復

興過程等の分析） 

 

○2001年から2005年の４年間の生活復興感は、基本的に安定しており、以

下の４つのパターンに分類できる。 

・プラスプラス（＋＋)タイプ：３時点ともに生活復興感が最も高いタイプ 

・プラス（＋）タイプ：３時点ともに生活復興感が平均以上で安定しているタイプ 

・マイナス（－）タイプ：３時点ともに生活復興感が平均以下で安定しているタイプ 

・マイナスマイナス（－－）タイプ：３時点ともに生活復興感が非常に低いタイプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４．震災復興の意味づけ   
 

⑨震災体験に対する意識 

 

○「震災での体験は得がたい経験だった」など、震災体験の意味を肯定的

にとらえている人が多かった。 

○逆に「震災での体験は過去から消したい」など、震災体験の意味を否定

的にとらえている人は比較的少なかった。 

 

 ■震災体験の意味を肯定的にとらえている人の割合（「まったくそう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）
○「震災での体験は得がたい経験だった」：80.1％ 
○「人生には何らかの意味があると思う」：72.4％ 
○「生きる事は意味があると強く感じる」：71.6％ 

■震災体験の意味を否定的にとらえている人の割合（「まったくそう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）
○「震災の話は聞きたくない」     ：18.7％ 
○「震災については触れてほしくない」 ：23.9％ 
○「震災での体験は過去から消したい」 ：29.6％ 
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 ５．統合的な生活復興モデルの構築   
 

 

⑩2005年生活復興モデルのポイントと今後への提案 

   （＊生活復興モデル：被災者の生活再建のための諸課題、震災に対する評価、震災の現在の生活へ

の影響度、生活復興感に関連する諸要因の因果関係の解析結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2005年モデル（鳥瞰図） 

 

 

○2005年生活復興モデルで明らかになったポイント 

①被災者の「震災の影響を乗り越えた」という意識の進行 

・震災から10年が経過し、被災者の生活復興感の度合いを左右する要因は、もは

や家屋被害等の大小ではなく、現在のすまいの満足度や家計の状況、ストレスの

有無などの要因が大きくなってきており、被災者の「震災の影響を乗り越えた」

という意識が進行している実態がうかがえる。 

②「震災体験の肯定的評価」の重要性 

・被災者の生活復興感を左右する要素としては、「重要他者」（自分の人生を肯

定的にとらえ直すきっかけとなった人）との出会いを通じて、被災者自身が

個々の震災体験を肯定的に評価し、「生きること、人生には意味がある」と価

値づけることが重要な要素である。 

③「ポスト震災復興10年社会」（平時社会）への移行 

・震災後、被災地で高まった共和主義的（住民主導的）な市民社会意識が2003

年から2005年の２年間の間にさらに低下したことにより、被災地全体として

の市民社会意識と生活復興感との関連性が見られなくなった。このことから、

被災地は、いわば「ポスト震災復興10年社会」という、限りなく平時に近い

新たなフェーズ（時間位相）に移行（復帰）したと見なすことができる。 

 

震災体験の評価

震災の影響

生活復興感

公・共・私型の

社会意識
地域活動

地域における

人間関係の

豊かさ

復興過程

震災体験の評価

「震災の影響を
乗り越えた」感

生活復興感

②つながり

復興過程

⑤そなえ

①すまい
⑥くらしむき

③まち
（地域活動）

④こころと
からだの
ストレス

－

＋

＋

－

＋

＋ ＋
＋

＋

＋

＋

重要他者と
の出会い⑦行政との

関わり

＋

－
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○今後への提案 

①「ポスト震災復興10年社会」に対応した支援施策の検討が必要である。 

・これまでは、「震災復興」という視点に重点を置いた生活復興支援施策が展開

されてきたが、今後は、震災から10年以上が経過した「ポスト震災復興10年社

会」という限りなく平時に近いフェーズ（時間位相）の中で、「すまい、家族

や地域の人々とのつながり、まちへの愛着、災害へのそなえ、こころやからだ

のストレス、家計、行政とのかかわり」など、人々の生活復興感を引き続き左

右している要因に注目しながら、支援施策を検討する必要がある。 

②今後の大規模災害時には「住宅再建・生活再建支援」「こころのケア」

が重要である。 

・大規模災害時の復興支援施策としては、住宅確保や住宅再建支援、被災者の暮

らしの再建につながる支援金の支給等も含めた生活再建支援、こころのケアや

健康対策などが重要である。 

③ソーシャル・キャピタルの醸成や地域活動を促進する施策が必要であ

る。 

・大規模災害時には、家族や地域における人間関係の豊かさといったいわゆるソ

ーシャル・キャピタルの醸成や、地域活動の促進につながる支援施策が、被災

者の生活復興を促す効果的な施策である。 

④震災体験の語り継ぎなど震災の経験や教訓の継承・発信が重要である。 

・震災メモリアル事業や震災の経験・教訓を継承・発信する事業などを通じて、

行政が直接的に震災体験の積極的な意味づけを支援していくことが必要である。

とりわけ、若い世代に対する体験の語り継ぎが非常に重要である。 

⑤平時における「参画と協働」の方向性の検討が大切である。 

・現在の被災地は、もはや少数派となった共和主義的（住民主導的）意識の高い

市民層と、多数派である公共的な事柄への無関心層に二分化されている。この

ような状況の中で、今後の「参画と協働」の方向について、どのような施策や

取り組みが必要であるか、社会全体としてじっくりと検討していくことが大切

である。 

⑥防災分野での県民と行政による「参画と協働」が重要である。 

・東南海・南海地震における自助や共助が果たすべき役割や公助の役割など防災

分野での県民と行政の「参画と協働」による取り組みをさらに進めていくこと

が重要である。 

⑦震災復興の過程で芽生えた「参画と協働」の取り組みを、様々な分野

に広げていくことが必要である。 

・震災復興の過程で芽生えた「参画と協働」の取り組みを、震災体験の継承・発

信や災害の強いまちづくりなど、県政の様々な分野に一層広げていくことが求

められる。 
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．調査のフレームⅠ

１ 調査の目的

震災から１１年余が経過し、被災地の人口や経済状況は、概ね震災水準を取り戻

したが、高齢者の自立支援やまちのにぎわいづくりなどの残された課題の解決を着

実に図っていくことが求められている。

このため、復興フォローアップの一環として、平成１３年度から、震災復興に関

する支援者等の現状や課題等を把握するため「復興モニター調査」を継続実施して

いるが 本年度は 震災復興の残された重点課題である 高齢者の自立支援 と ま、 、 「 」 「

ちのにぎわいづくり」の分野で活動する団体・グループ、ＮＰＯ等を対象に、復興

の現状や課題等を調査し、今後の施策展開に資する。

２ 調査のねらい

昨年度は、生活復興、産業復興、復興まちづくりに関する公的支援者を対象に、

活動の現状や課題等について調査を行ったが、今年度は、震災復興の残された重点

課題である「高齢者の自立支援 「まちのにぎわいづくり」について取り組んで」、

いる団体・グループ、ＮＰＯ等を対象に実施することにより、昨年度の公的支援者

に加え、団体、ＮＰＯなどの活動の現状や課題認識、施策ニーズを明らかにする。

（１）復興についての現状認識

地域で活動している団体、ＮＰＯ等が感じている復興の現状認識を把握する。

（２）団体・グループ、ＮＰＯ等の活動の現状や課題等

平成16年度から育成を進めてきたコミュニティサポートグループや、震災から

11年以上が経過したまちづくり協議会などの活動の現状や課題について把握す

る。

（３）団体・ＮＰＯ等が県等行政に求める支援施策の方向と優先度

団体・ＮＰＯ等が、県等行政に求める支援施策を把握する。

３ 調査内容

（１）調査対象

被災地で活動している団体・グループ、ＮＰＯ等の中から 「高齢者の自立支、

援 「まちのにぎわいづくり」にかかる各種支援事業を実施している団体等（各」

200団体）を対象に、アンケート調査を実施した。

高 コミュニティサポ コミュニティサポート支援事業実施団体
齢 ートグループ
者 （69団体）
の
自 社会福祉事業委託 ＬＳＡ派遣事業、地域包括支援センター事業委託団体
立 団体 社会福祉法人、医療法人、株式会社、社団法人、
支 （111団体） 財団法人、協同組合、生活協同組合、ＮＰＯ
援
ＮＰＯ 被災地において、高齢者支援にかかる保健・医療・福

（20団体） 祉の活動を行っているＮＰＯ
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ま まちづくり協議会 復興まちづくり支援事業実施団体
ち （90団体）
の
に 商店街・小売市場 商店街等復興特別事業実施団体
ぎ 組合等 (83団体)
わ
い ＴＭＯ 被災地内のＴＭＯ（中心市街地活性化まちづくり機関）
づ (7団体)
く
り ＮＰＯ 被災地でまちづくりの活動を行っているＮＰＯ

(20団体)

（２）調査方法

郵送自記入・郵送回収方式

（３）調査実施時期

平成１８年８月３０日～９月１３日

（４）有効回答数

１８４団体（有効回答率４６．０％）

支援者区分 発送数 回答数 有効回答率
高齢者の コミュニティサポートグループ 69 36(19.6%) 52.2%
自立支援 高齢者福祉事業委託団体 111 58(31.5%) 52.3%

ＮＰＯ(高齢者自立支援) 20 12( 6.5%) 60.0%
小 計 200 106(57.6%) 53.0%

まちのにぎ まちづくり協議会 90 43(23.4%) 47.8%
わいづくり 商店街・小売市場組合等 83 25(13.6%) 30.1%

ＴＭＯ 7 5( 2.7%) 71.4%
ＮＰＯ(まちのにぎわいづくり) 20 5( 2.7%) 25.0%

小 計 200 78(42.4%) 39.0%
合 計 400 184(100.0%) 46.0%

（５）調査項目

①団体等の属性について

・団体の類型(Q1-1) ・活動地域(Q1-2) ・構成員数(Q2)

・活動開始時期(Q3)

②復興の現状認識について

・地域全体の復興感(Q4) ・分野別の復興感(Q5)

・活動分野の復興感(Q6)

③団体等の活動の現状と課題について

（活動の現状）

・活動の状況(Q7) ・活動の満足度(Q8-1)

・活動の不十分な点(Q8-2) ・活動分野に係る課題(Q8-3)

（他の公的支援者・専門家等との連携）

・他の公的支援者等との連携(Q9-1)

・連携できている公的支援者等(Q9-2)

・連携が望まれる公的支援者等(Q9-3)

・連携できていない原因(Q9-4)

④今後求められる取り組み方策について

・早期、中長期的に求められる支援施策(Q10)
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．単純集計結果のポイントⅡ

１．復興全般

）○地域全体の復興速度感（Ｐ５

・復興が進んでいると感じている人の割合は48.4%、遅れていると感じている人の

割合は14.1%となっている。

）○復興が進んでいない要因（Ｐ５

・ 復興が進んでいる」と感じている人は33.9% 「どちらともいえない」が39.4%、「 、

「復興が進んでいない」が11.7%となっている。

・ 復興が進んでいない」と感じている人のうち 「震災による要因で復興が進ん「 、

でいない」と感じている人の割合は10.8％（全体の1.3% 「不況等による要因」）、

は24.8%(全体の2.9%) 「構造的要因」は39.7%(全体の4.6%)である。、

）○分野別の復興感（Ｐ６

「 」「 」「 」 、「 」・ 街並み・景観 住まいづくり ライフライン などの復興感が高く 雇用

「既存産業の活性化」などの産業分野が目立って低い。

２．活動の現状・課題と支援施策について

（１）高齢者の自立支援

）○活動分野の復興速度感（Ｐ８

・高齢者自立支援分野の復興速度感は 「かなり速い 「やや速い」をあわせ、 」

て37.8% 「やや遅い 「かなり遅い」をあわせて11.3%となっている。、 」

）○活動について（Ｐ８

・現在の活動は 「うまくいっている 「どちらかといえばうまくいっている」、 」

をあわせて72.6%となっている。

・活動内容の不十分な点は 「交流会等への高齢者等の参加が少ない 「アル、 」

コール依存者・精神障害者への対応が困難」が多い。

・直面している課題は 「病気・健康面 「介護・介護保険」の問題が多い。、 」

）○他の公的支援者等との連携について（Ｐ９

・他の公的支援者等との連携は 「連携できている 「どちらかといえば連携、 」

できている」をあわせて64.2%となっている。

・連携できている公的支援者等は 「民生委員・児童委員 「地域包括支援セ、 」

ンター 「自治会」が多い。」

・連携できていない原因は 「個人情報の共有など連携すること自体に制約が、

ある 「連携するための機会や場がない」が多い。」
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）○県等行政の支援施策について（Ｐ10

・早期に求められる支援施策は 「地域住民を巻き込んだ見守り体制の整備」、

「夜間・休日の見守り体制の充実 「高齢者等の多様な要望に対応するため」

の体制の強化」が多い。

・中長期的に求められる支援施策は 「高齢者に対する学びの場の提供 「高、 」

齢者の生きがいづくり・健康づくり施策の実施 「災害復興公営住宅だけで」

なく一般の公営住宅での高齢者見守り体制の整備」が多い。

（２）まちのにぎわいづくり

）○活動分野の復興速度感（Ｐ11

・まちのにぎわいづくり分野の復興速度感は 「かなり速い 「やや速い」を、 」

あわせて34.6％ 「やや遅い 「かなり遅い」をあわせて14.1％となってい、 」

る。

）○活動について（Ｐ11

・現在の支援活動は 「うまくいっている 「どちらかといえばうまくいって、 」

いる」をあわせて61.5%となっている。

・活動内容の不十分な点は 「活動への若い世代の参画が少ない 「活動への、 」

住民の参画が少ない」が多い。

・直面している課題は 「地域住民や団体等の取り組み意欲の不足」が多い。、

）○他の専門家等との連携について（Ｐ12

・他の専門家等との連携は 「連携できている 「どちらかといえば連携でき、 」

ている」をあわせて65.4%となっている。

・連携できている専門家等は 「コンサルタント」が多い。、

・連携できていない原因は 「連携する人材がいない」が多い。、

○県等行政の支援施策について（Ｐ13）

・早期に求められる支援施策は 「まちづくり協議会等の活動基盤強化のため、

の助成等の充実 「まちづくり活動における地域団体（まちづくり協議会、」

商店街組合、ＮＰＯ等）と行政、地域団体間の連携への支援 「空き地や空」

き店舗を活用したにぎわいづくりや緑化活動の推進」が多い。

・中長期的に求められる支援施策は 「地域の文化資源や芸術に関する活動を、

まちのにぎわいづくりに活かす仕組みづくり 「震災による人口構成や土地」

利用の変化等に対応したまちづくりの支援 「被災地の特色や地場産業など」

を活かした「観光・ツーリズム」の推進」が多い。
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．単純集計結果Ⅲ

１．復興全般

（１）地域全体の復興速度感について（問４）

地域全体の復興速度感感は 「かなり速い 「やや速い」をあわせて48.4% 「どち・ 、 」、 、

らともいえない」が33.2% 「やや遅い 「かなり遅い」をあわせて14.1%となって、 」

いる。

問４ 地域全体の復興 回答数 構成比

１．かなり速い 38 20.7%

２．やや速い 51 27.7%

３．どちらともいえない 61 33.2%

４．やや遅い 21 11.4%

５．かなり遅い 5 2.7%

無回答 8 4.3%

総計 184 100.0%

（２）復興が進んでいない要因について（問５ 〔Ｐ６表 参照〕）

・ 復興が進んでいる と感じている人は33.9% どちらともいえない が39.4% 復「 」 、「 」 、「

興が進んでいない」が11.7%となっている。

・ 復興が進んでいない」と感じている人のうち 「震災による要因で復興が進んで「 、

いない」と感じている人の割合は10.8％（全体の1.3% 「不況等による要因」は）、

24.8%(全体の2.9%) 「構造的要因」は39.7%(全体の4.6%)である。、

（３）分野別の復興について（問５ 〔Ｐ７表 参照〕）

ライフライン 「住まいづくり 「街並み・景観」など、住宅や都市基盤の復興が・「 」 」

進んでいるとの認識が、他の分野に比べて多い。

安全・安心のまちづくり 「地域活動・ボランタリー活動 「行政の危機管理体制・「 」 」

づくり」など、震災を契機とした取り組みが進んでいるとの認識が、他の分野に比

べて比較的多い。

雇用・産業分野の復興指数は全体的に低いが、その要因は「不況等による要因」が・

多い。
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「復興が進んでいない」要因別割合(複数回答)
震災によ 不況等に 社会構造 その他の

回答 復 興 が ど ち ら 復 興 が 無回答る要因で よ る 要 因 的な要因 要因で復
復興が進 で 復 興 が で復興が 興が進ん進 ん で と も い 進 ん で
んでいない 進 ん で い 進んでい でいないいる えない いない

ない ない
地域の見守り 86 65 19 3 2 12 4 13
体制 46.7% 35.3% 10.3% 15.8% 10.5% 63.0% 21.0% 7.1%
コミュニティづくり 87 61 22 4 0 13 3 14

47.3% 33.2% 12.0% 18.2% 0.0% 59.1% 13.6% 7.6%
住まいづくり 105 49 9 3 1 4 1 21

57.1% 26.6% 4.9% 33.3% 11.1% 44.4% 11.1% 11.4%
バリアフリーの 82 57 28 4 4 14 5 17
まちづくり 44.6% 31.0% 15.2% 14.3% 14.3% 50.0% 17.9% 9.2%
地域活動 ･ボ ラン 94 51 19 2 5 11 4 20
タリー活動 51.1% 27.7% 10.3% 10.5% 26.3% 57.9% 21.1% 10.9%
教育・体験活動 71 71 20 2 0 14 2 22

38.6% 38.6% 10.9% 10% 0.0% 70% 10% 12.0%
文化 51 87 22 0 3 8 9 24

27.7% 47.3% 12.0% 0.0% 13.6% 36.4% 40.9% 13.0%
街並み・景観 108 48 12 2 3 6 0 16

58.7% 26.1% 6.5% 16.7% 25% 50.0% 0.0% 8.7%
多文化の共生 38 99 15 0 1 6 4 32

20.7% 53.8% 8.2% 0.0% 6.7% 40.0% 33.3% 17.4%
都 市 と 農 山 漁 村 15 90 40 1 3 18 14 39
の交流 8.2% 48.9% 21.7% 2.5% 7.5% 45.0% 35.0% 21.2%
既存産業の 28 65 61 15 34 16 2 30
活性化 15.2% 35.3% 33.2% 24.6% 55.7% 26.2% 3.3% 16.3%
新産業の創造 21 83 38 1 16 12 2 42

11.4% 45.1% 20.7% 2.6% 42.0% 31.6% 5.3% 22.8%
国際経済交流 14 93 28 1 6 11 4 49

7.6% 50.5% 15.2% 3.6% 21.4% 39.3% 14.3% 26.6%
産業構造改革 15 88 35 3 6 10 8 46

8.2% 47.8% 19.0% 8.6% 17.1% 28.6% 22.9% 25.0%
雇用 12 81 51 7 29 12 4 40

6.5% 44.0% 27.7% 13.7% 56.9% 23.5% 7.8% 21.7%
安全･安心の 93 61 13 2 2 6 3 17
まちづくり 50.5% 33.2% 7.1% 15.4% 15.4% 46.2% 23.1% 9.2%
行 政 の危機管理 76 78 7 0 0 3 2 23
体制づくり 41.3% 42.4% 3.8% 0.0% 0.0% 42.9% 28.6% 12.5%
災害救急医療 59 86 12 0 0 4 6 27

32.1% 45.7% 6.5% 0.0% 0.0% 33.3% 50.0% 14.7%
防災基盤、施設 60 84 11 0 1 5 2 29

32.6% 45.7% 6.0% 0.0% 9.1% 45.5% 18.2% 15.8%
震災の経験と 71 68 14 0 3 5 5 31
教訓の継承･発信 38.6% 37.0% 7.6% 0.0% 21.4% 35.7% 35.7% 16.8%
区画整理･市街地 80 62 17 2 4 3 4 25
再開発 43.5% 33.7% 9.2% 11.8% 23.5% 17.6% 23.5% 13.6%
環境 61 82 14 0 1 9 4 27

33.2% 44.6% 7.6% 0.0% 7.1% 64.3% 28.6% 14.7%
新都市づくり 39 86 27 3 10 12 3 32

21.2% 46.7% 14.7% 11.1% 37.0% 44.4% 11.1% 17.4%
道 路 ･鉄道 ・ 港湾 86 62 12 4 3 4 2 23
等 46.7% 33.7% 6.5% 33.3% 25.0% 33.3% 16.7% 12.5%
ライフライン 101 46 4 1 0 1 1 22

54.9% 25.0% 2.2% 25.0% 0.0% 25.0% 25.0% 12.0%
河 川 ･海 岸 ･ダ ム 64 78 6 0 1 2 2 36
等 34.8% 42.4% 3.3% 0.0% 16.7% 33.3% 33.3% 19.6%

計 1617 1881 556 60 138 221 100 717
33.9% 39.4% 11.7% (10.8%) (24.8%) (39.7%) (18.0%) 15.0%

＊「復興が進んでいない」要因別割合のみ複数回答(％の母数は「復興が進んでいない」の回答者数)
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（＊「復興が進んでいる」とした回答者の割合－「復興が進んでいない」とした回答者の割合）

区分 ①復興が進んで ②復興が進んで 復興指数
いる いない ①－②

ライフライン 54.9 2.2 52.7
住まいづくり 57.1 4.9 52.2
街並み・景観 58.7 6.5 52.2
安全・安心のまちづくり 50.5 7.1 43.4
地域活動・ボランタリー活動 51.1 10.3 40.8
道路・鉄道・港湾等 46.7 6.5 40.2
行政の危機管理体制づくり 41.3 3.8 37.5
地域の見守り体制 46.7 10.3 36.4
コミュニティづくり 47.3 12.0 35.3
区画整理・市街地再開発 43.5 9.2 34.3
河川・海岸・ダム等 34.8 3.3 31.5
震災の経験と教訓の継承・発信 38.6 7.6 31.0
バリアフリーのまちづくり 44.6 15.2 29.4
教育・体験活動 38.6 10.9 27.7
防災基盤・施設 32.6 6.0 26.6
災害救急医療 32.1 6.5 25.6
環境 33.2 7.6 25.6
文化 27.7 12.0 15.7
多文化の共生 20.7 8.2 12.5
地域の特色を活かした新都市づくり 21.2 14.7 6.5
国際経済交流 7.6 15.2 -7.6
新産業の創造 11.4 20.7 -9.3
産業構造改革 8.2 19.0 -10.8
都市と農山漁村の交流 8.2 21.7 -13.5
既存産業の活性化 15.2 33.2 -18.0
雇用 6.5 27.7 -21.2
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２． 高齢者の自立支援

（１）活動分野の復興速度感について（問７）

、「 」「 」 、・高齢者自立支援分野の復興速度感は かなり速い やや速い をあわせて37.8%
「やや遅い 「かなり遅い」をあわせて11.3%となっている。」

問６ 活動に関わる分野の復興 回答数 構成比
１．かなり速い 6 5.7%
２．やや速い 34 32.1%
３．どちらともいえない 46 43.4%
４．やや遅い 11 10.4%
５．かなり遅い 1 0.9%

無回答 8 7.5%
総計 106 100.0%

（２）現在の活動について（問７）

現在の支援活動は 「うまくいっている 「どちらかといえばうまくいっている」・ 、 」
をあわせて72.6%となっている。

回答数 構成比問７ 活動の状況
１．うまくいっている 26 24.5%
２．どちらかといえばうまくいっている 51 48.1%
３．どちらともいえない 23 21.7%
４．どちらかといえばうまくいっていない 4 3.8%
５．うまくいっていない 0 0.0%

無回答 2 1.9%
総計 106 100.0%

（３）活動の内容について（問８）

活動の内容は 「現状で十分である 「どちらかといえば現状で十分である」をあ・ 、 」、
わせて34.9%となっている。

回答数 構成比問８－① 活動の満足度
１．現状で十分である 5 4.7%
２．どちらかといえば現状で十分である 32 30.2%
３．どちらともいえない 38 35.8%
４．どちらかといえば現状では不十分である 24 22.6%
５．現状では不十分である 5 4.7%

無回答 2 1.9%
総計 106 100.0%

活動内容の不十分な点は 「交流会等への高齢者等の参加が少ない 「アルコール・ 、 」、
依存者・精神障害者への対応が困難」が多い。

問８-② 活動の不十分な点（複数回答） 回答数 構成比
交流会等への高齢者等の参加が少ない 39 36.8%
アルコール依存症・精神障害者への対応が困難 33 31.1%
夜間や休日の対応が不十分 32 30.2%
公的支援者や他の団体・グループ、ＮＰＯとの連携が不十分 25 23.6%
高齢者等が訪問を拒否する 18 17.0%
高齢者等の相談・要望に応えきれていない 16 15.1%
見守りの訪問回数が少ない 11 10.4%
その他 14 13.2%
無回答 18 17.0%
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高齢者等が直面している課題は 「病気・健康面 「介護・介護保険」の問題が多・ 、 」、
い。

問８-③ 高齢者等が直面している課題（複数回答） 回答数 構成比
病気・健康面の問題 84 79.2%
介護・介護保険の問題 63 59.4%
金銭面の問題 58 54.7%
人間関係の問題 49 46.2%
住居・生活環境の問題 26 24.5%
その他 5 4.7%

（４）他の公的支援者等との連携について（問９）

他の公的支援者との連携は 「連携できている 「どちらかといえば連携できて・ 、 」、
いる」をあわせて64.2%となっている。

問９-① 公的支援者等との連携 回答数 構成比
１．連携できている 18 17.0%
２．どちらかといえば連携できている 50 47.2%
３．どちらともいえない 30 28.3%
４．どちらかといえば連携できていない 4 3.8%
５．連携できていない 3 2.8%

無回答 1 0.9%
総計 106 100.0%

、「 」、「 」、・連携できている公的支援者等は 民生委員・児童委員 地域包括支援センター
「自治会」が多い。

問９-② 連携できている公的支援者等（複数回答） 回答数 構成比
民生委員・児童委員 71 67.0%
地域包括支援センター 58 54.7%
自治会 47 44.3%
ＬＳＡ 30 28.3%
ＳＣＳ 28 26.4%
ＮＰＯ(高齢者支援等) 23 21.7%
保健師 21 19.8%
いきいき県住推進員 8 7.5%
栄養士 5 4.7%
大学・研究機関 1 0.9%
その他 13 12.3%
無回答 9 8.5%

連携することが望ましい公的支援者等は 「民生委員・児童委員 「自治会 「地・ 、 」、 」、
域包括支援センター」が多い。

問９-③ 連携することが望ましい公的支援者当（複数回答） 回答数 構成比
民生委員・児童委員 68 64.2%
自治会 64 60.4%
地域包括支援センター 55 51.9%
保健師 33 31.1%
ＮＰＯ 33 31.1%
ＳＣＳ 29 27.4%
ＬＳＡ 23 21.7%
いきいき県住推進員 15 14.2%
栄養士 14 13.2%
大学・研究機関 6 5.7%
その他 17 16.0%
無回答 1 0.9%



- 10 -

連携できていない原因は 「個人情報の共有など連携すること自体に制約がある 、・ 、 」
「連携するための機会や場がない」が多い。

問９-④ 連携できていない原因（複数回答） 回答数 構成比
個人情報の共有など連携すること自体に制約がある 38 35.8%
連携するための機会や場がない 33 31.1%
連携する人材がいない 25 23.6%
連携するための時間が取れない 22 20.8%
連携する方法がわからない 17 16.0%
連携するために必要な経費がない 14 13.2%
連携する必要がない 2 1.9%
その他 8 7.5%
無回答 28 26.4%

（５）県等行政の支援施策について（問10）

・早期に求められる支援施策は 「地域住民を巻き込んだ見守り体制の整備 「夜間、 」
・休日の見守り体制の充実 「高齢者等の多様な要望に対応するための体制の強」、
化」が多い。

問１０-１ 早期に求められる支援施策（複数回答） 回答数 構成比
地域住民を巻き込んだ見守り体制の整備 58 54.7%
夜間・休日の見守り体制の充実 57 53.8%
高齢者等の多様な要望に対応するための体制の強化 55 51.9%
見守り活動における支援者、自治会、ＮＰＯ等の連携支援 54 50.9%
高齢者の社会参加の支援 54 50.9%
高齢者の生きがいづくり・健康づくり施策の充実 50 47.2%
高齢者に優しい生活環境づくり 47 44.3%
介護保険制度改革による地域ケアシステムの構築 46 43.4%
震災復興公営住宅だけでなく一般の公営住宅での高齢者見守り体制の整備 44 41.5%
支援者の増加による訪問回数の増加 41 38.7%
公営住宅の空き室等を活用した見守り活動の充実 38 35.8%
高齢者に対する学びの場の提供 21 19.8%
その他 8 7.5%
無回答 5 4.7%

・中長期的に求められる支援施策は 「高齢者に対する学びの場の提供 「高齢者の、 」、
生きがいづくり・健康づくり施策の実施 「災害復興公営住宅だけでなく一般の公」
営住宅での高齢者見守り体制の整備」が多い。

問１０-２ 中長期的に求められる支援施策（複数回答） 回答数 構成比
高齢者に対する学びの場の提供 46 43.4%
高齢者の生きがいづくり・健康づくり施策の充実 35 33.0%
震災復興公営住宅だけでなく一般の公営住宅での高齢者見守り体制の整備 34 32.1%
地域住民を巻き込んだ見守り体制の整備 29 27.4%
公営住宅の空き室等を活用した見守り活動の充実 27 25.5%
介護保険制度改革による地域ケアシステムの構築 27 25.5%
高齢者に優しい生活環境づくり 27 25.5%
見守り活動における支援者、自治会、ＮＰＯ等の連携支援 26 24.5%
高齢者等の多様な要望に対応するための体制の強化 25 23.6%
高齢者の社会参加の支援 23 21.7%
支援者の増加による訪問回数の増加 22 20.8%
夜間・休日の見守り体制の充実 22 20.8%
その他 5 4.7%
無回答 24 22.6%
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３．まちのにぎわいづくり

（１）活動分野の復興速度感について（問６）

まちのにぎわいづくり分野の復興感は 「かなり速い 「やや速い」をあわせて・ 、 」
34.6％ 「やや遅い 「かなり遅い」を併せて14.1％となっている。、 」

問６ 活動に関わる分野の復興 回答数 構成比
１．かなり速い 7 9.0%
２．やや速い 20 25.6%
３．どちらともいえない 30 38.5%
４．やや遅い 7 9.0%
５．かなり遅い 4 5.1%

無回答 10 12.8%
総計 78 100.0%

（２）現在の活動について（問７）

現在の支援活動は 「うまくいっている 「どちらかといえばうまくいっている」・ 、 」
をあわせて61.5%となっている。

回答数 構成比問７ 活動の状況
１．うまくいっている 14 17.9%
２．どちらかといえばうまくいっている 34 43.6%
３．どちらともいえない 13 16.7%
４．どちらかといえばうまくいっていない 15 19.2%
５．うまくいっていない 1 1.3%

無回答 1 1.3%
総計 78 100.0%

（３）活動の内容について（問８）

活動の内容は 「現状で十分である 「どちらかといえば現状で十分である」をあ・ 、 」
、「 」「 」わせて39.7% どちらかといえば現状では不十分である 現状では不十分である

をあわせて30.7%となっている。

回答数 構成比問８－① 活動の満足度
１．現状で十分である 3 3.8%
２．どちらかといえば現状で十分である 28 35.9%
３．どちらともいえない 23 29.5%
４．どちらかといえば現状では不十分である 21 26.9%
５．現状では不十分である 3 3.8%

総計 78 100.0%

・活動内容の不十分な点は 「活動への若い世代の参画が少ない 「活動への住民の、 」
参画が少ない」が多い。

問８-② 活動の不十分な点（複数回答） 回答数 構成比
活動への若い世代の参画が少ない 43 55.1%
活動への住民の参画が少ない 39 50.0%
活動資金がないため十分な活動ができない 26 33.3%
専門家や他の団体・グループ、ＮＰＯとの連携が不十分 9 11.5%
行政などの制度や情報を的確に把握できない 6 7.7%
その他 3 3.8%
無回答 14 17.9%
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まちのにぎわいづくりで直面している課題は 「地域住民や団体等の取り組み意欲・ 、
の不足 「既成市街地の空洞化」が多い。」

問８-③ 地域が直面している課題（複数回答） 回答数 構成比
地域住民や団体等の取り組み意欲の不足 37 47.4%
既成市街地の空洞化 36 46.2%
住民や消費者のニーズの変化 22 28.2%
地域の産業活動の減退 22 28.2%
地域独自の魅力や観光資源の不足 18 23.1%
行政による支援制度の不備 8 10.3%
道路等のインフラの未整備 7 9.0%
その他 4 5.1%
無回答 8 10.3%

（４）他の専門家等との連携について（問９）

他の専門家等との連携は 「連携できている 「どちらかといえば連携できている」・ 、 」
をあわせて65.4%となっている。

回答数 構成比問９－① 専門家等との連携
１．連携できている 22 28.2%
２．どちらかといえば連携できている 29 37.2%
３．どちらともいえない 15 19.2%
４．どちらかといえば連携できていない 10 12.8%
５．連携できていない 2 2.6%

総計 78 100.0%

連携できている専門家等は 「コンサルタント」が多い。・ 、

問９-② 連携できている専門家等（複数回答） 回答数 構成比
コンサルタント 46 59.0%
行政機関 35 44.9%
大学・研究機関 15 19.2%
ＮＰＯ(まちづくり支援等) 8 10.3%
建築士 6 7.7%
弁護士 1 1.3%
その他 8 10.3%
無回答 13 16.7%

連携が望ましい専門家等は 「行政機関」が多い。・ 、

問９-③ 連携することが望ましい専門家等（複数回答） 回答数 構成比
行政機関 47 60.3%
コンサルタント 33 42.3%
ＮＰＯ(まちづくり支援等) 20 25.6%
大学・研究機関 19 24.4%
弁護士 8 10.3%
建築士 5 6.4%
その他 1 1.3%
無回答 8 10.3%

連携できていない原因は 「連携する人材がいない」が多い。・ 、

問９-④ 連携できていない原因（複数回答） 回答数 構成比
連携する人材がいない 22 28.2%
連携するために必要な経費がない 19 24.4%
連携をするための機会や場がない 10 12.8%
連携するための時間がとれない 9 11.5%
個人情報の共有など連携すること自体に制約がある 6 7.7%
連携する方法がわからない 2 2.6%
連携する必要がない 1 1.3%
その他 0 0.0%
無回答 37 47.4%
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（５）県等行政の支援施策について（問10）

・早期に求められる支援施策は 「まちづくり協議会等の活動基盤強化のための助成、
等の充実 「まちづくり活動における地域団体（まちづくり協議会、商店街組合、」
ＮＰＯ等）と行政、地域団体間の連携への支援 「空き地や空き店舗を活用したに」
ぎわいづくりや緑化活動の推進」が多い。

問１０-１ 早期に求められる支援施策（複数回答） 回答数 構成比
まちづくり協議会等の活動基盤強化のための助成等の充実 38 48.7%
まちづくり活動における地域団体(まちづくり協議会、商店街組合、ＮＰＯ 35 44.9%
等)と行政、地域団体間の連携への支援
空き地や空き店舗を活用したにぎわいづくりや緑化活動の推進 33 42.3%
子どもたちの活気をまちのにぎわいにつなげる支援 31 39.7%
まちづくり協議会や商店街組合、ＮＰＯ等の地域団体が互いに情報を交 27 34.6%
換し、交流できる「場」づくり
まちのにぎわいづくりへの大学生など若い世代の参画促進 26 33.3%
大規模集客施設の郊外への出店抑制や既成市街地への出店の誘導な 21 26.9%
ど、中心市街地の活性化の推進
地域の文化資源や芸術に関する活動をまちのにぎわいづくりに活かす仕 16 20.5%
組みづくり
復興市街地整備事業の早期完成、復興市街地における住宅再建や商業 16 20.5%
機能再生への支援
震災による人口構成や土地利用の変化等に対応したまちづくりの支援 13 16.7%
被災地の特色や地場産業などを活かした「観光・ツーリズム」の推進 11 14.1%
その他 2 2.6%
無回答 11 14.1%

・中長期的に求められる支援施策は 「地域の文化資源や芸術に関する活動をまちの、
にぎわいづくりに活かす仕組みづくり 「震災による人口構成や土地利用の変化等」
に対応したまちづくりの支援 「被災地の特色や地場産業などを活かした「観光・」
ツーリズム」の推進」が多い。

問１０-２ 中長期的に求められる支援施策（複数回答） 回答数 構成比
地域の文化資源や芸術に関する活動をまちのにぎわいづくりに活かす 31 39.7%
仕組みづくり
震災による人口構成や土地利用の変化等に対応したまちづくりの支援 27 34.6%
被災地の特色や地場産業などを活かした「観光・ツーリズム」の推進 27 34.6%
まちづくり協議会等の活動基盤強化のための助成等の充実 22 28.2%
まちのにぎわいづくりへの大学生など若い世代の参画促進 20 25.6%
まちづくり活動における地域団体(まちづくり協議会、商店街組合、ＮＰＯ 19 24.4%
等)と行政、地域団体間の連携への支援
復興市街地整備事業の早期完成、復興市街地における住宅再建や商 19 24.4%
業機能再生への支援
まちづくり協議会や商店街組合、ＮＰＯ等の地域団体が互いに情報を交 17 21.8%
換し、交流できる「場」づくり
子どもたちの活気をまちのにぎわいにつなげる支援 16 20.5%
空き地や空き店舗を活用したにぎわいづくりや緑化活動の推進 13 16.7%
大規模集客施設の郊外への出店抑制や既成市街地への出店の誘導な 13 16.7%
ど、中心市街地の活性化の推進
その他 3 3.8%
無回答 13 16.7%



資料５－１
ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題一覧

[兵庫県阪神・淡路大震災復興推進会議]

２．シルバーハウジング、コレクティブハウジング等の推進 ４．災害時における情報発信の充実
○震災を契機としたｺﾚｸﾃｨﾌﾞﾊｳｼﾞﾝｸﾞ等の新しい住まいづくりの推進 ○被害の全体像を早期に把握するしくみの構築Ⅰ．残された個別課題への対応
○「新しい住まい方」に係る調査研究 ○平常時からの複数の情報伝達経路の確保（震災に起因する被災地固有の個別課題への対応）

５．防災に係る専門人材の養成・協同居住空間を活用したｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの導入やｹｱﾊｳｽへの転用
①家屋被害認定士の養成（30項目） ・ｺﾐｭﾆﾃｨ形成型ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｼﾞﾝｸﾞ、多世代型ｺﾚｸﾃｨﾌﾞﾊｳｼﾞﾝｸﾞの実施

○認定士の養成・研修等【高齢者の自立支援】 ３．こころのケア対策の推進（兵庫県こころのケアセンターにおける取り組み）
１．高齢者の見守り体制の構築 ②被災建築物応急危険度判定制度の推進○センターにおける調査研究活動の推進

○こころのケアセンターの機能充実 ○判定士の養成・研修、判定資機材の備蓄①復興施策と一般施策が連携した高齢者の見守り
４．心のケア担当教員の取り組みを継承した教育相談体制の充実 ６．自主防災組織の活性化○高齢者自立支援ひろばの展開（ＳＣＳを含む）

○ＬＳＡ活動の推進（地域支援事業等） ○心のケアを必要とする児童生徒に関する学校と専門家、関係機関の連携強化 ○活性化に向けた活動事例の紹介、参加型災害図上訓練の普及
７．災害ボランティアへの活動支援○地域包括支援ｾﾝﾀｰ、ＬＳＡ、高齢者自立支援ひろばの連携 ○震災以外の事件・事故等により心のケアを必要とする児童生徒への対応

○基金事業終了時の高齢者見守り・生活支援のあり方の検討 ○教職員のカウンセリングマインドの一層の向上 ○災害ボランティア活動支援指針の改訂

○災害ボランティアセンター立ち上げ訓練の実施２．高齢者を包み込むコミュニティづくり ５．震災を機に広がった県民ボランタリー活動の推進
○ひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰﾌﾟﾗｻﾞの地域づくり活動全般の支援機能の強化 ○災害救援ボランティアのネットワークの強化①災害復興公営住宅等における自治会等の地域活動の崩壊対策
○活動の裾野の拡大と質の向上を支援するひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ基金メニューの拡充 ○災害発生時の市町ボランティアセンターの機能強化支援②単身高齢者対策

③公営住宅の高齢化対策 ８．災害時における警察活動の推進○団塊の世代等様々な県民が地域で活動できる機会と場の設置

○都市型駐在所の設置・運用３．高齢者に優しい環境づくり ６．青少年の体験・交流の機会づくりの推進
○子どもが自由な発想でのびのびと遊べる「子どもの冒険ひろば」の拡充 ○災害モニター及び災害時等警察活動協力員との連携①県営住宅のバリアフリー化

②住宅や生活に関わる悪質業者対策 ９．災害救急医療の取り組み○若者が気軽に立ち寄り、仲間と交流できる「若者ゆうゆう広場」の拡充

○医療救護班の強化③公共交通のバリアフリー化などユニバーサル社会づくり ７．文化を活かした個性ある地域づくり
○芸術文化センターや県立美術館による創造・発信と施設運営への住民参画 ○災害救護医療に係る調査研究、教育・研修、人材育成４．高齢者の生きがいづくりのための能力向上、社会参加の支援

①高齢者のエンパワーメント（能力向上） 10．災害時要援護者への支援○活力や癒しにつながる公演等の鑑賞や地域文化活動への参加機会の拡充

○被災地の文化活動を担う人材や団体が活動するしくみづくり ○聴覚障害者等を対象とする緊急情報発信システムの構築②高齢者の知識やノウハウの社会での活用
○文化財を利用した地域づくりや人づくりの推進 ○要援護者に対する防災教育・防災訓練の実施、避難場所・方法等の周知

○要援護者情報に係る開示システムや要援護者台帳の整備【まちのにぎわいづくり】 ８．男女が協働した取り組みや家族の絆の再認識
５．多様な主体が参画した「まちのにぎわい創出」の支援 11．災害時の広域避難者への支援○震災により再認識された男女が協働した取組みや家族の絆を、今日の多様な家族の

あり方の中で尊重できる社会づくり ○全国自治体と連携した広域避難者の所在把握の仕組みの構築①持続可能な住民主体のにぎわいづくり(一括助成事業)
○震災で顕在化した男性中心のシステムや固定的な役割分担意識の解消 ○広域避難者を想定した、全国均一な支援方策の準備②まちづくり協議会を核としたまちづくり

③地域団体・ＮＰＯ等によるまちのにぎわい創出 ９．コミュニティ・ビジネスなど新しい働き方への支援 12．新たな防災教育と学校防災体制の充実
④大学・学生との協働によるまちづくり ①「兵庫の防災教育」の推進○コミュニティ・ビジネスを中心とした地域密着型事業の創造・普及と地域毎のしご

と情報の提供 ○震災体験を活かした防災教育の一層の推進６．商店街によるまちのにぎわい創出
○県立舞子高校環境防災科における教育活動の充実①被災商店街のにぎわい回復 10．ひょうご・しごと情報広場等による雇用就業対策の推進
○地域と連携し、安心・安全の核となるような学校防災体制の充実②特色ある商店街づくり ①ひょうご・しごと情報広場、地域労働相談・しごと情報広場の運営

７．地域の景観の保全・創造や空き地等の活用 ②震災・学校支援チーム（EARTH）の取り組みの推進○若年層の職業意識醸成、職業能力開発等､就職促進策の検討

○地域・学校におけるEARTHの位置づけと学校防災体制の充実①残存空地の活用 ②シニアしごと倶楽部等による中高年のしごとへの支援
○シルバー人材センター等を活用した就業機会の提供による生きがいづくり支援 ○訓練・研修会の充実によるEARTHの専門的力量の向上②地域景観の形成

８．復興市街地整備事業の早期完成とにぎわい再生 11．震災ツーリズム等地域の特色を生かしたツーリズム振興 13．人と防災未来センターの積極的な活用
○人と防災未来センター、復興モニュメント等を核にした震災ツーリズムの推進 ○大規模災害時の専門家派遣、人材養成、防災教育①復興市街地整備事業等の早期完成

②復興市街地における住宅再建や商業機能の再生 14．国際防災・人道支援拠点の形成の推進○神戸コレクションを核としたファッションイベントの推進

③中心市街地の活性化 12．被災地における新都市づくり ①国際防災復興協力機構（ＩＲＰ）への運営支援
○被災地のニーズを踏まえた的確な海外支援①潮芦屋の整備推進

○ユニバーサルデザインを基本とした安全・安心なまちづくり ○国際協調活動による被災地への支援【その他の課題】
９．未償還の貸付金等対策 ②尼崎21世紀の森の推進 ②国際防災・人道支援協議会に対する支援

○21世紀の都市再生モデルとしての整備推進 ○国際防災協力の情報共有や共同研究①災害援護資金（災害弔慰金法）
②生活福祉資金 ③明舞団地等オールドニュータウンの再生 15．国際的な防災研修専門機関の整備

○高齢化や住宅の老朽化が進んでいる明舞団地をモデルとしたｵｰﾙﾄﾞﾆｭｰﾀｳﾝの再生 ○組織、事業等の検討③中小企業緊急災害復旧資金
④生活復興資金 16．三木総合防災公園、地域防災公園等の整備

○災害時は広域防災拠点ともなる三木総合防災公園の整備10．災害復興公営住宅の家賃問題
11．被災市街地の震災特例税制の取扱い ．震災の経験と教訓の継承・発信 17．大阪湾岸道路西伸部の推進Ⅲ

○六甲アイランド～名谷ＪＣＴの早期事業化①震災特例住宅税制の優遇措置による支援 今後の大規模災害に備えた減災・復興の取り組みの推進）（
12．県外居住被災者の帰県支援 18．六甲山「水と緑の回廊」構想の推進
①県営住宅優先入居枠の確保等 ①六甲山系グリーンベルト整備事業の実施（26項目）

○表六甲山麓を土砂災害から守る防災樹林帯の整備13．住宅や公共施設の耐震化の推進等
①住宅の耐震化 １ 「１月17日は忘れない」ための取り組み（ 安全の日）の推進 ②阪神疏水構想の推進． ひょうご

○1.17ひょうごメモリアルウォーク、1.17ひょうご安全の日のつどい等 ○河川、公園、緑地等の施設が連携する水と緑のネットワーク整備②公共施設の耐震化
14．被災自治体の震災関連地方債の償還対策 ２．自助、共助、公助のバランスのとれた住宅再建への支援 19．災害時における食料の安定供給等

○減災に資するため池の管理体制の構築①既発債（～11年度）の償還延長等 ①被災者生活再建支援制度（支援法）の充実
○法の見直し(H20年)に向けた居住安定支援制度等の改善 ○緊急時における生産物供給対策や市場流通機能の強化

○県独自措置の継続実施 ○山地災害対策の強化や災害に強い漁港・漁村づくり

○危機管理の視点に立った都市と農山漁村の交流の推進②住宅再建共済制度の推進
．復興の過程で生まれた先導的取り組みの定着・発展 20．災害救助法に基づく救助の見直し等Ⅱ ○支援法の見直しをにらんだ全国展開の早期の検討

○本県独自措置の検討 ○災害救助法の適用に係る知事の裁量の拡大や災害救助のあり方の見直し（今後の成熟社会を切り拓くための先導的取り組みの定着・発展）
○防災に係る基本的事項の共有化・標準化③地震保険制度の改善

○附帯契約要件の撤廃等（15項目）
１．まちの保健室の定着・発展 ３．地震災害対策の総合的推進

○被災地以外での支援策の拡充 ○減災、予防のためのアクションプログラムの作成

○まちの保健室の推進拠点となる機関の明確化とコーディネーターの設置 ○１年を通じた各部局の系統だった研修・訓練の実施
○まちの保健室の全県展開に伴う現職を有する看護ボランティアの確保 ○大規模災害を想定した復興準備計画の検討

○健康増進プログラムによる健康づくりの強化
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資料５－２

ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題と⑲推進方策（素案）
[兵庫県阪神・淡路大震災復興推進会議]

．残された個別課題への対応Ⅰ
（震災に起因する被災地固有の個別課題への対応）

項 目 課 題 及 び 取 組 方 向

（ ）（○：総括検証459提言項目等） 点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

（高齢者自立支援プログラム2006に基づき対応）【高齢者の自立支援】

（課題）１．高齢者の見守り体制の構築
○地域包括支援センターやＬＳＡ、高齢者自立支援ひろば等が
連携した新たな見守りの仕組みの構築

○現行のＳＣＳ制度から高齢者自立支援ひろばの開設による新
しい見守りシステムへの円滑な移行

○市町によるＬＳＡの事業拡大

①復興施策と一般施策が連携した高 ≪高齢者の自立支援の推進≫
齢者の自立支援 ＜課題＞（取り組み）
○高齢者自立支援ひろばの展開 ○高齢者自立支援ひろば・ＳＣＳ（復興基金） ○超高齢社会における高齢者の自立支援システムを形

、 、（ＳＣＳを含む） ・高齢者自立支援ひろばの開設（⑱11箇所開設予定） 成するため 本年度開設した高齢者自立支援ひろば
・ＳＣＳ（⑱102人）による災害復興公営住宅入居者等に対す 地域包括支援センター並びにＬＳＡ、民生委員、い

○ＬＳＡ活動の推進（地域支援事 る巡回訪問、電話訪問等 きいき県住推進員、地域の見守りグループなどそれ
業等） ○ＬＳＡ ぞれの支援主体及びその活動が、地域の社会資源と

、 。・ＬＳＡの配置（⑱123人） して 相互に有機的な連携を図っていく必要がある
＜今後の取組方向＞○地域包括支援ｾﾝﾀｰ、ＬＳＡ、高 ○地域包括支援センター
○高齢者自立支援ひろばの順次開設齢者自立支援ひろば等の連携 ・地域包括支援センターの整備（⑱100か所目標）
○ひろばの機能充実

○基金事業終了時の高齢者見守り ○高齢者見守りの取り組みの全国への発信 ・見守り機能等の充実
・生活支援のあり方の検討 ・本県の高齢者見守りの取り組みについて、機会あるごとに ・スタッフの資質向上

○国の「孤立死ゼロ・モデル事業」の活用全国に発信（講演会、シンポジウム、国要望等）
○地域における高齢者自立支援シ
ステムの構築 ○復興施策と一般施策の連携等

・高齢者自立支援ひろばとＬＳＡ等各種支援者との連携方策 （健康生活、まち復興）
（健康生活、まち復興） の検討

（課題）２．高齢者を包み込むコミュニティづ
○高齢者を取り巻く良好なコミュニティづくりの推進くり

（取り組み）①災害復興公営住宅等における自治
○いきいき県住推進員の配置（⑱30人）会等の地域活動の崩壊対策
○コミュニティサポート支援事業（復興基金）の実施

まち復興 （見守りグループ育成数：80団地）（ ）

（取り組み）②単身高齢者対策
・高齢者の孤立化予防 ○被災高齢者自立生活支援事業、災害復興公営住宅高齢者元気
・生活保護､生活資金支援(ﾘﾊﾞ アップ活動支援事業（復興基金 、コミュニティビジネス等）
ｰｽﾓｹﾞｰｼﾞ等） 等 生きがいしごと支援事業、県民ボランタリー活動助成、生活

（県民政策、健康生活、産業労働、 保護の適用、長期生活支援資金制度（ﾘﾊﾞｰｽﾓｹﾞｰｼﾞ） 等
まち復興）

（取り組み）③公営住宅の高齢化対策

○H18.4「ひょうご21世紀県営住宅整備・管理計画」改訂
（新婚世帯・子育て世帯に対する県営住宅の入居支援）

（まち復興）

（課題）３．高齢者に優しい環境づくり
○だれもが安全・安心に、支え合いながら生きがいを持って暮
らせる社会の実現

（取り組み）①県営住宅のバリアフリー化

○H18.4「ひょうご21世紀県営住宅整備・管理計画」改訂
・県営住宅の高齢者向け改修の実施
（手摺りやＥＶの設置、段差の解消等）

（まち復興）

（取り組み）②住宅や生活に関わる悪質業者対策

○H18.7 住宅改修業者登録制度の創設
○消費生活条例等に基づく生活科学センター等による消費生
活対策の実施

（ 、 ）県民政策 まち復興

（取り組み）③公共交通のバリアフリー化などユ
ニバーサル社会づくり

○福祉のまちづくり条例に基づく公共交通のバリアフリー化
（鉄道駅舎へのＥＶ設置、ノンステップバスの購入支援等

○「ひょうごユニバーサル社会づくり総合指針 （H17.4策定」
に基づく取り組みの実施
・ユニバーサル社会づくり実践モデル地区整備の推進
・兵庫県率先行動計画の推進 等

（ 、 ）健康生活 まち復興
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項 目 課 題 及 び 取 組 方 向

（ ）（○：総括検証459提言項目等） 点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

４．高齢者の生きがいづくりのための
能力向上、社会参加の支援

（課題）①高齢者のエンパワーメント（能力
○生きがいづくりのためのエンパワーメント（能力向上）や実向上）
践活動に活かす多様な学習機会の提供

（取り組み）

○県内７地域での高齢者大学の開設
○いなみ野学園大学院の開設（H18.4）

（ 、 ）県民政策 まち復興

（課題）②高齢者の知識やノウハウの社会で
○高齢者がこれまで培ったノウハウや学んだ知識の地域社会での活用
の活用

（取り組み）

○老人クラブの社会活動や健康づくり活動への支援事業の実
施

○コミュニティビジネス等生きがいしごと支援事業の実施

（ 、 、 ）健康生活 産業労働 まち復興

（まちのにぎわいづくり推進プログラム2006に基づき対応）【まちのにぎわいづくり】

５．多様な主体が参画した「まちのに
ぎわい創出」の支援

①持続的な住民主体のにぎわいづく ≪ ≫（課題） 持続可能な住民主体のにぎわいづくり（一括助成事業）
り（一括助成事業） ＜課題＞○ユニークな提案提出に向けた工夫や対象事業への効果的なア

ドバイス、将来への継続的・効果的な制度に向けた検討 ○一括助成事業の毎年の実施成果を踏まえ、地域ごと
（取り組み） に異なる持続可能な住民主体のにぎわいづくりへの
○まちのにぎわいづくり一括助成事業（復興基金）の創設 支援として、より効果的なものとしていく必要があ
（⑱14団体助成） る。

○助成終了後の団体の継続的な取り組みをバックアッ
プする方策を検討する必要がある。

＜今後の取組方向＞
○専門家による現地でのアドバイス等採択団体に対す
る適切なフォローアップの実施

○採択団体間の意見交換・交流の場の開設
（まち復興） ○採択事業の実施過程や成果の発信

（ ）まち復興

（課題）②まちづくり協議会を核としたまち
○復興を契機としたまちづくり協議会等の活動の取り組みの持づくり

○まちづくり協議会等の多様な主 続的な発展
体の自律･継続した活動展開 （取り組み）

○まちづくりを支援する専門家ネ ○復興まちづくり支援事業（復興基金）の実施
ットワークの構築

○まちづくりセンターにおける活 ○まちづくり情報バンクの構築
動支援の充実強化

（まち復興）

（課題）③地域団体・ＮＰＯ等によるまちの
○自治会、婦人会等の地域団体やＮＰＯ等によるまちづくり活にぎわい創出
動を通じたまちのにぎわい創出

（取り組み）

○（改定版）地域づくり活動支援指針に基づく施策・事業の
推進

、 、・地域づくり活動応援事業 県民ボランタリー活動助成
行政・ＮＰＯ協働事業助成

（ ）県民政策

（課題）④大学・学生との協働によるまちづ
、くり ○子どもたちや学生など若者の元気によるまちのにぎわい創出

将来のまちづくりの担い手の育成
（取り組み）

○神戸大学との「まちづくり協定（H17.12締結 」に基づく）
取り組みの実施

○学生による商店街活性化支援事業の実施

（ ）まち復興・神戸県民局

（課題）６．商店街によるまちのにぎわい創出
○やる気や意欲のある商店街等の取り組みによる被災地のにぎ
わいや活気の創出

（取り組み）①被災商店街のにぎわい回復
○商店街・小売市場復興イベント開催支援事業、商店街・小売

産業労働 市場共同施設建設費助成事業（復興基金）等の実施（ ）

（取り組み）②特色ある商店街づくり

○先導的活性化事業（H18～）の実施
（ ）産業労働

（課題）７．地域の景観の保全・創造や空き地
○住民の参画による景観まちづくりの推進 「花・緑」による等の活用 、
まちのにぎわいづくりの推進

（取り組み）①残存空地の活用
○被災地花いっぱいモデル助成事業、被災地空地の緑化推進助

まち復興 成事業（復興基金）（ ）

（取り組み）②地域景観の形成

○H18.3「景観の形成等に関する条例」改正
（景観資源の発掘調査、景観形成支援事業 等）

（ ）まち復興
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項 目 課 題 及 び 取 組 方 向

（ ）（○：総括検証459提言項目等） 点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

（課題）８．復興市街地整備事業の早期完成と
○住民やまちづくり協議会、地権者などとの合意形成を図りつにぎわい再生
つ、復興市街地整備事業の円滑な推進

○市街地再開発事業地区内等での空床の利用促進等や工場跡地
等への大規模集客施設の立地

（取り組み）①復興市街地整備事業等の早期完成
○復興市街地再開発事業（管理処分計画決定率84%）

まち復興 ○復興土地区画整理事業（仮換地指定率97%）（ ）

（取り組み）②復興市街地における住宅再建や商
○復興市街地再開発商業施設等入居促進事業、被災市街地復興業機能の再生
土地区画整理事業地区内土地利用促進事業、被災者住宅再建

まち復興 支援事業補助（復興基金）等の実施（ ）

（取り組み）③中心市街地の活性化

○H18.5「まちづくり三法」改正
○H18.9「広域土地利用プログラム」策定
（大規模集客施設の立地誘導・抑制等）

（ ）まち復興

【その他の課題】

９．未償還の貸付金等対策

（課題）①災害援護資金（災害弔慰金法）
○震災時に貸し付けた1,309億円のうち約289億円が未償還
○18年１月に償還期限が５年間延長されたが、５年間での全額
償還は困難

（取り組み）
○徴収困難な未償還金の償還免除や一括償還困難者に対する少

健康生活 額償還期間の延長に向けた取り組み 等（ ）

（課題）②生活福祉資金
○現時点での未償還額は約47億円（県社協、うち県が1/4を貸付

（取り組み）
○対応方策を今後検討

○未償還金の償還等
○県と県社協との今後の償還事務等の方針決定（H18）

（ ）健康生活

（課題）③中小企業緊急災害復旧資金
○震災時に貸し付けた3,040億円のうち、約206億円が未償還

（取り組み）

○災害復旧資金の償還対策についての方針（借換貸付での対
応等 H16.12）に基づく未償還金の償還等

（ ）産業労働

（課題）④生活復興資金
○震災時に貸し付けた516億円のうち、99％が償還済みであり、
償還状況は良好

（取り組み）

○未償還金の償還等

（ ）まち復興

10．災害復興公営住宅の家賃問題

（課題）①各市における特別減免から一般減
○一般減免率における各事業主体間でのバラツキ免への移行

（取り組み）

○川西市、淡路市における震災特別減免終了者等に対する家
賃減額措置の創設

○現行特別減免の一般減免への順次移行（H18.10～）
○減免率のバラツキへの対応については、一般の低所得者対
策として対応

（まち復興）

11．被災市街地の震災特例税制の取扱
い

（課題）①震災特例住宅税制の優遇措置によ
○被災市街地復興土地区画整理事業等の施行地区内の優遇措置る支援
が平成２１年度に終了

（取り組み）
（まち復興） ○被災市街地復興土地区画整理事業等の状況により延長要望を

検討

12．県外居住被災者の帰県支援

（課題）①県営住宅優先入居者枠の確保等
○電話訪問による相談・情報提供及び県営住宅募集案内の送付
を希望する県外居住被災者登録世帯が282世帯、登録者の正確
な帰県の意向確認

（取り組み）
○県外居住被災者に対する公営住宅優先入居枠の確保
○電話訪問相談員による登録者への相談・情報提供や県営住宅

まち復興 募集案内の送付（ ）
○帰県意向の確認等による登録者の絞り込み
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項 目 課 題 及 び 取 組 方 向

（ ）（○：総括検証459提言項目等） 点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

13．住宅や公共施設の耐震化の推進等

（課題）①住宅の耐震化
○耐震診断の推進 ○地震による人的被害を防止又は減少させるための住宅耐震改
○新しい耐震改修工法の普及啓発 修に関する支援制度の充実

（取り組み）

○H18.4「ひょうご住宅マスタープラン」改訂
・民間住宅の耐震改修計画や改修工事への支援
・低コスト耐震改修工法の開発に向けた取り組みの推進

（ ）まち復興

（課題）②公共施設の耐震化
○地域住民が多数利用したり、災害発生時に被災者の救護、避
難所として重要な機能を担う公共施設の耐震化の推進

（取り組み）

○県有施設耐震化計画に基づく庁舎、警察、県営住宅、県立
学校等の耐震化の推進
・庁舎・警察等 43施設（～H22 、84施設（H23～H37））
・県営住宅 29施設（～H22 、50施設（H23～H37））
・県立学校 44校 （～H20)、89校 （H21～H25）

（ ）企画管理

14．被災自治体の震災関連地方債の償
還対策

（課題）①既発債（～11年度）の償還延長等
○被災市町の実情を踏まえた既発債の償還延長等の措置への
取り組み

（取り組み）
○償還延長もしくは実質的に同等の効果のある財政支援を国へ

企画管理 要望（ ）
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．復興の過程で生まれた先導的取り組みの定着・発展Ⅱ
今後の成熟社会を切り拓くための先導的取り組みの定着・発展）（

項 目 取 組 状 況 及 び 取 組 方 向
（ ）（○：総括検証459提言項目等） 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

（点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み）

１．まちの保健室の定着・発展 ≪まちの保健室の定着・発展≫
＜課題＞○被災地以外での支援策の拡充 ○まちの保健室の全県展開の推進（17年度末現在238か所→19年度

○まちの保健室の推進拠点となる機関 に県下で520か所開設を目標） ○平成21年度で、復興基金及び一般施策ともに補助が
の明確化とコーディネーターの設置 ○看護協会各支部に調整コーディネーターを設置 終了し、看護協会の自主事業となる。

○まちの保健室の全県展開に伴う現職 ○まちの保健室の全県拡大に伴い、より多くの看護職のマンパワ ○高齢者自立支援ひろばやまちの子育てひろば等か
を有する看護ボランティアの確保 ーの確保が課題 ら 「まちの保健室」開設等の要請が増加している、

○健康増進プログラムによる健康づく ○健康増進プログラムの活用、継続的な健康づくり支援 ため、当初計画に比べ多くのマンパワーが必要にな
。 、 、りの強化 っている また 現職の看護師等の展開であるため

活動資源には限界がある。
＜今後の取組方向＞
平成22年度以降の支援方法の検討○
開設目標（520か所）に向けた「まちの保健室」事○
業の推進
・ まちの保健室」事業の拡充「
・県下市町、関係団体等への情報提供を行い、各事
業とのタイアップを促進

・実施主体である看護協会に対する支援の実施
・有職者が活動に従事するための、交通費の支給や
保険の加入等に関する財源について検討

健康生活 （健康生活）（ ）

２．シルバーハウジング、コレクティブ ≪シルバーハウジング、コレクティブハウジング等の推
ハウジング等の推進 進≫

＜課題＞○震災を契機としたｺﾚｸﾃｨﾌﾞﾊｳｼﾞﾝｸﾞ等 ○民間コレクティブハウジング整備に対するアドバイザー派遣に
の新しい住まいづくりの推進 よる支援 （シルバーハウジング）

○「新しい住まい方」に係る調査研究 ○平成17年度末管理戸数は、40団地、2,072戸。シル
・協同居住空間を活用したｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰ ○災害復興公営住宅におけるシルバーハウジング、コレクティブ バーハウジングの新たな整備については、ＬＳＡ派
ﾑの導入やｹｱﾊｳｽへの転用 ・ハウジング等の取り組みを踏まえた新たな展開方策の検討 遣に係る財政負担が伴うため、市町の協力を得るの

・ｺﾐｭﾆﾃｨ形成型ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｼﾞﾝｸﾞ、多世 は困難な状況である。
代型ｺﾚｸﾃｨﾌﾞﾊｳｼﾞﾝｸﾞの実施 （コレクティブハウジング）

○県営コレクティブハウジング入居者の高齢化が著し
く、共同空間が有効に活用されていないなど、コミ
ュニティ機能が低下している。

○コミュニティを生活の根幹に据えた新しい住まい方
であるコレクティブハウジングを今後一層定着させ
ていくため、民間コレクティブハウジングの建設等
を計画しているグループに対する専門のアドバイザ
ーによる支援が必要である。

＜今後の取組方向＞
シルバーハウジングの推進○
・シルバーハウジングの有用性に関する市町への普
及啓発

県営コレクティブハウジングにおける多世代協同居○
住のモデル的実施
民間コレクティブハウジング建設に係る専門家派遣○
の継続

まち復興 （まち復興）（ ）

３．こころのケア対策の推進（兵庫県こ
ころのケアセンターにおける取り組

○震災や台風23号災害におけるトラウマやPTSD対策の蓄積み）
○センターにおける調査研究活動の推 →兵庫県こころのケアセンターにおけるトラウマ、ＰＴＳ
進 Ｄなど「こころのケア」に関する先駆的・実践的研究の

○こころのケアセンターの機能充実 推進

（ ）健康生活

４．心のケア担当教員の取り組みを継承
した教育相談体制の充実

○心のケアを必要とする児童生徒に関 ○心のケアを必要とする児童生徒に対する、スクールカウン
する学校と専門家、関係機関の連携 セラー等専門家及び関係機関との連携による相談・支援体
強化 制の充実・震災によるPTSD等、心に傷を受けた児童生徒の

○震災以外の事件・事故等により心の 理解とケアの充実
ケアを必要とする児童生徒への対応 ※心のケアを必要とする児童生徒が在籍するが少人数のた

○教職員のカウンセリングマインドの め心のケア担当教員が未配置の学校等については、スク
一層の向上 ールカウンセラーの全中学校への配置により、対象生徒

（ ）の心のケアに対応 18年度：心のケア担当教員16名配置
教育委員会 ○教職員のカウンセリングマインド研修等の開催（ ）

５．震災を機に広がった県民ボランタリ
ー活動の推進

○ひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰﾌﾟﾗｻﾞの地域づくり ○ひょうごボランタリープラザ（H14.6設置）による支援事業
活動全般の支援機能の強化 の実施

○活動の裾野の拡大と質の向上を支援 ○H18.4「平成１８年度ボランタリー活動元気アッププログラ
するひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ基金メニュー ム」策定
の拡充 ・ひょうごボランタリー基金を活用した、ボランティア

○団塊の世代等様々な県民が地域で活 グループ等による草の根活動からＮＰＯによる中間支
動できる機会と場の設置 援活動までの多様な助成メニューによる支援

・地域で活動する団体の協力を得て、地域づくり活動ミ
ニ体験の機会等を提供するボランタリー活動トライや
る事業の創設 等

（ ）県民政策

６．青少年の体験・交流の機会づくりの
推進

○子どもが自由な発想でのびのびと遊 ○子どもが自由な発想でのびのびと遊べる「子どもの冒険ひ
べる「子どもの冒険ひろば」の拡充 ろば」の展開（H18:280か所 、ひろばを支える人材の養成）

○若者が気軽に立ち寄り、仲間と交流 ○若者が気軽に立ち寄り、仲間と交流できる「若者ゆうゆう
できる「若者ゆうゆう広場」の拡充 広場」の展開（H18:40か所 、広場を支える人材の養成）

（ ）県民政策
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項 目 取 組 状 況 及 び 取 組 方 向
（ ）（○：総括検証459提言項目等） 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

（点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み）

７．文化を活かした個性ある地域づくり
○芸術文化センターや県立美術館によ
る創造・発信と施設運営への住民参 ○「芸術文化振興ビジョン（H16.5策定 」に基づく各種文化）
画 事業の実施

○活力や癒しにつながる公演等の鑑賞 ・兵庫県立芸術文化センターの運営
（ 、や地域文化活動への参加機会の拡充 音楽・演劇・舞踊等優れた舞台芸術を上演するほか

○被災地の文化活動を担う人材や団体 兵庫芸術文化センター管弦楽団によるアウトリーチ
が活動するしくみづくり 活動や青少年芸術体験事業「わくわくオーケストラ

○文化財を利用した地域づくりや人づ 教室」の実施など一般県民への普及活動の積極的な
くりの推進 実施）

・ひょうごアーティストサロンの運営
（新進・若手芸術家にアドバイスや情報、発表の機会
を提供することにより支援）

・地域の芸術文化活動の支援
（草の根の芸術文化活動を助成） 等

（県民政策、教育委員会）

８．男女が協働した取り組みや家族の絆
の再認識

○震災により再認識された男女が協働 ○H18.4「ひょうご男女共同参画プラン２１後期実施計画」策
した取組みや家族の絆を、今日の多 定
様な家族のあり方の中で尊重できる ○「ひょうご家庭応援施策検討委員会」を設置し 「家族の、
社会づくり 絆」の醸成等に向けた具体的な施策を検討

○震災で顕在化した男性中心のシステ
ムや性別による固定的な意識の解消

（ ）県民政策

９．コミュニティ・ビジネスなど新しい ≪コミュニティ・ビジネスなど新しい働き方への支援≫
働き方への支援 ＜課題＞

○コミュニティ・ビジネスを中心とし ○生きがいしごとサポートセンターによるコミュニティ・ビ ○団塊世代退職者のコミュニティビジネスへの参画や
た地域密着型事業の創造・普及と地 ジネス等生きがいしごとへの就労支援 相談件数：2,000件 ボランティアなど、多様な働き方の支援を強化して（ ）
域毎のしごと情報の提供 ○コミュニティ・ビジネス創出・育成支援事業等によるコミ いく必要がある。

ュニティ・ビジネスの立ち上げ支援（雇用創出：2,400人） ○地域福祉の向上のためにも、コミュニティビジネス
の健全育成、定着支援が求められる。

＜今後の取組方向＞
シニア生きがいしごとサポートセンターの強化○
生きがいしごとサポートセンターの拡大・機能強化○

（産業労働） （産業労働）

10．ひょうご・しごと情報広場等による
雇用就業対策の推進

①ひょうご・しごと情報広場、地域
労働相談・しごと情報広場の運営
○若年層の職業意識醸成、職業能 ○ひょうご・しごと情報広場等によるきめ細かなワンストッ
力開発等､就職促進策の検討 プの就職支援、職業能力開発等の相談、情報提供

（ひょうご・しごと情報広場相談件数：5,510人）

（産業労働）

②シニアしごと倶楽部等による中高
年のしごとへの支援

（ ）、○シルバー人材センター等を活用 ○中高年被災者の就業を支援するしごと開発事業 H9～H13
した就業機会の提供による生き 被災者就業支援事業（H14～H16）の実施
がいづくり支援 →シニアしごと倶楽部による中高年層の再就職支援

（相談者数：600人）
シルバー人材センターによる生きがい就業機会の創出
（就業支援：45,000人）

（産業労働）

11．震災ツーリズム等地域の特色を生か
したツーリズム振興

○人と防災未来センター、復興モニュ ○H18.4｢ひょうごツーリズムビジョン後期行動プログラム｣策
メント等を核にした震災ツーリズム 定
の推進 ・ ひょうご」の観光地の活性化支援、ファッションイ「

○神戸コレクションを核としたファッ ベントの 拡充、神戸ルミナリエの開催、人と防災未
ションイベントの推進 来センターの活用等

・神戸コレクションを核としたファッションイベントの
開催支援

・ケミカルシューズや真珠、洋菓子、灘五郷、皮革など
兵庫県、神戸市を代表する産業、企業の各種イベント
への参画による地場産業からの情報発信

（企画管理、産業労働、神戸県民局）

12．被災地における新都市づくり

①潮芦屋の整備推進
○ユニバーサルデザインを基本と
した安全・安心なまちづくり ○「南芦屋浜地区土地利用基本計画（H8.1策定 」に基づく）

事業推進
・潮芦屋におけるユニバーサルデザインを基本とした安
全・安心なまちづくり、ウォーターフロントを活かし
た魅力あるまちづくりの推進

（企業庁）

②尼崎21世紀の森の推進
○21世紀の都市再生モデルとして
の整備推進 ○「尼崎21世紀の森構想（H14.3策定 」に基づく事業推進）

・２１世紀の都市再生のモデルとなる「尼崎２１世紀の
森」づくりに向けた尼崎の森中央緑地の整備（H18.5
一部供用開始 、水辺環境の再生の促進）

（県土整備）

③明舞団地等オールドニュータウン
○「明舞団地再生計画（H16.3策定）に基づく事業推進の再生

○高齢化や住宅の老朽化が進んで ・被災地のオールドニュータウン再生のモデルとなるよ
いる明舞団地をモデルとしたオ うな取り組みの展開
ールドニュータウンの再生 ・若年世帯と高齢世帯との円滑な住み替えの枠組みづく

り
○明舞団地再生コンペの実施（H18.8）

（まち復興）
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．震災の経験と教訓の継承・発信Ⅲ
今後の大規模災害に備えた減災・復興の取り組みの推進）（

項 目 取 組 状 況 及 び 取 組 方 向
（ ）（○：総括検証459提言項目等） 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

（点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み）

○「１．１７は忘れない」をテーマに、震災の経験と教訓を継承１ 「1.17は忘れない」ための取り組み．
・発信する「ひょうご安全の日」の取り組みの推進（1.17ひょ（ひょう安全の日）の推進

○ひょうご安全の日の制定等「1.17は うご安全の日のつどい、1.17防災未来賞等）
（ ）忘れない」ための取り組み ＊18年度からひょうご震災記念21世紀研究機構の基金を活用

（企画管理）

２．自助、公助、共助が一体となった住
宅再建への支援

①被災者生活再建支援制度 支援法 ≪被災者生活再建支援制度（支援法）の充実≫（ ） ○被災者生活再建支援法の改善に向けた取り組みの推進（居住安
の充実 ＜課題＞定支援制度の改善、法適用基準の見直し、年収・年齢要件の見
○法の見直し（Ｈ20年）に向けた 直し、住宅再建支援の総合的な見直し） ○国は、私有財産の形成に資する支援措置は認められ
居住安定支援制度等の改善 ないとしており 「あくまでも住宅本体には広げな、

い」という考え方を一貫して崩していない。
○各都道府県でも、制度見直し内容や追加拠出金の考
え方が様々であり、これらの合意形成は難航が予想
される。

＜今後の取組方向＞
被災者生活再建支援法見直し（H20年）に向けて、○
全国知事会等と連携した制度改善に向けた取り組み
の推進
（本県の支援法見直し案）

・建築本体経費を対象
・小規模災害を対象
・年収・年齢要件の緩和
・全壊世帯による補修を対象
・法体系の総合的見直し

（まち復興） （まち復興）

②住宅再建共済制度の推進【新規】 ≪住宅再建共済制度の全国展開≫○兵庫県住宅再建共済制度の一層の加入促進（H18.8末 5.1％）
＜課題＞○支援法の見直しをにらんだ全国 ○本県の住宅再建共済制度をモデルとした全国制度創設に向けた

展開の早期の検討 検討 ○全国における今後の被害想定を本県が行うことにつ
いては限界があるが、全国制度創設を求めるために
、 。は 可能な範囲でシミュレーションする必要がある

＜今後の取組方向＞
全国知事会と連携した全国制度化の推進○

（まち復興） （まち復興）

③地震保険制度の改善
○附帯契約要件の撤廃等

○地震保険料の改定（本県は最大52%引き下げ）
○附帯要件の撤廃等の国要望

（まち復興）

３．防災対策の計画的推進 ≪防災対策の計画的推進≫○東南海・南海地震対策
＜課題＞○防災戦略（アクションプログラム） ・東南海・南海地震発生時の応急活動体制の具体化（応急対策

の策定 活動要領の作成 市町津波災害対応マニュアルの作成支援等 ○地震や風水害等による大きな被害に備え、防災対策、 ）
○震災復興計画策定ガイドラインの作 ・市町における津波防災訓練の実施など津波災害対策の充実 に係る達成目標の設定に努め、効率的かつ戦略的な
成 ・実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）を活用し 施策展開を図る必要がある。

＜今後の取組方向＞た長周期地震動に関する調査研究
○防災対策の計画的な推進方策の検討○防災研修・訓練の実施

・庁内全部局を対象とした災害対策本部設置運営訓練を年３回
実施（17年度）

○「復興準備計画」の検討
・県地域防災計画の中に災害復興計画が盛り込まれているが、

（企画管理） より具体の計画作成は今後の検討課題 （企画管理）

４．災害時における情報発信の充実
○被害の全体像を早期に把握するしく
みの構築 ○フェニックス防災システムの運用

○平常時からの複数の情報伝達経路の ○ひょうご防災ネット（H17.4構築）の運用
確保 ○消防防災ヘリコプターテレビ電送システムの構築（H18）

・防災行政無線、衛星通信システム、フェニックス防災
システムのほか、ひょうご防災ネットによる災害情報
等の携帯電話メール機能を利用した情報発信の運用、
市町が発する避難情報を放送事業者から住民へ伝える
情報伝達体制の確立

（企画管理）

５．防災に係る専門人材の養成

○家屋被害認定士の養成研修の実施等①家屋被害認定士の養成
○認定士の養成・研修等 ○家屋被害認定士の養成

・３年間（Ｈ17～19）で360人程度を養成
（企画管理） ○家屋被害認定士等の市町間における災害時相互応援体制の整備

○被災建築物応急危険度判定士の人材養成（H17～20 2,500人）②被災建築物応急危険度判定制度の
、推進 ○県応急危険度判定協議会による判定士の研修や連絡体制の整備

○判定士の養成・研修、判定資機 判定資機材の備蓄
材の備蓄

（まち復興）

６．自主防災組織の活性化
○活性化に向けた活動事例の紹介、参
加型災害図上訓練の普及 ○自主防災組織の育成支援等（組織率95.1% 全国４位）

・地域住民が取り組みやすく、自分たちの地域を知る一
助となる「参加型災害図上訓練」の普及啓発

・自主防災活動啓発資料や事例集の配布による先進的な
自主防災組織の活動事例の紹介

・自主防災組織の研修会や訓練に「ひょうご防災リーダ
ー講座」修了生などのコーディネーターを派遣

（企画管理）
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項 目 取 組 状 況 及 び 取 組 方 向
（ ）（○：総括検証459提言項目等） 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

（点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み）

７．災害ボランティアへの活動支援 ≪災害ボランティアへの活動支援≫
＜課題＞○災害ボランティア活動支援指針の改

訂 ○「災害ボランティア活動支援指針」改訂（H18予定） ○災害時に各関係機関の機能が効果的に発揮できるよ
○災害ボランティアセンター立ち上げ ・ひょうごボランタリープラザが中心となった災害救援 うに、平常時からボランティアネットワークを構築
訓練の実施 ボランティア支援関係機関の役割・機能の明確化、相 する必要がある。

○災害救援ボランティアのネットワー 互ネットワークの強化 ○市町ならびに市町社協ボランティアセンターが災害
クの強化 ・災害ボランティアセンター立ち上げ訓練の実施 時に果たす役割・機能を明確にする必要がある。

○災害発生時の市町ボランティアセン ・災害救援ボランティアのネットワークの強化 ○災害救援専門ボランティア制度の機能を高めるた
ターの機能強化支援 ・災害発生時の市町ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの機能強化支援 め、登録分野や派遣方法のあり方等について見直す

必要がある。
＜今後の取組方向＞
市町における災害ボランティアネットワークの構築○
県域における平常時からの災害救援ボランティアネ○
ットワークの強化
災害発生時に対応できるよう、市町社協ボランティ○
アセンターの機能強化支援
災害救援専門ボランティア制度の見直し○

（ 、 ）（県民政策、企画管理） 県民政策 企画管理

８．災害時における警察活動の推進
○都市型駐在所の設置・運用
○災害モニター及び災害時等警察活動 ○都市型駐在所の設置・運用
協力員との連携 ・12年に復興住宅３箇所（ＨＡＴ神戸灘の浜、キャナルタ

ウン、南芦屋浜）に、都市型駐在所を設置
・駐在所勤務員が被災者を含めた住民と生活しながら、高
齢者等の立寄りや相談を受けるなどの支援を実施、住民
の視点に立った地域安全対策を推進し、地域住民の安心
感を醸成

○災害モニターの委嘱
・災害発生時における被害状況等を早期に把握し、迅速か
つ効率的な災害警備活動に資するため、モニターを委嘱
（354名）

○災害時等警察活動協力員の委嘱
・大規模災害時等において警察活動に対する協力を得るた
め、兵庫県警友会員の中から委嘱（650名）

（警察本部）

９．災害救急医療の取り組み
○医療救護班の強化 ○災害救急医療システム（H15.4構築）による災害救急医療の
○災害救護医療に係る調査研究、教育 取り組みの実施
・研修、人材育成 ○兵庫県版ＤＭＡＴの体制整備（H18）

・12の災害拠点病院に全国版ＤＭＡＴに準じた装備を整備
等

○兵庫県災害医療センターを核とした災害救急医療の取り組
み、災害医療技術の習得・向上に向けた災害派遣医療チー
ム（西日本地区ＤＭＡＴ）研修

（健康生活）

10．災害時要援護者への支援 ≪災害時要援護者への支援≫
＜課題＞○聴覚障害者等を対象とする緊急情報

発信システムの構築 ○「災害弱者支援指針」改訂（H18予定） ○平成16年台風第23号では、死者の半数を高齢者が占
○要援護者に対する防災教育・防災訓 ・災害時要援護者の地域支援体制の確立等 めており、各市町における災害時要援護者支援マニ
練の実施、避難場所・方法等の周知 ○聴覚障害者への緊急情報発信システム ュアルの整備や実効性ある体制づくりが必要であ

○要援護者情報に係る開示システムや ・県立聴覚障害者情報センターを中心に、聴覚障害者とそ る。
要援護者台帳の整備 の支援者を対象とする災害等の緊急時における情報発信 ○聴覚障害者緊急時情報発信システムの登録者は510

システムを構築（18年１月から運用開始 、今後 「ひょ 人（H18.9末）であり、システムの周知、登録者の） 、
うご防災ネット」の普及と併せて、登録者を拡大 拡大を図る必要がある。

○重症難病在宅療養者対策 ○難病患者については、患者毎のより具体的な災害対
・重症難病在宅療養者への訪問指導の中で、災害に備えて 応マニュアルの作成や、市町と連携した防災教育・
準備しておくものや災害時の対応等について防災教育を 避難訓練の推進が必要である。

＜今後の取組方向＞実施
市町における災害時要援護者支援の推進・患者の個別災害対応マニュアルを作成し、医療機関や市 ○
聴覚障害者対策の推進町と連携して、患者の避難訓練を実施 ○
・県内の聴覚障害者約17,000人の約１割にあたる
1,760人の登録（平成22年度の目標値、県聴覚障
害者協会と連携した目標の前倒し）

難病患者対策の推進○
・市町、関係団体と連携した在宅人工呼吸器装着難
病患者ごとの個別災害対応マニュアルの早期作成

・市町、医療機関関係者と連携した避難訓練の実施
企画管理 健康生活 （企画管理、健康生活）（ 、 ）

○他府県等との相互応援協定の締結の働きかけ等11．災害時の広域避難者への支援
○全国自治体と連携した広域避難者の
所在把握の仕組みの構築

○広域避難者を想定した、全国均一な
支援方策の準備

（企画管理）

12．新たな防災教育と学校防災体制の
充実

①「兵庫の防災教育」の推進
○震災体験を活かした防災教育の
一層の推進 ○「1.17は忘れない」学習資料等を活用した全地区での防災

○県立舞子高校環境防災科におけ 教育研修会の実施など防災教育の推進
る教育活動の充実 ○学識経験者や防災部局、市町教育委員会、学校関係者をメ

○地域と連携し、安心・安全の核 ンバーとする防災教育推進連絡会議を年２回開催
となるような学校防災体制の ○県立舞子高校環境防災科における外部講師による授業、校
充実 外学習、国際交流や小学校との交流等

○津波・風水害等地震以外の自然災害にも対応した「学校防
災マニュアル（改訂版 （18年3月作成）を活用した学校）」
防災体制の充実

（教育委員会）

②震災・学校支援チーム（EARTH）の
取り組みの推進
○地域・学校におけるEARTHの位置 ○12年発足以降、新潟中越地震、スマトラ沖地震等の被災地
づけと学校防災体制の充実 の児童生徒や教職員への支援活動、講演等による震災の語

○訓練・研修会の充実によるEARTH り継ぎなど県内外の防災教育の推進に貢献
の専門的力量の向上 ○震災・学校支援チーム運営委員会の設置、被災地への派遣

及び訓練・研修等について協議
○「EARTHハンドブック」の作成、訓練・研修や派遣時に活用

（教育委員会）
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項 目 取 組 状 況 及 び 取 組 方 向
（ ）（○：総括検証459提言項目等） 19年度に向けて施策化等に取り組むべき項目及び方向 案

（点線内は一般施策としての定着・発展等が進んでいる取り組み）

13．人と防災未来センターの積極的な活
用

○大規模災害時の専門家派遣、人材養 ○人と防災未来センターの運営（⑰来館者531,485人）
成、防災教育 ○大規模災害発生時における災害被災地への専門家派遣（ス

マトラ等 、人材育成、防災教育の充実、情報発信機能の）
強化、集客対策（リピーター確保）

（企画管理）

14．国際防災・人道支援拠点の形成の
推進

○国連防災世界会議を踏まえた今後の
国際防災協力の推進（実施中）

①国際防災復興協力機構（ＩＲＰ）
への運営支援
○被災地のニーズを踏まえた的確 ○国際防災復興協力機構（ＩＲＰ H17.5設置）が国際レベル
な海外支援 での復興支援を実施していくための国内外への周知、防災

○国際協調活動による被災地への 関係機関のネットワークの強化
支援 ○国内外被災地の専門家派遣（パキスタン等）

（企画管理）

②国際防災・人道支援協議会に対す
る支援
○国際防災協力の情報共有や共同 ○防災、環境、保健、医療等に関する15機関が連携した「国
研究 際防災・人道支援協議会」による国際防災協力の情報共有

や共同研究の推進（H19.1 フォーラム開催 等）

（企画管理）

15．国際的な防災研修専門機関の整備 ≪国際的な防災研修専門機関の整備≫○国際協力機構（ＪＩＣＡ）と連携した国際的な防災研修専門機
＜課題＞○組織、事業等の検討（19年度開設目 関の整備に向けた取り組み

途） ○ＪＩＣＡとの間で基本方向の合意がなされた「国際
防災研修センター（仮称 （ＪＩＣＡ兵庫）につ）」

、 （ 、 、いて 本県からの支援内容等 人的支援 共同研究
研修コース等）を調整・具体化する必要がある。

＜今後の取組方向＞
事業内容、役割分担等のＪＩＣＡとの協議調整○

（企画管理） （企画管理）

16．三木総合防災公園、地域防災公園等
の整備

○災害時は広域防災拠点ともなる県立 ○H18.3「兵庫県立都市公園の整備・管理運営の基本方針」策
三木総合防災公園の整備 定

・県立三木総合防災公園の整備推進（災害時は隣接の県
立広域防災センターと一体となって全県域の広域防災
拠点、平常時は県民のスポーツ・レクリエーション拠
点として整備

・広域避難地、一時避難地となる都市公園（地域防災公
園）の整備推進

（まち復興）

17．大阪湾岸道路西伸部の推進
○六甲アイランド～名谷ＪＣＴの早期
事業化 ○都市計画決定のなされていない六甲アイランド～駒ヶ林南

間の環境影響評価及び都市計画決定手続きを実施中
（県土整備）

18．六甲山「水と緑の回廊」構想の推進

①六甲山系グリーンベルト整備事業
の実施
○表六甲山麓を土砂災害から守る ○「六甲山系グリーンベルト整備基本方針（H8.3策定 」に）
防災樹林帯の整備 基づく事業推進

・表六甲山麓の市街地に直接面する斜面を「防砂の施
設」として都市計画決定、国・県が実施主体となっ
て、防災樹林帯の整備など総合的・面的な砂防事業を
推進（Ｈ18末進捗率58％）

（ ）県土整備

[中長期的課②阪神疏水構想の推進
題]
○河川、公園、緑地等の施設が連 ○中長期的課題
携する水と緑のネットワーク整 ・現時点では阪神疏水に係る水源確保の見通しが立ってい
備 ない

・国では水源確保の見通しが立った段階で、阪神疏水検討
協議会（近畿地方整備局長、兵庫県知事、関係４市長）
において事業評価や実現性について検討する予定

・県においても、国の動向（水源確保の見通し等）を見な
がら対応

（県土整備）

19．災害時における食料の安定供給等
○減災に資するため池の管理体制の構
築 ○H18.3「ひょうご農林水産ビジョン2015」策定

○緊急時における生産物供給対策や市 ・決壊すれば甚大な被害が発生するおそれのあるため池に
場流通機能の強化 ついて、市町による管理の取り組み

○山地災害対策の強化や災害に強い漁 ・県地域防災計画に基づく緊急時の生産物の円滑な供給や
港・漁村づくり 卸の集荷力、卸・仲卸の連携、仲卸の販売力の強化等に

○危機管理の視点に立った都市と農山 よる市場流通機能の強化
漁村の交流の推進 ・災害発生時における漁港・ため池の浸水想定・予測区域

図及び山地の土砂災害警戒区域図に、避難情報を加えた
ＣＧハザードマップを作成し、防災意識の向上、減災対
策を図るとともに、県防災計画に基づく防災資機材等の
整備を促進

・都市農村交流連携促進事業等による危機管理の視点に立
った都市と農山漁村の交流の推進

（農林水産）

○知事の裁量幅の拡大や災害救助のあり方の見直しについて国に20．災害救助法に基づく救助の見直し等
○災害救助法の適用に係る知事の裁量 要望
の拡大や災害救助のあり方の見直し ○県内自治体間での防災体制や資機材の規格等の標準化を検討す

○防災に係る基本的事項の共有化・標 るとともに、全国的な取り組みを国に要望
準化

（企画管理）



参考１
ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題の洗い出し

【庁内での残された個別課題等の整理】 １．ﾎﾟｽﾄ復興10年におけるﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ課題

残された個別課題への対応【459提言】 Ⅰ．
(1)残された個別課題への対応

32課題
30項目28課題 ＋ 38課題 ＝ 66課題

復興の過程で生まれた先導的(2)先導的取り組みの定着・発 ．Ⅱ
取り組みの定着・発展展

37課題 その他の新たな課題
14項目（地域包括支援ｾﾝﾀｰと高 19課題 ＋ 61課題 ＝ 80課題

齢者自立支援ひろばの計 69課題
震災の経験と教訓の継承・発信連携等） Ⅲ．

５課題

26項目27課題 ＋ 111課題 ＝138課題

71項目74課題 ＋ 210課題 ＝284課題 計
【459提言】

(3)復興10年総括検証459提言のﾌｫﾛｰ

○一般施策として対応すべき課題等①総括検証（51課題）
（復興施策としてではなく､基本的には､一般施策と②健康福祉（93課題）
して対応すべき課題(「共生社会の実現」など包括③社会・文化（74課題）
的な提言を含む ）④産業雇用（60課題） ）
中小企業の経営革新・第二創業の一層の推進、外⑤防災（45課題） ・
国人コミュニティの自立支援等⑥まちづくり（136課題）

220課題
459課題

○中長期的な研究課題
（直ちに施策化を検討するのではなく、震災記念21
紀研究機構等での中長期的な研究が必要な課題）
復興の制度的保障（復興基本法） 等・

29課題

533課題 533課題計 計



提 言 内 容 提 言 項 目

○ポスト復興10年においてフォローすべき課題　（210課題）

Ⅰ　残された個別課題への対応　（38課題）

Ⅰ　１．①　復興施策と一般施策が連携した高齢者の見守り　（８項目）

○現行のSCS（高齢世帯生活援助員）制度に代わる公的な支援者による
　見守りの継続
○LSA（生活援助員）制度の弾力的な運用についての国に対する継続的
　な要望
○既存の地域の見守り資源（民生委員、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、老人ｸﾗﾌﾞ、NPO等）
　の充実

○公的な見守り支援体制の継続等

○ｶﾞｽﾒｰﾀｰ方式を活用した見守り体制の整備 ○既存の緊急通報ｼｽﾃﾑの活用
○ITを活用した相互方向性がある新たな見守りｼｽﾃﾑの検討 ○ＩＴ等を利用した新たな見守り

　体制の整備
○地域を包括的に見守る拠点づくり ○地域を包括的に見守る拠点づくり
○見守りを要する人たちの情報集約 ○見守りを要する人たちの情報集

　約
○地域見守り資源のﾈｯﾄﾜｰｸ化 ○地域見守り資源のﾈｯﾄﾜｰｸ化
○NPOやｺﾐｭﾆﾃｨ・ﾋﾞｼﾞﾈｽの立ち上げ等への支援 ○NPOやｺﾐｭﾆﾃｨ・ﾋﾞｼﾞﾈｽの立ち上

　げ等への支援
○見守りﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟの育成支援 ○見守りﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟの育成支

　援

Ⅰ　２．①　災害復興公営住宅等における自治会等の地域活動の崩壊対策　（２項目）

○SCS、LSA、いきいき県住推進員等の公的支援者の交流・研修会の地
　域単位での開催
○共同生活上のﾙｰﾙを守らないなどﾄﾗﾌﾞﾙの多い入居者に対する対応に
　ついて、公的支援者等が自治会役員をﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟする体制の整備
○「ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾎﾟｰﾄ支援事業」の一環として、住民と自治会役員間の
　ﾄﾗﾌﾞﾙ対応について、SCSが役員をﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟする業務の追加
○いきいき県住推進員の住民自治組織化のﾉｳﾊｳをSCSのｺﾐｭﾆﾃｨづくり
　活動に継承できるような応援体制づくり
○災害復興公営住宅高齢者元気ｱｯﾌﾟ支援事業の継続

○公的支援者、専門職員、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
　による支援の充実

○ｺﾐｭﾆﾃｨ形成支援方策の体系化と推進
○管理面やｺﾐｭﾆﾃｨ面で課題解決のため、ｿｰｼｬﾙﾐｯｸｽの推進

○公営住宅におけるｺﾐｭﾆﾃｨ形成支
　援

Ⅰ　２．②　単身高齢者対策　（３項目）

○高齢者の孤立化を予防し交流の促進を図る生きがい交流事業の継続、
　強化

○高齢者の孤立化を予防し交流の
　促進を図る生きがい交流事業の
　継続、強化

○自治会活動と連携した近隣への関心を向ける声かけ ○自治会活動と連携した近隣への
　関心を向ける声かけ

○小規模団地や民間借上団地入居者等における住民相互の交流支援
○複数の復興公営住宅団地役員の交流会・相談会の開催

○住民・自治会相互の交流会、相
　談会への支援の充実

Ⅰ　２．③　公営住宅の高齢化対策　（２項目）

○災害復興公営住宅への若い世代の計画的な入居、ｺﾐｭﾆﾃｨの活性化、
　地域見守り体制の強化

○災害復興住宅に対する若年層の
　優先入居

○住宅交換制度、若年世帯の優先入居制度等による居住者構成の再編
　の促進

○住宅交換制度等の活用による
　「混住(ﾐｯｸｽﾄｺﾐｭﾆﾃｨ)」の促進

Ⅰ　３．　　高齢者に優しい環境づくり　（３項目）

○ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの意義などの普及啓発の推進 ○ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの意義などの普
　及啓発の推進

○公共施設の積極的・計画的なﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化の推進 ○公共施設の積極的・計画的なﾊﾞﾘ
　ｱﾌﾘｰ化の推進

○民間施設のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ整備に対する財政的支援の充実 ○民間施設のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ整備に対する
　財政的支援の充実

Ⅰ　４．　　高齢者の生きがいづくりのための能力向上、社会参加の支援　（１項目）

○生きがい支援事業を通して育成されてきたﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟへの支援 ○生きがい支援事業を通して育成
　されてきたﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟへの
　支援

復興10年総括検証459提言のフォロー
資料３資料３資料３参考２
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Ⅰ　５．②　まちづくり協議会を核としたまちづくり　（９項目）

○緊急時の専門家派遣制度の充実 ○緊急時の専門家派遣制度の充実
○緊急初動段階でのまちづくり専門家の確保、育成 ○緊急初動段階でのまちづくり専

　門家の確保、育成
○まちづくりを支援する専門家ﾈｯﾄﾜｰｸの構築 ○まちづくりを支援する専門家ﾈｯﾄ

　ﾜｰｸの構築
○地域住民による地域の将来像(ﾋﾞｼﾞｮﾝ)の共有の推進 ○地域住民による地域の将来像(ﾋﾞ

　ｼﾞｮﾝ)の共有の推進
○まちづくり計画策定への住民の参画の促進、情報公開の徹底 ○まちづくり計画策定への住民の

　参画の促進、情報公開の徹底
○まちづくり協議会等の多様な主体の自律・継続した活動展開 ○まちづくり協議会等の多様な主

　体の自律・継続した活動展開
○まちづくり協議会等の多様な主体を連携するﾈｯﾄﾜｰｸの構築 ○まちづくり協議会等の多様な主

　体を連携するﾈｯﾄﾜｰｸの構築
○まちづくりｾﾝﾀｰにおける活動支援の充実強化 ○まちづくりｾﾝﾀｰにおける活動支

　援の充実強化
○住民主体のまちづくりを進めるための、専門家を早期にかつ適材適
　所に派遣する制度

○専門家の早期派遣

Ⅰ　６．　　商店街によるまちのにぎわい創出　（４項目）

○地域回帰（地域ｺﾐｭﾆﾃｨに必要とされる社会的機能の復活）を支援す
　る商店街・小売市場等への財政的支援の強化
○地域への貢献による商店街・小売市場と地域との連携促進
○まちづくり会計による商店街と地域との関係性の向上ｼｽﾃﾑ

○商店街の地域社会への回帰

○小売市場の消費者ﾆｰｽﾞに対応した共同店舗化の促進
○共同店舗の共同仕入等による二次活性化の促進

○小売市場の競争力向上

○先進的商業者、社会起業家の発掘・育成とﾈｯﾄﾜｰｸ化の促進
○商業者の意識改革、若手人材の育成

○商業人材の育成

○新陳代謝や集客核整備による商店街・小売市場の活性化
○意欲ある商店街・小売市場への支援強化と幅広い店舗の参画と協働
○ｿﾌﾄ面での事業支援と特色ある個店づくり支援の充実

○現代商店街・小売市場が抱える
　構造的課題の克服

Ⅰ　７．①　残存空地の活用　（１項目）

○残存空地の有効活用の推進 ○残存空地の有効活用の推進

Ⅰ　７．②　地域景観の形成支援　（１項目）

○景観形成支援事業による景観ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣制度の推進 ○景観形成支援事業による景観ｱﾄﾞ
　ﾊﾞｲｻﾞｰ派遣制度の推進

Ⅰ　９．③　中小企業緊急災害復旧資金　（１項目）

○緊急災害復旧資金の円滑な償還対策 ○緊急災害復旧資金の円滑な償還
　対策

Ⅰ　13．①　住宅の耐震化　（３項目）

○耐震診断の推進（わが家の耐震改修促進事業の制度拡充） ○耐震診断の推進（わが家の耐震
　改修促進事業の制度拡充）

○個人住宅の耐震改修効果の明確化
○震災前の耐震改修への助成により、震災後の公的費用を軽減

○耐震改修の費用対効果を考慮し
　た取り組み

○HP、Eﾒｰﾙ等による情報発信 ○新しい耐震改修工法の普及啓発

- 2 -



Ⅱ　復興の過程で生まれた先導的取り組みの定着・発展　（61課題）

Ⅱ　１．　　まちの保健室の定着・発展　（４項目）

○まちの保健室を被災地以外にも拡大するためのしくみづくり ○まちの保健室を被災地以外にも
　拡大するためのしくみづくり

○看護ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動への大学等からの後方支援の有用性 ○看護ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動への大学等から
　の後方支援の有用性

○現職を有するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の限界と可能性 ○現職を有するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の限界
　と可能性

○推進拠点となる機関の明確化とｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの設置 ○推進拠点となる機関の明確化と
　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの設置

Ⅱ　２．　　シルバーハウジング、コレクティブハウジング等の推進　（６項目）

○LSAによる支援の効率性と有効性を踏まえた高齢者居住支援ｼｽﾃﾑの
　一般化
○公営住宅を活用した地域における高齢者居住支援のﾓﾃﾞﾙの検討
○ｿｰｼｬﾙｻｰﾋﾞｽと複合したｸﾞﾙｰﾌﾟﾘﾋﾞﾝｸﾞなどの居住形態の促進

○高齢者居住支援ｼｽﾃﾑの確立と
　居住形態の多様化

○災害復興ｺﾚｸﾃｨﾌﾞ・ﾊｳｼﾞﾝｸﾞの高齢者の安定居住ﾓﾃﾞﾙとしての施策実施 ○災害復興ｺﾚｸﾃｨﾌﾞ・ﾊｳｼﾞﾝｸﾞの高
　齢者の安定居住ﾓﾃﾞﾙとしての施
　策実施

○「新しい住まい方」に係る調査研究－施策－実施・運営－検証－
　改善のｼｽﾃﾑ化

○「新しい住まい方」に係る調査
　研究－施策－実施・運営－検証
　－改善のｼｽﾃﾑ化

○LSAの役割をｺﾐｭﾆﾃｨ支援に拡大、地域福祉やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとの更なる連携
○協同居住空間の一部を居住者との協同運営という形で地域に開放
○住宅の管理・運営の民間事業者への委託
○10団地のｽﾄｯｸを活用した相互の運営交流
○団地間・他の公営住宅への住替制度の導入

○ｺﾐｭﾆﾃｨ形成型の次世代ｼﾙﾊﾞｰﾊｳ
　ｼﾞﾝｸﾞのﾓﾃﾞﾙとしての再生

○協同居住空間を活用したｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの導入やｹｱﾊｳｽへの転用 ○協同居住空間を活用したｸﾞﾙｰﾌﾟ
　ﾎｰﾑの導入やｹｱﾊｳｽへの転用

○入居資格、募集方法、住宅運営など現行公営住宅の枠組の再検討
○今後の公的住宅における本格的ｺﾚｸﾃｨﾌﾞﾊｳｼﾞﾝｸﾞの可能性の提示
○居住者参加による協同居住空間の共用居室（ｺﾓﾝﾙｰﾑ）化

○本格的な多世代型ｺﾚｸﾃｨﾌﾞﾊｳｼﾞﾝ
　ｸﾞの公的ﾓﾃﾞﾙの実施

Ⅱ　３．　　こころのケア対策の推進（兵庫県こころのケアセンターにおける取り組み）　（４項目）

○事前に精神科以外の医療・保健・福祉のｽﾀｯﾌに対し、こころのｹｱに
　ついての情報提供、教育訓練

○通常の精神保健福祉体制へのこ
　ころのｹｱの取り込み

○全体をｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄする組織へのこころのｹｱの専門家の組み込み
○（通常規模災害時）地域保健体制の中に復興期のこころのｹｱ対策の
　組み込み
○心理的な問題を抱える被災者に対する効果的なｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞの実施
○（大規模災害時）専門のﾏﾝﾊﾟﾜｰや組織化するための施策
○（大規模災害時）こころのｹｱ専門職、地域保健専門職等の支援者へ
　の支援
○重症者に対する長期関与ｼｽﾃﾑの整備

○災害発生時の体制整備

○ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ以外の職員のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの拡充
○全国の災害等で支援できるｽﾀｯﾌの育成
○災害のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する情報提供のｼｽﾃﾑ化

○兵庫県こころのｹｱｾﾝﾀｰの機能充
　実

○災害のみならず、災害後の事件、事故等に関する社会心理学的な分
　析研究
○震災10年を経過した被災者の心的問題の大規模調査
○被災者が抱える長期的問題の調査研究

○兵庫県こころのｹｱｾﾝﾀｰの実施す
　べき研究

Ⅱ　４．　　心のケア担当教員の取り組みを継承した教育相談体制の充実　（５項目）

○震災後、教育復興担当教員が行ってきた心のｹｱの取組を継承、広
　げることにより、教育相談活動の充実を図り、児童生徒の心のｹｱに
　対応

○教育復興担当教員の取組を継承
　した教育相談体制の充実

○震災以外の事件・事故等により心のｹｱを必要とする児童生徒への対応 ○震災以外の事件・事故等により
　心のｹｱを必要とする児童生徒へ
　の対応

○教職員のｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞﾏｲﾝﾄﾞの一層の向上 ○教職員のｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞﾏｲﾝﾄﾞの一層
　の向上

○児童生徒自身に、日常的なｽﾄﾚｽに対応する方法を身に付けさせるた
　め、教職員の研修を行い、指導力の向上を図る

○児童生徒のｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄにかか
　る教職員の指導力の向上

○児童生徒の心のｹｱに迅速に対応するために学校とｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰや臨床
　心理士、医療機関などの専門家、関係機関との一層の連携

○心のｹｱを必要とする児童生徒へ
　の対応に関する学校と専門家、
　関係機関等との連携強化

Ⅱ　５．　　震災を機に広がった県民ボランタリー活動の推進　（13項目）
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○NPO/NGOの立ち上げや自立のための資金や活動拠点の提供
○NPO/NGOのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄや人材育成といった組織強化のための支援
○NPO/NGOに優秀な人材を引きつけるようにするための環境整備
○市民へのNPO/NGOの団体活動情報の積極的な提供と共有の促進
○NPO/NGOに早い段階で積極的に情報提供し、施策・事業内容を協働
　して作り上げていく取り組みへの支援

○NPO/NGOが育ちやすくする社会
　ｼｽﾃﾑの構築

○中間支援組織等を通じて間接的に支援したが効率的、効果的な分野
　について、積極的な役割分担の推進

○中間支援組織との役割分担

○被災地における住民の主体的な取り組みを、震災復興の一時的な取
　り組みに終わらせず、地域社会の一般的な課題を住民主体で解決し
　ていく取り組みへと拡大

○地域ｺﾐｭﾆﾃｨの活性化

○震災復興という枠組みではない諸施策が結果的に生活復興支援にな
　るという認識の重要性

○県民の参画と協働に関わる諸施
　策を一般事業として継続するこ
　との重要性

○地域づくり活動に取り組むきっかけを組み込んだ学ぶ機会や、地域
　団体やNPO／NGO等のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ等の組織力を強化する支援ｼｽﾃﾑの構築

○地域づくり活動に取り組むきっ
　かけを組み込んだ学ぶ機会や、
　地域団体やNPO／NGO等のﾏﾈｼﾞﾒﾝ
　ﾄ等の組織力を強化する支援ｼｽﾃﾑ
　の構築

○ひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ基金について、活動の裾野の拡大と質の向上を
　支援するﾒﾆｭｰの充実

○ひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ基金について、
　活動の裾野の拡大と質の向上を
　支援するﾒﾆｭｰの充実

○さまざまな県民（若い世代、2007年頃から退職期を迎える団塊の
　世代、女性、高齢者）が、地域の中で活動できる機会と場の設置

○さまざまな県民（若い世代、
　2007年頃から退職期を迎える団
　塊の世代、女性、高齢者）が、
　地域の中で活動できる機会と場
　の設置

○多様な主体による柔軟で多様なﾈｯﾄﾜｰｸの構築 ○多様な主体による柔軟で多様な
　ﾈｯﾄﾜｰｸの構築

○地域団体の広域組織や市町ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰなど、中間支援組織の一層
　の活性化に向けた取り組み

○地域団体の広域組織や市町ﾎﾞﾗﾝ
　ﾃｨｱｾﾝﾀｰなど、中間支援組織の
　一層の活性化に向けた取り組み

○ひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰﾌﾟﾗｻﾞの地域づくり活動全般の支援機能の強化 ○ひょうごﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰﾌﾟﾗｻﾞの地域づ
　くり活動全般の支援機能の強化

○組織の属性だけではなく、活動そのものの内容に着目した地域づく
　り活動の支援のあり方の再構築

○地域づくり活動を支援する視点
　の見直し

○県は、地域防犯など全県で共通に取り組むべき課題や、広域的な
　対応が必要な事項に取り組むことを基本に、市町や中間支援組織を
　支援

○市町と県の適正な連携と役割分
　担

○県民自身の評価による生活の質に関する県民の満足感の最大化をめ
　ざして、ﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰｾｸﾀｰ（市民）、民間ｾｸﾀｰ（企業）、公的ｾｸﾀｰ（行
　政）の一層の連携により、県民に見える形での政策形成・実施のし
　くみ・基盤づくり

○県民満足感を最大化する参画・
　協働型行政ｼｽﾃﾑの確立

Ⅱ　６．　　青少年の体験・交流の機会づくりの推進　（14項目）

○子育てひろば、若者ゆうゆう広場等を活用した世代間交流の促進 ○子育てひろば、若者ゆうゆう広
　場等を活用した世代間交流の促
　進

○子ども達が自由に遊べる場所の拡大 ○子ども達が自由に遊べる場所の
　拡大

○トライやる活動の拡大 ○トライやる活動の拡大
○家族同士の体験交流の場の設定 ○家族同士の体験交流の場の設定
○野外活動機会の拡大 ○野外活動機会の拡大
○若者が気軽に立ち寄り交流できる場の拡大 ○若者が気軽に立ち寄り交流でき

　る場の拡大
○地域事業のﾓﾃﾞﾙﾁｪﾝｼﾞ（子どもの地域事業への参加促進） ○地域事業のﾓﾃﾞﾙﾁｪﾝｼﾞ（子ども

　の地域事業への参加促進）
○年齢に応じたﾘｰﾀﾞｰの役割（ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄｼｽﾃﾑ等） ○年齢に応じたﾘｰﾀﾞｰの役割

　（ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄｼｽﾃﾑ等）
○地域防災ｺﾐｭﾆﾃｨへの若い世代の参加 ○地域防災ｺﾐｭﾆﾃｨへの若い世代の

　参加
○地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置 ○地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置
○地域活動におけるｼﾆｱ世代の活用 ○地域活動におけるｼﾆｱ世代の活用
○施設運営や団体の運営における地域協力体制の確立 ○施設運営や団体の運営における

　地域協力体制の確立
○青少年団体への支援強化 ○青少年団体への支援強化
○子どもを家庭に受け入れる経験づくり ○子どもを家庭に受け入れる経験

　づくり

Ⅱ　７．　　文化を活かした個性ある地域づくり　（５項目）

○ｱｳﾄﾘｰﾁ活動（出前文化活動）等の推進
○被災地芸術文化活動補助制度の終了後の支援の継続

○活力や癒やしにつながる公演・
　鑑賞や地域文化活動への参加機
　会の拡充

○ｱｰﾃｨｽﾄによる慰問活動を調整するしくみづくり
○ｱｰﾄNPO等と行政、企業とのﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの構築
○教育機関との連携

○被災地の文化活動を担う人材や
　団体が活動するしくみづくり
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○県立美術館、芸術文化ｾﾝﾀｰなど拠点施設の創造
○発信機能の強化及びﾈｯﾄﾜｰｸ化
○施設運営への住民参画

○拠点施設による創造・発信と施
　設運営への住民参画

○文化財をまちづくりに生かす人づくり
○歴史文化遺産活用の推進

○文化財の保存と文化財を利用し
　た地域づくりや人づくりの推進

○個別対策としての文化財建造物等の耐震性能の向上
○文化財を取り巻く社会状況も含めた防災力の向上による減災対策

○文化財の防災意識の啓発と被害
　軽減ｼｽﾃﾑの構築

Ⅱ　８．　　男女が協働した取り組みや家族の絆の再認識　（２項目）

○震災で顕在化した男性中心のｼｽﾃﾑや、固定的な役割分担意識の解消 ○震災で顕在化した男性中心の
　ｼｽﾃﾑや、固定的な役割分担意識
　の解消

○震災により結ばれた家族の絆の再確認と、今日の多様な家族のあり方
　を尊重することができる社会づくり

○震災により結ばれた家族の絆の
　再確認と、今日の多様な家族の
　あり方を尊重することができる
　社会づくり

Ⅱ　９．　　コミュニティ・ビジネスなど新しい働き方への支援　（１項目）

○ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾆｰｽﾞ発掘、人材育成、経済自立化への支援
○ｺﾐｭﾆﾃｨ単位でのしごと情報提供及びJOBﾏｯﾁﾝｸﾞ事業

○ｺﾐｭﾆﾃｨ・ﾋﾞｼﾞﾈｽを中心とした地
　域密着型事業の創造・普及と地
　域ごとのしごと情報提供（JOB
　ﾏｯﾁﾝｸﾞ）

Ⅱ　10．①　ひょうご・しごと情報広場、地域労働相談・しごと情報広場の運営　（２項目）

○若年層雇用・能力開発対策 ○若年層雇用・能力開発対策
○社会変化や社会ﾆｰｽﾞに見合った職業教育機能の充実 ○若年層の職業意識醸成、職業能

　力開発等、就職促進策の検討

Ⅱ　10．②　シニアしごと倶楽部等による中高年のしごとへの支援　（１項目）

○ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰを活用した就業機会の提供による生きがいづくり支援 ○ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰを活用した就業
　機会の提供による生きがいづく
　り支援

Ⅱ　11．　　震災ツーリズム等地域の特色を生かしたツーリズム振興　（４項目）

○ITが強力なﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾂｰﾙとなった今日の、個々の顧客との関係性を
　重視したﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの構築
○ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの評価手法の確立
○公共のｱｰﾄｲﾍﾞﾝﾄ（ﾁｭｰﾘｯﾋ「牛のﾊﾟﾚｰﾄﾞ」等）を神戸・淡路で
　実施、収益性のある社会貢献型のｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業の展開

○観光ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの革新

○地域が自慢する「宝」を定期的にお披露目するｽﾃｰﾄﾌｪｱ型の新しい
　都市祭の実施

○新しい都市祭の創出

○都市観光の推進（ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ展示場づくり、魅力的な景観形成と空間
　ﾃﾞｻﾞｲﾝの実践）

○都市観光の推進（ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ展示場
　づくり、魅力的な景観形成と空
　間ﾃﾞｻﾞｲﾝの実践）

○地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞづくり（住民のﾗｲﾌｽﾀｲﾙや人的資産のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化） ○地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞづくり（住民のﾗｲﾌ
　ｽﾀｲﾙや人的資産のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化）
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Ⅲ　震災の経験と教訓の継承・発信　（111課題）

Ⅲ　１．　　「１月17日は忘れない」ための取り組み（ひょうご安全の日）の推進　（３項目）

○災害を想定した備えの意識を浸透させ、文化として根付かせるため
　の総合的な取り組み

○災害文化の育成

○条例等による県民安全・安心の日の位置づけ
○安定的な財源によるﾒﾓﾘｱﾙｳｫｰｸの実施、1.17を語り継ぐための顕彰
　制度の創設など
○大震災の教訓の伝承、全国、全世界への発信

○県民安全・安心の日の制定等
「１．１７は忘れない」ための取
　り組み

○震災体験の次世代への継承 ○震災体験の次世代への継承

Ⅲ　２．　　自助、共助、公助のバランスのとれた住宅再建への支援　（５項目）

○大規模災害時の不安感増大の回避のため、社会的便益がｺｽﾄを大きく
　上回る場合に給付制度として実施

○被災直後の小口資金の給付

○貸付限度額や返済・据置き期間、利子補給の程度などを柔軟に変更
　できる貸付制度の創設
○審査や回収について専門性を有する金融機関と連携するｽｷｰﾑの構築

○生活再建ｽﾋﾟｰﾄﾞに柔軟に対応で
　きる公的貸付金制度の創設

○被災者生活再建支援金の使途制限の緩和 ○被災者生活再建支援金の使途制
　限の緩和

○公的な給付と貸付を統合した総合的な公的支援制度の創設 ○経済合理性に欠ける制度設計等
　の改善

○減災のため、住宅の所有者が自ら耐震改修を実施するよう促すため
　の施策（公助：耐震改修を行った住宅が倒壊した場合を条件とした
　優遇支援、共助：耐震改修済みの住宅所有者を対象とした共済制
　度、自助：地震後の火災のみを対象とした地震保険）

○自助、公助、共助の新たな枠組
　み

Ⅲ　２．②　住宅再建共済制度の推進　（１項目）

○兵庫県の住宅再建共済制度を先導ﾓﾃﾞﾙとした全国版共済制度の早急
　な検討

○全国版住宅再建共済制度の実現

Ⅲ　３．　　地震災害対策の総合的推進　（26項目）

○創造的投資がもたらす効果についての評価
○減災に向けた戦略的な成果目標の設定
○多核ﾈｯﾄﾜｰｸ型のまちづくりを行う仕組みの構築

○安全・安心な都市づくり

○速やかに復興活動が開始できるような「復興本部」の体制の整備
○専門機関の役割を明確に位置づけた上で、全国的見地に立った総合
　的・実践的な支援ｼｽﾃﾑの構築

○大規模災害時における復興体制
　・組織のモデル化と事前の体制
　整備

○関係省庁による現地調整事務所（現地対策本部）の設置
○現場ﾆｰｽﾞの把握と施策提言を行う第三者機関の設置

○現場主義に基づくニーズの把握
　と施策提言システムの構築

○ｶﾞﾚｷ処理の公費負担など今後も同様の事態が予測されるものについ
　て、恒久的な制度として整備

○大規模災害での特例措置の制度
　化の検討

○多様なﾒﾆｭｰの一括提示
○ただし、発災直後は被災者の意思決定に対する充分な情報の提供と
　意思決定（自己責任）の支援策の実施

○復興施策のﾒﾆｭｰの一括提示
　（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ化）

○復興計画の推進に係る多様な主体の連携・協力ｼｽﾃﾑの構築 ○多様な主体間の連携・協力によ
　る復興計画の策定・推進

○全国の自治体における「復興準備計画」の策定等、復興準備対策の
　強化
○東南海・南海地震等に対する防災対策の推進とともに、他府県の自
　治体を先導する取り組みの推進

○大規模災害を想定した「復興準
　備計画」の策定

○被害想定や都市構造等の前提条件を整理したうえでの「復興準備計
　画」の用意
○有識者等による議論や検討、意見・提案募集等の民間部門の作業
　と、基本構想・計画づくり、政策調整、予算措置等の行政部門の作
　業の「同時並行」化
○分野別のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの策定
○復興計画の進捗状況等をﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟしていくための政策評価指標づく
　り
○都道府県と市町村が連携したﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑの構築

○大規模災害時における復興計画
　等の策定・推進のあり方

○震災に起因する「仕事の喪失(離職)」や「収入減」等を勘案するた
　めのﾒﾙｸﾏｰﾙの検討が必要
○中堅層は、他の年代層に比べ収入も支出も多く、「家計収入」に余
　裕が少ないことから、所得要件は、各年代の家計状況を勘案して設
　定する必要

○支援のﾒﾙｸﾏｰﾙの抜本的な見直し

○復興の各過程に応じた支援施策を一括提示するとともに、支援内容
　について、例えば、助成額を段階的に縮小するなどにより、自立へ
　の円滑な移行を図る必要

○支援策の一括提示と段階的な縮
　小による自立促進

○緊急時には復興期間短縮のため、平時とは違った優先順位をつける
　など、政策的投資の考え方の検討

○緊急時における平時とは異なっ
　た政策選択の必要性

○災害時には、制度運営や予算執行に当たり、運用の弾力性、裁量性
　を残しておくことが必要

○復興予算等の執行の弾力性、裁
　量性の確保

○発災後10年を経過した後も、被災自治体は財政状況が逼迫している
　ことから、後年度負担に苦しまないような新たな財源措置等を検討
　する必要

○被災自治体への財政支援対策
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○復興基金の設立については、その都度法改正を待つまでもなく、機
　動的に対応できるよう、その枠組みを恒久的に制度化するよう法的
　に措置しておく必要

○復興基金の制度化

○復興資金を国内市場のみでは調達できない事態も想定し、外債の発
　行等大規模な資金調達の方策を検討する必要

○今後起こりうる大震災への備え

○住民がすること、市町がすること、県がすること、国がすることに
　ついて、住民も入れて協議

○国・県・市町・県民の役割分担
　の明確化

○防災施設の必要な整備水準を明確にするとともに、現在の整備量を
　定期的に把握し、ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成
○ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの進捗状況を行政の責任として毎年度公開

○減災、予防のためのｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ
　ﾗﾑの作成

○県・市町の各部局で防災に必要な技術(ｽｷﾙ)を明確にした上で、1年
　を通じて系統だった研修・訓練を実施

○１年を通じた各部局の系統だっ
　た研修・訓練の実施

○国、学会等の検討状況の把握
○国等と共同で実物大実験等の実施

○長周期地震動の解明（国、学会
　等での検討状況の把握）

○公費による解体撤去や税制上の特例措置について、災害発生後の検
　討では初期対応の遅れや誤りに繋がる

○阪神・淡路大震災における特例
　措置の制度化（大規模災害時）

○不要不急の交通需要の抑制など交通ｼｽﾃﾑ全体のｺﾝﾄﾛｰﾙ ○不要不急の交通需要の抑制など
　交通ｼｽﾃﾑ全体のｺﾝﾄﾛｰﾙ

○新たな視点に立った緊急輸送路計画の推進 ○新たな視点に立った緊急輸送路
　計画の推進

○震災をひとつの機会として利用した交通ｲﾝﾌﾗの復旧 ○震災をひとつの機会として利用
　した交通ｲﾝﾌﾗの復旧

○既存計画で震災復興として促進すべきもの、震災により新たに必要
　となったもので復興計画を策定

○既存計画で震災復興として促進
　すべきもの、震災により新たに
　必要となったもので復興計画を
　策定

○「事前復興計画」の策定 ○「事前復興計画」の策定
○東南海・南海地震の特性及び津波に対する備えの充実 ○東南海・南海地震の特性及び津

　波に対する備えの充実

Ⅲ　４．　　災害時における情報発信の充実　（７項目）

○被災の圏外から災害の全体像を把握するための関係府県との広域的
　な補完ｼｽﾃﾑの構築
○大規模災害時には県、市町の平常時の枠組みを超えて情報収集を行
　うことについて事前に協議

○被害の全体像を早期に把握する
　しくみの構築

○応急対策から復興にいたる必要な情報を届けるために複数の情報路
　を日常から構築

○平常時からの複数の情報伝達経
　路の確保

○地縁団体やNPOと協働し、地域ﾍﾞｰｽでの情報伝達のﾈｯﾄﾜｰｸの構築 ○「ひと」を軸とした情報伝達経
　路の活用

○日常から情報弱者を最優先に配慮して情報発信を行うことが必要 ○平常時からの情報弱者への情報
　発信のあり方の検討

○ｴﾘｱ限定で時限的に個別情報の交換等の方策を検討すべき ○支援者間での情報共有のしくみ
○ﾃﾚﾋﾞやﾗｼﾞｵなどできるだけ多くの媒体による多言語での情報伝達
○避難所などの情報の多言語化
○外国人団体のﾘｰﾀﾞｰ等を対象とした防災の講習会の実施

○緊急時における外国人県民に対
　する情報伝達手段等の検討

○ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞｰﾀを収集し、その分析と結果を各ﾗｲﾌﾗｲﾝ事業者に伝達する
　ｼｽﾃﾑ

○災害情報管理ｼｽﾃﾑの確立

Ⅲ　５．①　家屋被害認定士の養成　（１項目）

○被害認定の専門的な訓練を受けた職員の養成とともに、大規模災害
　時には、市町域を超えて専門職員を被災地に派遣する仕組みづくり
○自治体の一般事務職員が公平・迅速に被害認定できるよう、被害認
　定運用指針を簡易なものへ見直し

○家屋被害認定の専門職員の育成
　等の仕組みの構築等

Ⅲ　６．　　自主防災組織の活性化　（２項目）

○自主防災組織等の単位でﾗｲﾌｽﾀｲﾙの点検や改善目標を設定する運動
　を展開

○災害に強いﾗｲﾌｽﾀｲﾙの確立

○発災直後の初期消火、捜索救助、捜索救助用資機材の備蓄、復旧・
　復興期における住民共助活動に有効なﾉｳﾊｳについての事前教育
○耐震診断・耐震補強、家具の転倒防止や災害時の要援護者の早期避
　難などについて自主防災組織が携わる

○被害の発生抑止に焦点を当てた
　地域防災力の向上

Ⅲ　７．　　災害ボランティアへの活動支援　（９項目）

○ｽﾑｰｽﾞに活動を展開できるよう、活動拠点の設置、運営体制の確立、
　活動資機財の確保等を行う、基金のようなしくみの構築

○災害時等にﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ活動をｺｰﾃﾞｨ
　ﾈｰﾄするしくみ

○多様な研修会や訓練の開催と積極的な参加促進
○被災地のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾆｰｽﾞの早期把握と積極的な出動

○制度の維持と隊員の確保

○地縁、人縁との関わりと活動内容の明確化 ○災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱと防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの棲
　み分け

○活動拠点確保のための支援施策の展開 ○行政と災害NPO等との協働の具体
　化

○地域防災活動への積極的な参加
○出前講座、講演等の防災に関する広報活動の積極的展開

○災害NPOのﾈｯﾄﾜｰｸづくり

○ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成と普及活動 ○ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ運営ﾏﾆｭｱﾙの作成
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○安定的な活動資金確保のための支援施策の展開 ○公益的活動への積極的な参画
○危機管理における防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの位置づけの明確化 ○危機管理と防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
○社会の担い手としてのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの位置づけと行政との協働 ○信頼できる関係づくりの構築

Ⅲ　９．　　災害救急医療の取り組み　（６項目）

○地域災害救急医療ﾏﾆｭｱﾙや病院ﾏﾆｭｱﾙについて、地域特性や病院実態
　を十分に反映し、より実態に即した内容に充実

○地域災害救急医療ﾏﾆｭｱﾙ等の充実

○操作が複雑であるため、各医療機関に対する習熟訓練が必要
○医療機関において、休日・夜間に無人になる場所や24時間担当者が
　いるとは限らない場所に設置されているものについて改善の必要
○医療機関入力情報の信頼性の向上、迅速な入力方法、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制
　などの問題点と対応策の検討
○有線回線が使えない場合に備えて、無線連絡網を整備

○広域災害・救急医療情報ｼｽﾃﾑの
　充実

○消防署をﾄﾘｱｰｼﾞﾎﾟｽﾄ（兼応急診療所）として活用し、近隣に居住す
　る医療従事者がﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとして参集できるような体制の構築
○巨大災害に際して、固定翼機や自衛隊保有の大型ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰを用いた
　被災地外への大量輸送の考慮
○多数の患者搬送が必要なとき、陸路交通が困難なとき、災害医療活
　動の拠点が必要なときなどにおける船舶の有効性の検討

○病院前救護と搬送

○各災害拠点病院の耐震化などの施設整備を進めるとともに、具体的
　な活動基準の作成、災害拠点病院間の連携強化、地域における各拠
　点病院の役割強化を図る必要

○災害拠点病院の機能充実

○閉鎖空間での医療などさらに高度な訓練を積んだ医療ﾁｰﾑと救出・
　救助ﾁｰﾑとが協力して活動できるような体制の構築
○災害救護に特化した訓練を受けた医師・看護師からなる東京DMATの
　ような組織の編成

○医療救護班の強化

○災害医療ｾﾝﾀｰにおける防災関連機関等と密接な連携をもった調査研
　究、研修の充実
○災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰについて、権限と責任を明確化すること、医師
　以外の職種の指名など、災害時に機能する制度とするよう検討
○災害拠点病院を中心とした、市町域などでの実戦的な訓練の実施

○調査研究、教育・研修、人材育
　成

Ⅲ　10．　　災害時要援護者への支援　（12項目）

○あらかじめ登録する聴覚障害者、支援者等に対し、緊急情報を携帯
　ﾒｰﾙ等で発信することによる緊急情報の確実な伝達

○聴覚障害者等を対象とする緊急
　時情報通信ｼｽﾃﾑの構築

○要援護者への事前対策の徹底や行政と当事者組織、家族等との連携
　による防災教育や避難訓練等の企画・実施

○聴覚障害者等身体障害者、知的
　障害者、重症難病在宅療養者
　等、特別のﾆｰｽﾞを持った要援護
　者に対する防災教育・防災訓練
　の実施

○行政の窓口において、障害者等、要援護者への説明・同意により、
　緊急時の安否確認、情報提供、ﾆｰｽﾞ把握を行うための要援護者ﾘｽﾄ
　を整備し、支援者が活用できるよう、行政、社会福祉協議会、患者
　会等の地域関係団体等に配備

○要援護者情報に係る開示ｼｽﾃﾑの
　整備と要援護者台帳の整備

○知的障害者に対する、安定して避難できる環境の確保できる公共施
　設の開放等による避難場所の確保

○要援護者への日頃からの避難場
　所確保、避難方法等についての
　周知

○災害時、特定疾患患者等が県内外の医療機関で必要な医療を受ける
　ことができる制度の創設

○災害時、特定疾患患者等が県内
　外の医療機関で必要な医療を受
　けることができる制度の創設

○被災地から被災地以外の医療機関へ安全に患者を搬送できる連携
　体制の構築

○被災地から被災地以外の医療機
　関へ安全に患者を搬送できる連
　携体制の構築

○医療用具搬送のための緊急車両優先制度の創設 ○医療用具搬送のための緊急車両
　優先制度の創設

○通信関連企業等との災害時の回線確保 ○通信関連企業等との災害時の回
　線確保

○個人の備えでは限界がある医療ｹｱ用装具等について、医療用品販売
　会社等関係機関等との連係による確保・供給

○ｵｽﾄﾒｲﾄ等慢性疾患患者へ医療ｹｱ
　用具等の備蓄及び災害時におけ
　る供給体制の整備

○医療機関における災害時患者ﾏﾆｭｱﾙの作成 ○医療機関における災害時患者ﾏﾆｭ
　ｱﾙの作成

○災害時に機能している医療機関等に関する正確な情報の発信 ○災害時に機能している医療機関
　等に関する正確な情報の発信

○ｾﾙﾌｹｱの重要性について、医療機関及び患者自身の理解の促進
○患者教育・啓発などについて、医療関係者、患者会等の連携の下の
　取り組みの推進

○緊急時にｾﾙﾌｹｱが可能となる患者
　教育の推進

Ⅲ　11．　　災害時の広域避難者への支援　（２項目）

○全国自治体等と連携した所在把握の仕組みの構築 ○全国自治体等と連携した所在把
　握の仕組みの構築

○全国均一な支援方策の準備 ○全国均一な支援方策の準備

Ⅲ　12．①　「兵庫の防災教育」の推進　（11項目）

- 8 -



○学校の防災体制、学校の防災教育、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱや共生の心の三つを柱
　とした「新たな防災教育」の一層の推進

○「兵庫の防災教育」の一層の推
　進

○震災体験を活かした教育の一層推進する方策の検討 ○震災体験を活かした教育の一層
　推進する方策の検討

○教科や領域をこえた、防災教育の実施 ○教科や領域をこえた、防災教育
　の実施

○地域素材を活用し、身近な災害を学ぶことにより、防災に対する
　知識と技術を身に付ける教育の推進

○地域素材を活用し、身近な災害
　を学ぶことにより、防災に対す
　る知識と技術を身に付ける教育
　の推進

○緊急時に対応できる能力(ｽｷﾙ)を養う防災教育の推進 ○緊急時に対応できる能力(ｽｷﾙ)を
　養う防災教育の推進

○県立舞子高校環境防災科における教育活動の一層の充実 ○県立舞子高校環境防災科におけ
　る教育活動の一層の充実

○危機対応を含め、地域と連携して、安心安全の核となるように学校
　防災体制の整備・充実を図ること

○危機対応を含め、地域と連携し
　て、安心安全の核となるように
　学校防災体制の整備・充実を図
　ること

○地域が学校を、学校が地域を支え合う関係の構築 ○地域が学校を、学校が地域を支
　え合う関係の構築

○各学校における防災ﾏﾆｭｱﾙの策定、見直し ○各学校における防災ﾏﾆｭｱﾙの策
　定、見直し

○学校における避難所開設訓練等を通した学校の防災体制の整備・充実 ○学校における避難所開設訓練等
　を通した学校の防災体制の整
　備・充実

○震災以降取り組まれた、命の大切さや思いやりなどを伝える教育の
　さらなる展開

○命の大切さなど震災体験を生か
　した教育の一層の充実

Ⅲ　12．②　震災・学校支援チーム（EARTH）の取り組みの推進　（４項目）

○地域・学校におけるEARTHの位置づけ ○地域・学校におけるEARTHの位置
　づけ

○心のｹｱ班の活動を通した、被災後の心のｹｱの必要性の周知 ○心のｹｱ班の活動を通した、被災
　後の心のｹｱの必要性の周知

○訓練・研修会の充実によるEARTHの専門的力量の向上 ○訓練・研修会の充実によるEARTH
　の専門的力量の向上

○震災・学校支援ﾁｰﾑ(EARTH)心のｹｱ班の研修内容の一層の充実 ○震災・学校支援ﾁｰﾑ(EARTH)心の
　ｹｱ班の研修内容の一層の充実

Ⅲ　13．　　人と防災未来センターの積極的な活用　（１項目）

○震災後の復旧・復興を経験した県職員を積極的に派遣する制度を確
　立し、ﾉｳﾊｳを伝授

○人的派遣制度の確立

Ⅲ　14．①　国際防災復興協力機構（ＩＲＰ）への運営支援　（４項目）

○「兵庫戦略」を具体化するものとして国際協力体制の調整ｼｽﾃﾑの構
　築
○国連機関等の緩やかな連携による被災国支援の基盤となる体制の構
　築

○国際協調活動による被災地への
　支援（国際防災復興協力）

○被災地のﾆｰｽﾞや支援のためのｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄを的確に把握するための方
　策の検討

○被災地のﾆｰｽﾞを踏まえた的確な
　海外支援

○海外自治体との効果的な防災協力のあり方についての検討 ○防災協力協定等を踏まえた協力
　の具体化

○国際防災戦略（兵庫戦略）策定を踏まえた本県の国際防災協力のあ
　り方についての新たな展望
○国際防災復興協力ｾﾝﾀｰ（仮称）構想の推進

○国連防災世界会議を踏まえた今
　後の国際防災協力の推進（国際
　防災復興協力ｾﾝﾀｰ等）

Ⅲ　14．②　国際防災・人道支援協議会に対する支援　（１項目）

○国際防災関係機関の集積力やﾈｯﾄﾜｰｸを生かした連携のあり方の検討 ○国際防災関係機関のあり方等の
　検討

Ⅲ　15．　　国際的な防災研修専門機関の整備　（１項目）

○国際捜索･救助に関する人材育成の強化 ○国際捜索･救助に関する人材育成
　の強化

Ⅲ　16．　　三木総合防災公園、地域防災公園等の整備　（１項目）

○三木総合防災公園と県下の他の広域防災拠点とのﾈｯﾄﾜｰｸを確立する
　ため、既成市街地内の広域防災拠点を担う防災公園等の整備

○広域防災拠点となる広域防災公
　園ﾈｯﾄﾜｰｸの確立

Ⅲ　18．①　六甲山系グリーンベルト整備事業の実施　（２項目）
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○水とみどりのﾈｯﾄﾜｰｸ整備の連携による安全で潤いの都市の軸の確立 ○水とみどりのﾈｯﾄﾜｰｸ整備の連携
　による安全で潤いの都市の軸の
　確立

○河川や六甲山系ｸﾞﾘｰﾝベルトの整備や土砂災害警戒区域の指定促進 ○河川や六甲山系ｸﾞﾘｰﾝベルトの
　整備や土砂災害警戒区域の指定
　促進

Ⅲ　18．②　阪神疏水構想の推進　（１項目）

○各施設が連携する水と緑のﾈｯﾄﾜｰｸの整備 ○各施設が連携する水と緑のﾈｯﾄ
　ﾜｰｸの整備

Ⅲ　19．　　災害時における食料の安定供給等　（６項目）

○防災への危機管理意識の向上と、ため池管理者の役割再認識
○早期点検・通報体制・二次災害防止体制の整備の徹底
○全国ﾚﾍﾞﾙの地震対応ﾏﾆｭｱﾙの作成
○地域住民・都市住民参加による、ため池維持管理の啓発

○都市住民も参画した地域資源の
　保全

○あらゆる災害に対する、農産物・畜産物被害の可能性のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
○各産地に対して緊急時に輸送ﾙｰﾄの把握と、災害時における対策
○生乳の輸送・出荷の緊急対応体制の整備、自給飼料生産基盤の充実

○緊急時における生産物供給対策

○被害状況を想定した輸送ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの実施
○現況復旧に加え、機能向上対策

○緊急時における市場流通機能の
　強化

○地域の地形・地質から判断した危険度及び過去の災害歴を住民に
　示すことによる防災意識の向上
○六甲地区の新工法(ﾛｰﾌﾟﾈｯﾄ・ﾛｯｸﾎﾞﾙﾄ併用工法・砂質土)の指針を
　踏まえた、全県(粘性土)にも対応できる指針の策定

○山地災害対策等の強化

○応急復旧資材・機材のｽﾄｯｸの確保
○災害復旧事業の対象とならない施設(荷捌き施設等)への対応策の
　確立
○個人住宅の補助も含めた、総合的集落環境整備制度の創設

○災害に強い漁港・漁村づくり

○迅速な支援ができるよう、野菜の直販等をはじめとする顔の見える
　交流の日頃からの推進
○広域なﾋｭｰﾏﾝﾈｯﾄﾜｰｸの構築を目指し、一過性の自然体験等にとどま
　らない継続性の高い交流の推進

○危機管理の視点に立った都市と
　農山漁村交流の推進

Ⅲ　20．　　災害救助法に基づく救助の見直し等　（５項目）

○防災組織体制のより実効性のある運用の仕組み等の検討
○職員派遣や職員増員の手順や、応援職員に対する災害対応に係る支
　援ﾏﾆｭｱﾙの作成の検討

○防災組織体制の充実

○様々な視点からによる震災後の災害対策基本法の見直しが十分で
　あったかの点検、充実
○都道府県災害対策本部長が行うべき基本的事項やしくみの明確化
○自衛隊の災害派遣の「主たる任務」への位置づけや、消防にかかる
　都道府県の役割の強化

○災害対策基本法の点検強化

○一定の救助水準の確保にも配慮しつつ、知事の裁量の幅の拡大
○救助の実情や法整備の進展等も踏まえた災害救助のあり方の見直し

○災害救助法の適用にかかる都道
　府県知事の裁量の幅の拡大や災
　害救助のあり方の見直し

○広域連携を実施するための、基本的な事項の共有化・標準化 ○基本的な事項の共有化・標準化
○都道府県と国との間における災害情報の双方向性の徹底 ○国と都道府県間の情報の双方向

　性の徹底
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○一般施策として対応すべき課題等　（220課題）

○「自律した人々が、自然と調和し、共に生きることを実感できる共
　生社会」の実現

○「共生」社会の実現

○今後の成熟社会を支えるｺﾐｭﾆﾃｨの活性化や新たな仕組みの定着・発
　展

○成熟社会を支えるｺﾐｭﾆﾃｨと新し
　いしくみの定着・発展

○ﾎﾟｽﾄ復興10年の施策についての継続・発展的実施
○実施状況の重点的な把握や必要な方策等の検討等と行うとともに、
　復興10年総括検証・提言のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを行うﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ機関の設置
○ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ機関がｱｳﾄﾘｰﾁ機能を併せ持つことの検討

○復興計画終了後の施策展開及び
　ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

○住民との関係で、積極的な情報公開や民主的な運営が不可欠
○NPO/NGOや他団体等との積極的な交流・連携

○開かれた地域ｺﾐｭﾆﾃｨの形成

○助成その他の支援策を実施するにあたって、県民等の自主性・自発
　性をうながすような仕組みづくり

○被支援者の自主性と主体性を促
　すような施策、事業の設計

○通常の施策形成過程において、ｱｳﾄﾘｰﾁと提案機能を併せ持った支援
　会議的な参画と協働の特色を組み込んでいくべき

○通常の審議会、委員会でのｱｳﾄ
　ﾘｰﾁ・提案機能の一般化

○行政とNPO/NGOが互いの認識、考え方、発想への理解を一層深め、
　情報共有し、施策や事業を協働し、創造していく仕組みづくり

○行政とNPO/NGOの相互理解の促
　進

○被災地の復興を支援してきた「生活復興県民ﾈｯﾄ」のように、強固
　な事務局体制としっかりした財政的基盤を持った体制の構築
○地域団体だけでなく、NPO/NGO等も含めた開かれたﾈｯﾄﾜｰｸをもつ必
　要

○県民運動の実践力の充実と強化

○基本的には民の強化のため産業対策等による地域の経済基盤強化が
　防災対策上最も重要

○地域の経済基盤の強化

○資金の被災地内への循環も考慮に入れれば、地域の供給能力の向上
　が平時から政策的に意図される必要

○地域の供給能力の確保

○寡占的な薬品卸会社流通ｾﾝﾀｰの一極集中・大型化にともない、災害
　時の脆弱性がむしろ拡大したことから、他社とのﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽを促
　す必要
○大量の医薬品備蓄には問題があることから、ﾒｰｶｰや卸業者との有事
　緊急出荷契約等の推進

○医薬品の供給ｼｽﾃﾑ

○監察医への処遇、監察医を助ける検査技師などの適正配置
○阪神地区での監察医制度導入の検討

○監察医制度の充実

○ことに地域の医療を担っている病院に対して、私立病院も含めて健
　全な病院再建のための公的支援制度の構築

○被災病院の経営支援

○計画的な手話通訳者等の人材養成 ○計画的な手話通訳者等の人材養
　成

○公的機関への手話通訳の配置と派遣制度の促進 ○公的機関への手話通訳の配置と
　派遣制度の促進

○地域組織活動の充実による、ｺﾐｭﾆﾃｨづくり(声をかけあうことの
　できる地域づくり)・交流の推進

○地域組織活動の充実による、ｺﾐｭ
　ﾆﾃｨづくり(声をかけあうことの
　できる地域づくり)・交流の推進

○障害者自身が住んでいる地域の活動に参加するなど、積極的な地域
　づくり

○障害者自身のｺﾐｭﾆﾃｨの再生に向
　けての能動的な働きかけ

○地域在宅療養者等に係る日常的な地域住民への啓発活動の推進 ○地域在宅療養者等に係る日常的
　な地域住民への啓発活動の推進

○個々の健康支援から健康なまちづくりへの働きかけの方法 ○個々の健康支援から健康なまち
　づくりへの働きかけの方法

○国への事前協議が必要となる特別基準の設定方法につき、あらかじ
　め知事に一定の権限を付与するとともに財源を措置

○特別基準の設定方法についての
　知事への権限付与と財源措置

○迅速な配布を実現するため配分委員会において行政をﾘｰﾀﾞｰ役から
　除外

○災害義援金の配分決定における
　行政からの独立性の向上

○発災直後は被害の程度に応じて一律配分、その後は必要度の高い使
　途に限定した配分
○段階的な義援金の募集

○段階的な義援金の配分

○どのような公的支援がどれだけ準備されているのかを早期に一括
　提示

○公的支援制度の早期一括提示

○平時の住宅ｽﾄｯｸ情報の把握
○ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる地域のまちづくり支援
○強制力を伴う密集市街地における居住環境整備の推進
○持続可能な住宅地形成を支える産業の育成と市場の環境整備

○ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを中心とした住ま
　い・まちづくり政策の推進

○住宅関連情報提供ｼｽﾃﾑ、相談窓口の整備
○借上・買取制度を活用した多様な民間賃貸住宅の供給
○入居者への直接補助を前提とした家賃低減制度の検討

○民間賃貸住宅の協働と家賃低減
　制度の改善

○住宅市場と連動した家賃制度への移行 ○特優賃制度の抜本的見直し
○地理情報ｼｽﾃﾑ(GIS)の整備による既成市街地内での建設用地の情報
　管理と活用

○地理情報ｼｽﾃﾑ(GIS)の整備によ
　る既成市街地内での建設用地の
　情報管理と活用

○民間住宅の買取や借上げ制度の整備・活用
○民間住宅の質を向上させるための規制・誘導策の強化
○建設助成の施策や家賃補助制度の施策の拡充

○民間住宅ｽﾄｯｸの社会的活用と家
　賃支払能力確保のための施策の
　拡充

○住まい方の自由度を高める空間のゆとりの確保
○個々の入居希望者や入居者が計画ﾌﾟﾛｾｽ参画できる手法の採用

○入居者のﾆｰｽﾞに対応できる計画
　手法の開発

○団地自治会の運営や共同管理に対する支援の強化 ○住民のｺﾐｭﾆﾃｨづくりに向けた支
　援の強化

○維持可能な居宅介護、住み慣れた地域での居住を保障する仕組み
　づくり
○地域福祉計画や介護保険制度と整合のとれた総合的な仕組みの構築

○福祉施策と連携した、住み慣れ
　た地域での居住の仕組みづくり
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○福祉行政と住宅行政の連携と市町村との役割分担の明確化 ○高齢者の居住安定に向けた福祉
　行政と住宅行政との連携

○ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗｻﾞの維持管理の仕組みについての検討 ○ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗｻﾞの利用・管理のあ
　り方の検討

○行政の総合的取り組みとしての一般化への施策検討 ○行政の総合的取り組みとしての
　一般化への施策検討

○住ｺﾐｭﾆﾃｨの価値と公的支援の意味の行政・市民の共有 ○住ｺﾐｭﾆﾃｨの価値と公的支援の意
　味の行政・市民の共有

○公共用地、空き公共施設を定期借地、定期借家等で優先提供
○ｸﾞﾙｰﾌﾟ立ち上げ、計画・設計ﾌﾟﾛｾｽ段階の居住者ｸﾞﾙｰﾌﾟへの専門家
　派遣
○事業者への専門家派遣
○補助金、融資、税上の優遇制度など

○事業誘導・支援の制度等、環境
　整備

○「新しい住まい方」に関する情報提供事業
○市民向け研修・学習会等、普及・推進事業の実施
○事業者向け研修・講習会等、事業推進の実施
○相談、専門家派遣事業など

○住まいづくりNPOとの連携、支援

○安全・快適でより質の高い高水準な整備促進 ○安全・快適でより質の高い高水
　準な整備促進

○ｲﾝﾀｰﾈｯﾄや携帯電話など新たな情報技術を用いた移動やｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
　支援
○災害情報の的確な提供ｼｽﾃﾑへの取組

○新たな情報技術を利用した移
　動・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援や災害情報
　の提供

○市町のまちづくり委員会等において多様な利用者の計画段階からの
　参画
○まちの案内図の作成等のまちづくり活動での利用当事者やNPO等との
　協働の取組

○多様な利用当事者の参画と協働

○地域でのﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ推進の人材養成や、地域拠点や研究機関、
　企業、NPOなどが連携してﾉｳﾊｳを提供できる中核拠点機能の整備

○ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ推進の中核機能
　の構築

○文化施設や教育機関、芸術家、企業などを有機的に結びつける地域
　文化振興のためのｼｽﾃﾑづくり

○総合的な地域文化振興のｼｽﾃﾑづ
　くり

○地域ｺﾐｭﾆﾃｨにおける女性の活用 ○地域ｺﾐｭﾆﾃｨにおける女性の活用
○女性たちの自発的で積極的な参画と地域が主体となった自律的な
　活動に対する行政の柔軟かつ的確な支援

○女性たちの自発的で積極的な参
　画と地域が主体となった自律的
　な活動に対する行政の柔軟かつ
　的確な支援

○協働の前提となる行政と地域ｺﾐｭﾆﾃｨの対等なﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの構築 ○協働の前提となる行政と地域ｺﾐｭ
　ﾆﾃｨの対等なﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの構築

○女性団体をはじめ、ｸﾞﾙｰﾌﾟ、他の地縁団体やNPO/NGO等による地域
　ｺﾐｭﾆﾃｨ活動への十分な支援

○女性団体をはじめ、ｸﾞﾙｰﾌﾟ、他
　の地縁団体やNPO/NGO等による地
　域ｺﾐｭﾆﾃｨ活動への十分な支援

○男性を支援する仕組みづくり ○男性を支援する仕組みづくり
○企業・団体による社会貢献活動の一環としての取り組みの充実 ○企業・団体による社会貢献活動

　の一環としての取り組みの充実
○男性の地域社会活動についての社会的機運の醸成 ○男性の地域社会活動についての

　社会的機運の醸成
○女性、男性が家庭でも地域でもいきいきと活動できる男女共同参画
　社会の実現

○女性、男性が家庭でも地域でも
　いきいきと活動できる男女共同
　参画社会の実現

○女性だけにとどまらない、男性を含めたｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ ○女性だけにとどまらない、男性
　を含めたｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ

○悩みを真剣に聞いてくれる相談の充実 ○悩みを真剣に聞いてくれる相談
　の充実

○同じ境遇におかれた者が本音で話せる機会の確保 ○同じ境遇におかれた者が本音で
　話せる機会の確保

○地域での大人との出会いの場の設定 ○地域での大人との出会いの場の
　設定

○外国人であることによって日本人と異なる扱いをされていることが
　ないか、行政、NPO/NGO等、ﾏｽｺﾐが常に注意を払う

○外国人県民の立場での制度の見
　直し

○行政とNPO/NGO等は、互いをｲｺｰﾙﾊﾟｰﾄﾅｰとして認識し、情報や資源
　の共有化に努め、協働をますます深める

○ｲｺｰﾙ・ﾊﾟｰﾄﾅｰとしてのNPO/NGO
　等との協働

○日本語を母語としない外国人児童制度に対する学習効果を高めた
　り、自尊感情やｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨの確立に役立つような母語教育支援
○不就学問題の積極的な改善

○母語による子どもの教育支援

○外国人県民の身近な場所できめ細やかな生活支援が行われるよう、
　外国人ｺﾐｭﾆﾃｨの自立のより一層の支援

○外国人ｺﾐｭﾆﾃｨの自立支援

○「国際平和協力支援ｾﾝﾀｰ（仮称）の誘致 ○国際社会の現場で通用する人材
　の育成

○集積効果を生かす国際関係機関等の緊密なﾈｯﾄﾜｰｸの構築 ○国際関係機関等のﾈｯﾄﾜｰｸの構築
○市民の力を生かす国際交流・協力 ○市民の力を生かす国際交流・協力
○国際関係機関との連携による市民の力を国際協力・交流に生かす
　しかけづくり

○国際関係機関との連携による市
　民の力を国際協力・交流に生か
　すしかけづくり

○緊急時の総合相談所の開設ﾏﾆｭｱﾙ化、相談結果の市町等関係先ヘの
　ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸなど協力連携体制の構築

○緊急時の総合相談所の開設ﾏﾆｭｱﾙ
　化、相談結果の市町等関係先ヘ
　のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸなど協力連携体制
　の構築

○非常時の土地利用検討及び産業用地確保への配慮 ○非常時の土地利用検討及び産業
　用地確保への配慮
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○民間賃貸工場への入居あっせん
○補助、融資等助成の早期実施
○喪失した販路・受注の回復のための支援

○未再開事業者への早期の支援

○支援機関に係るﾈｯﾄﾜｰｸの活用 ○支援機関に係るﾈｯﾄﾜｰｸの活用
○ﾈｯﾄﾜｰｸによる企業間ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの推進
○産業ｸﾗｽﾀｰの形成
○技術の高度化支援

○経営革新・第二創業の一層の推
　進

○新製品開発や新分野進出の支援
○独自ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの構築支援
○新たな流通ﾙｰﾄ開拓支援
○ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業の育成支援

○構造的な環境変化に対応した支
　援

○高齢社会に向けた地域核としての商店街・小売市場の役割形成
○精神的支援を意識した他地域との連携強化

○災害時における体制づくりと減
　災対策

○機動的・柔軟な対策の即決・発動を可能とする被災地独自財源の
　措置
○既存ﾊｰﾄﾞ施策の拡充・弾力化による支援
○既存債務の軽減、新規貸付の要件緩和
○復興・復旧にかかる専門家等のﾏﾝﾊﾟﾜｰ投入システムの確立

○「震災特例ﾒﾆｭｰ」による緊急対
　応制度

○緊急時における県、市町ならびに商工会議所・商工会等との連携体
　制の構築
○災害時における人員面での国、県の応援体制の構築、商業専門家等
　中間人材の育成

○復興対策を活かすための人的な
　体制整備

○県・市町の旅行ｴｰｼﾞｪﾝﾄのﾈｯﾄﾜｰｸとの連携
○市町の地域の旅館組合や観光協会との連携

○観光客・旅行客に対する緊急対
　応体制の整備

○「ﾂｰﾘｽﾞﾑ」「観光」「観光客」「観光産業」の再定義
○観光客の入り込み動向をより適切に把握できる統計手法の検討
○淡路島・有馬温泉等のﾓﾃﾞﾙ的な地区での精度の高い観光入込客数
　把握の試行

○観光統計の整備

○激甚災害からの観光復興におけるﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略の観光振興計画への
　導入
○事業評価に向けた目標指標の設定と評価ｼｽﾃﾑの確立

○戦略的ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌﾟﾛ
　ｾｽの導入

○古いｱﾄﾗｸｼｮﾝの市場からの退場と、複合化した新たなｱﾄﾗｸｼｮﾝ市場の
　再把握
○ｱﾄﾗｸｼｮﾝに優位性を確保しうる人的資産の評価

○ｱﾄﾗｸｼｮﾝの再定義

○観光の本質に関する研究、観光の戦略的ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに係る
　研究を進めるための研究・教育機関の整備

○「観光”知”」の研究・教育機
　関の整備

○観光の機能に適合した横断的な組織づくり
○単年度予算主義を越えた中長期的な視野
○観光行政のﾌﾟﾛの養成

○観光行政組織の再整備(横断的
　な組織づくりや専門人材の育成)

○起業家の事業成功率を高めるための経営・技術指導の充実
○成功した起業家による後見的指導制度の導入

○起業家への経営・技術指導の充
　実

○ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業と大学の資源のﾏｯﾁﾝｸﾞ強化 ○産学連携の強化（ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業と
　大学の資源のﾏｯﾁﾝｸﾞ）

○当該企業を地域の有望企業として育成するための投資制度の充実 ○ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業への投資制度の充実
○地域戦略資源を活用したｸﾗｽﾀｰ形成 ○地域戦略資源を活用した重点的

　な新産業創成
○ｽﾋﾟﾝｵﾌﾍﾞﾝﾁｬｰ輩出のための支援施策 ○ｽﾋﾟﾝｵﾌﾍﾞﾝﾁｬｰの輩出支援
○IPOを狙うﾍﾞﾝﾁｬｰ企業などに対して、中小企業支援ｾﾝﾀｰなどと連携
　し長期に経営支援する制度の充実

○ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業への支援制度の充
　実

○産学連携活動に大学生・院生をﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ（単位取得）として導入 ○大学との連携（産学連携活動に
　学生の単位取得として導入）

○地域おこしに積極的に関与する大学への支援制度の導入 ○都心部や地域の文科系中心大学
　の資源を活用した地域おこし支
　援

○競争優位な地域資源を活用・連携した新産業育成戦略 ○競争優位の成長産業育成（新産
　業育成戦略の検討）

○文化・芸術・ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ産業の育成 ○文化・芸術・ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ産業の
　育成

○期間限定措置を前提とした企業誘致を狙いとするｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｿﾞｰﾝの
　設置

○期間限定型機動的企業立地政策

○都市の産業構造改革に焦点を置く特区の設置 ○戦略的産業・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｸﾗｽﾀｰ立
　地政策

○期間を限定した再生措置としての特区の設置 ○既成市街地再生型立地政策
○地域固有問題へのｿﾞｰﾝ施策のための抜本的な規制緩和、税の減免等
　のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与が必要

○規制緩和の推進

○PFIなどを長期契約による自治体間取引契約による自治体間の「長期
　契約による広域連携」仕組みの活用

○広域連携による産業基盤の機動
　的整備

○各種団体とのﾈｯﾄﾜｰｸの形成、産業用地やｵﾌｨｽ情報の共有化の仕組み
　づくり、専門家を活用した企業誘致活動

○企業誘致のための体制強化

○ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出を狙いとするｸﾗｽﾀｰで、新規参入企業のﾘｽｸ軽減機能
　を持たせた情報共有の核となり知識創造をﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄする中間組織の
　設立

○企業立地推進のための中間組織
　の設立

○被災していない大企業が無条件で1～2名の採用を受け入れるﾜｰｸｼｪｱ
　ﾘﾝｸﾞの位置づけ(例：40歳以上の者1～2名を10年間採用)

○災害時ﾜｰｸｼｪｱﾘﾝｸﾞの検討

○多様就業型ﾜｰｸｼｪｱﾘﾝｸﾞの事例発掘 ○多様就業型ﾜｰｸｼｪｱﾘﾝｸﾞの事例発
　掘

○世代間ﾜｰｸｼｪｱﾘﾝｸﾞの導入(「2007年問題」への対応） ○世代間ﾜｰｸｼｪｱﾘﾝｸﾞの導入
　(「2007年問題」への対応）
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○相互扶助的な所得保障制度の構築
○ｺﾐｭﾆﾃｨﾚﾍﾞﾙでの求人・求職のﾏｯﾁﾝｸﾞｼｽﾃﾑの構築

○非正規雇用者・半雇用者
　（NPO/CB/SOHO従事者）等の雇
　用保険未加入者に対する災害時
　等の所得保障のあり方（多制度
　との連携）

○被災地での地域活動活性化のため、災害時特有の自然発生的なﾋﾞｼﾞ
　ﾈｽ(露天商等)の起業活動を柔軟に支援する制度の構築

○災害時における柔軟な起業促進
　対策の継続・発展

○住居周辺の商店街による安全・安心な食料品や加工品等を取り揃え
　た店舗づくりが可能となるような交流

○都市部高齢者にやさしい街づく
　り

○食の安心を最も低ｺｽﾄで実現できる地産地消のｼｽﾃﾑづくりを推進す
　る交流

○地産地消ｼｽﾃﾑづくり

○人間が育ち生きる根源に食と農が関わっているという認識を深める
　ための学校教育とﾀｲｱｯﾌﾟした交流

○食育推進ｼｽﾃﾑづくり

○地域農業の継続及び農村景観の良好な保全を応援する交流 ○地域農業支援ｼｽﾃﾑづくり
○災害などのﾘｽｸに対してどのような状態におかれているかについて
　行政職員とりわけ幹部職員が明確に認識
○県・市町の幹部職員そして一般職員の役割の明確化

○幹部職員をはじめとする行政職
　員の意識改革

○行政組織の横の連携・風通しをよくして、計画やﾏﾆｭｱﾙを作成し、研
　修さらには訓練とつながるようにする

○計画・ﾏﾆｭｱﾙの作成・修正→研
　修・訓練の実施→計画・ﾏﾆｭｱﾙ
　の評価

○市町の組織的、計画的な防災体制の整備が困難な場合の、県による
　市町支援を充実

○県による市町防災体制の支援

○災害時に孤立する自治体の続出が懸念される中で、使用可能な
　資源(人、もの、情報、財源)を増やし活用させる工夫

○個人、地域、自治体ﾚﾍﾞﾙでの自
　立性の向上

○大規模災害時には、一般的には陸上からの救援活動は困難かつ非効
　率な面があることから、基幹的広域防災拠点を臨海部に整備

○基幹的広域防災拠点の整備の推
　進

○各自治体がそれぞれの状況に応じて理想とする人材の定量化を行
　なった上で、人材を育成

○自治体の規模や地域の脆弱性な
　ど諸事情に応じた、初動期から
　復興期までの人材の確保

○災害時の動員計画、平常時の防災関係職員の人事ﾛｰﾃｰｼｮﾝ、研修等
　について一体的に人事管理する機能の確立

○防災人材のﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ機能の強化

○地域の結束を向上させる活動を通じ、防災だけに限らない地域の力
　の向上

○地域防災力の新しい方向性～納
　得して地域で暮らす～

○ｺﾐｭﾆﾃｨの総合力を高めるための志高き「地侍」の育成 ○『地侍』の育成
○地震ﾘｽｸ関連情報ﾏｯﾌﾟの作成・公表 ○地震ﾘｽｸ関連情報ﾏｯﾌﾟの作成・公

　表
○建物の耐震性能を建物の売買時に重要事項説明項目として附加 ○重要事項説明項目への附加(重建

　物の耐震性能を建物の売買時)
○被災者が二重ﾛｰﾝ化にならないよう（融資側にとっては不良債権化
　防止）地震保険の加入を融資条件とする

○ﾛｰﾝ設定時の地震保険加入の義務
　化

○災害の事前対策と事後対策の相互補完の仕組みとして、地震保険金
　支払準備金１兆５千億円(H15.3)を活用

○地震保険金支払準備金を活用し
　た住宅耐震化の促進

○市町におけるまちづくり条例制定の推進及びまちづくり協議会の
　位置づけの明確化

○市町におけるまちづくり条例制
　定の推進及びまちづくり協議会
　の位置づけの明確化

○市町におけるまちづくり支援制度整備、住民ﾘｰﾀﾞｰ等の育成 ○市町におけるまちづくり支援制
　度整備、住民ﾘｰﾀﾞｰ等の育成

○ﾐﾆ区画整理、ﾐﾆ再開発の適用拡大 ○ﾐﾆ区画整理、ﾐﾆ再開発の適用拡
　大

○街区環境保全と建築促進を図る建築ルール手法の導入 ○街区環境保全と建築促進を図る
　建築ルール手法の導入

○人間ｻｲｽﾞのまちづくりのﾊｰﾄﾞ施策、ｿﾌﾄ施策の拡充 ○人間ｻｲｽﾞのまちづくりのﾊｰﾄﾞ施
　策、ｿﾌﾄ施策の拡充

○県によるまちづくり支援の継続 ○県によるまちづくり支援の継続
○市町との役割分担の適正化及び連携の強化 ○市町との役割分担の適正化及び

　連携の強化
○現地解決型まちづくりの推進 ○現地解決型まちづくりの推進
○復興事業で行われた二段階都市計画の平常時のまちづくり手法とし
　ての採用

○二段階都市計画決定の採択

○生活再建のための多くの選択肢の提示 ○生活再建のための多くの選択肢
　の提示

○公社、公団による貢献実績の継承 ○公社、公団による貢献実績の継
　承

○柔軟に対応が可能な復興基金制度の活用 ○柔軟に対応が可能な復興基金制
　度の活用

○被災者を現地に残す工夫、制度づくり ○被災者を現地に残す工夫、制度
　づくり

○まちの歴史、文化、街並みなどの特長を生かしたまちづくり ○まちの歴史、文化、街並みなど
　の特長を生かしたまちづくり

○住宅供給を行う部局と市街地整備事業を行う部局の連携 ○住宅供給を行う部局と市街地整
　備事業を行う部局の連携

○地域を取り巻く環境の変化への対応と特色あるまちづくり ○地域を取り巻く環境の変化への
　対応と特色あるまちづくり

○社会情勢や時代に対応した新たな利用促進策の検討 ○社会情勢や時代に対応した新た
　な利用促進策

○市街地再開発事業のような重装備な事業ばかりでなく、被災者等が
　共同で建て替えることを支援する被災建物共同建替事業のような制
　度の活用

○被災建物共同建替事業のような
　制度の活用
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○密集市街地の災害危険度評価と公表 ○密集市街地の災害危険度評価と
　公表

○密集市街地において、空き家、空き店舗、既存の公共施設等を活用
　し、住民、NPOなどがまちの課題等の情報交換、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ等を行う
　拠点として「まちづくりﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ」を設置

○まちづくりﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑの設置

○制度、補助事業を組み合わせた柔軟な防災まちづくり ○地域単位での行政窓口の一本化
○新市街地建設事業の進捗状況や立地状況によって、土地の暫定利
　用、事業計画自体の変更、事業撤退等が迅速に対応可能な計画上の
　措置

○計画変更の即応性の確保

○敏速な受け皿の確保、短期の入居募集、一元化された情報提供等の
　推進

○敏速な受け皿の確保、短期の入
　居募集、一元化された情報提供
　等の推進

○深い喪失感と不安感を軽減する支援体制や、生活圏域の変化を緩や
　かに進めるための施策の検討

○深い喪失感と不安感を軽減する
　支援体制や、生活圏域の変化を
　緩やかに進めるための施策の検
　討

○移転のための資金面や移転を契機とした業種業態の転換における
　公的支援制度の検討

○移転のための資金面や移転を契
　機とした業種業態の転換におけ
　る公的支援制度の検討

○既存制度の活用や街角広場、芝生ｸﾞﾗﾝﾄﾞ等への活用 ○未利用地や空閑地の暫定利用等
　に必要な環境の整備

○ｺﾐｭﾆﾃｨ育成におけるきめ細かな支援制度の検討 ○ｺﾐｭﾆﾃｨ育成におけるきめ細かな
　支援制度の検討

○京阪神大都市圏や大阪湾ﾍﾞｲｴﾘｱ等における広域的なﾈｯﾄﾜｰｸ連携 ○広域的多核ﾈｯﾄﾜｰｸの構築
○景観まちづくり地区制度の設置（まちなか景観形成地区等） ○景観まちづくり地区制度の設置

　（まちなか景観形成地区等）
○住民主体の景観まちづくり協定策定の推進 ○住民主体の景観まちづくり協定

　策定の推進
○住民主体の地区計画策定における景観的観点の導入に対する指導・
　誘導

○住民主体の地区計画策定におけ
　る景観的観点の導入に対する指
　導・誘導

○景観・環境に関心をもつｺﾐｭﾆﾃｨ意識の醸成 ○景観・環境に関心をもつｺﾐｭﾆﾃｨ
　意識の醸成

○景観形成に係る建築物等への助成の拡充 ○景観形成に係る建築物等への助
　成の拡充

○景観重要建築物等の指定による住民意識の向上 ○景観重要建築物等の指定による
　住民意識の向上

○景観重要建築物等の維持修繕費用の助成 ○景観重要建築物等の維持修繕費
　用の助成

○景観重要建築物等を核とした周辺景観形成制度の確立 ○景観重要建築物等を核とした周
　辺景観形成制度の確立

○地区計画、景観形成基準等に基づく効果的な指導・助言の推進 ○地区計画、景観形成基準等に基
　づく効果的な指導・助言の推進

○大規模建築物等に対する位置、規模、意匠等の制限 ○大規模建築物等に対する位置、
　規模、意匠等の制限

○大規模事業者との景観に関する協定締結制度の確立 ○大規模事業者との景観に関する
　協定締結制度の確立

○屋外広告物の適切な誘導 ○屋外広告物の適切な誘導
○「平常時から身近な環境に関心をもとう」運動の推進 ○「平常時から身近な環境に関心

　をもとう」運動の推進
○良好な景観形成に資する住民活動等の表彰 ○良好な景観形成に資する住民活

　動等の表彰
○良好なまちなみ、建築物等の公募、顕彰 ○良好なまちなみ、建築物等の公

　募、顕彰
○公共事業による先導的な景観形成の推進 ○公共事業による先導的な景観形

　成の推進
○学校や公民館、消防署等の他の公共施設と一体的に整備することに
　より、一定規模と機能を持つ地域防災拠点としての確立

○公園と公共施設の連携的整備

○孤立集落の災害時対応を踏まえたﾍﾘｺﾌﾟﾀｰの離着陸が可能な「地域
　広場型公園」の整備

○地域広場型公園の整備

○初期救助活動、避難行動などに対応できる「防災公園ﾘｰﾀﾞｰ」の育成 ○地域住民との連携による防災公
　園の管理・運用体制の確立

○避難地、防災拠点など災害後の公園の利用実態を踏まえた、柔軟な
　災害復旧制度の創設

○避難地、防災拠点など災害後の
　公園の利用実態を踏まえた、柔
　軟な災害復旧制度の創設

○被災市町を支援するﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの設立 ○被災市町を支援するﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽ
　ﾃﾑの設立

○ｺﾐｭﾆﾃｨの再生、まちの復興に寄与するまちなみ緑化活動が生まれた
　機運の風化防止

○創造的まちづくりへ発展させる
　ための支援

○市民運動を支えるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの育成と市民運動を支援、ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄする
　「しくみづくり」の推進

○市民運動を支えるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの
　育成と市民運動を支援、ﾏﾈｰｼﾞ
　ﾒﾝﾄする「しくみづくり」の推進

○緑の防災機能の研究深化と住民への普及啓発 ○緑の防災機能の研究深化と住民
　への普及啓発

○各所で始まっている自然再生の取り組みの本格化 ○各所で始まっている自然再生の
　取り組みの本格化

○生物多様性の保全（外来種対策等） ○生物多様性の保全（外来種対策
　等）
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○望ましい生態系及びそのﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ手法の開発 ○望ましい生態系及びそのﾏﾈｰｼﾞ
　ﾒﾝﾄ手法の開発

○協働による緑空間（都市内外の自然的環境）のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推進 ○協働による緑空間（都市内外の
　自然的環境）のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推進

○体験的な環境教育・学習の推進 ○体験的な環境教育・学習の推進
○自然や生き物に関する情報整備・提供 ○自然や生き物に関する情報整

　備・提供
○自然とのふれあいの場の形成 ○自然とのふれあいの場の形成
○様々な主体の有機的な連携・交流 ○様々な主体の有機的な連携・交

　流
○ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰやﾘｰﾀﾞｰなど人材の育成と継承 ○ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰやﾘｰﾀﾞｰなど人材の育

　成と継承
○専門家との連携 ○専門家との連携
○中間支援組織の形成 ○中間支援組織の形成
○都市域の緑や水辺の創出、瀬戸内海沿岸域の環境回復、里地里山の
　再生、森林・農地の多面的機能の確保、絶滅するおそれのある貴重
　種やその生態系の保全再生等

○都市域の緑や水辺の創出、瀬戸
　内海沿岸域の環境回復、里地里
　山の再生、森林・農地の多面的
　機能の確保、絶滅するおそれの
　ある貴重種やその生態系の保全
　再生等

○手法や成果の共有、取り組みのﾈｯﾄﾜｰｸ化 ○手法や成果の共有、取り組みの
　ﾈｯﾄﾜｰｸ化

○地域住民による自然の保全創造活動の支援 ○地域住民による自然の保全創造
　活動の支援

○市町や県民局などの特色ある取り組みの促進・支援 ○市町や県民局などの特色ある取
　り組みの促進・支援

○分野横断的な取り組みの強化 ○分野横断的な取り組みの強化
○都市の自律性、完結性の向上 ○都市の自律性、完結性の向上
○新しい都市基盤の創造 ○新しい都市基盤の創造
○解体現場で可能な限り分別を行うことによる最終処理の迅速化 ○解体現場で可能な限り分別を行

　うことによる最終処理の迅速化
○仮置場の確保 ○仮置場の確保
○分別技術の共有・周知 ○分別技術の共有・周知
○廃棄物処理施設の処理能力のゆとりの確保 ○廃棄物処理施設の処理能力のゆ

　とりの確保
○災害時におけるごみ処理対策の仕組みづくり ○災害時におけるごみ処理対策の

　仕組みづくり
○計画的な解体を実施するための方策の検討 ○計画的な解体を実施するための

　方策の検討
○搬送ﾙｰﾄの確保 ○搬送ﾙｰﾄの確保
○緊急ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制の構築 ○緊急ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制の構築
○災害への備えに係る工場等への指導・立入検査等によるﾁｪｯｸ ○災害への備えに係る工場等への

　指導・立入検査等によるﾁｪｯｸ
○平常時からの粉塵・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止に向けた条例基準の遵守徹底 ○平常時からの粉塵・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散

　防止に向けた条例基準の遵守徹
　底

○緊急時のﾌﾛﾝ回収協力体制の構築 ○緊急時のﾌﾛﾝ回収協力体制の構築
○ﾌﾛﾝ等災害時に環境悪化を招く物質の使用縮減の推進 ○ﾌﾛﾝ等災害時に環境悪化を招く物

　質の使用縮減の推進
○有害物質使用工場等への災害への備えに係る指導及び立入検査等に
　よるﾁｪｯｸ

○有害物質使用工場等への災害へ
　の備えに係る指導及び立入検査
　等によるﾁｪｯｸ

○有害物質使用工場等に係る災害時の土壌汚染自主測定体制の確立 ○有害物質使用工場等に係る災害
　時の土壌汚染自主測定体制の確
　立

○環境優先型ﾗｲﾌｽﾀｲﾙの普及・啓発、環境に配慮した事業活動の促進
　等

○住民・事業者の主体的な環境保
　全活動の推進

○環境教育・学習の推進 ○環境教育・学習の推進
○ｴｺﾋﾞｼﾞﾈｽの振興 ○ｴｺﾋﾞｼﾞﾈｽの振興
○ｴﾈﾙｷﾞｰの高効率利用、太陽光・風力・ﾊﾞｲｵﾏｽ等の自然ｴﾈﾙｷﾞｰの導入
　促進

○ｸﾞﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰの導入促進

○自然災害に備え、治山、治水対策の着実な推進 ○自然災害に備え、治山、治水対
　策の着実な推進

○ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ、緊急時の情報伝達ｼｽﾃﾑ、避難のためのｿﾌﾄ対策等の充
　実

○ｲﾝﾌﾗを活かすｿﾌﾄ対策の推進

○協働の防災（行政と地域と個人の協働で災害を防ぐ仕組みの構築等） ○協働の防災（行政と地域と個人
　の協働で災害を防ぐ仕組みの構
　築等）

○情報の一元管理、住民との双方向の情報共有ｼｽﾃﾑ、各機関の持つ資
　材や人材の共同利用、各機関による総合防災演習の開催

○県によるﾗｲﾌﾗｲﾝ全体をｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ
　する機能の設置

○復旧戦略の策定、復旧班の編成、復旧資機材の配分、応援部隊の配
　置等をｼｽﾃﾏﾁｯｸに検討できるｼｽﾃﾑ

○災害復旧支援ｼｽﾃﾑの確立

○GISの活用 ○GISの活用
○波動が到達するまでの時間差を利用して二次災害を防止できるよう
　な目的をもつｼｽﾃﾑ

○ﾘｱﾙﾀｲﾑ地震動ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑの充
　実

○広域的な被害を及ぼす施設や救命ﾗｲﾌﾗｲﾝ（消防、病院、防災拠点、
　避難所等）への重点投資

○広域的な被害を及ぼす施設や救
　命ﾗｲﾌﾗｲﾝ（消防、病院、防災拠
　点、避難所等）への重点投資

- 16 -



○重要度の高い施設の電力・通信のﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑの充実 ○重要度の高い施設の電力・通信
　のﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑの充実

○共同溝、電線共同溝、ﾗｲﾌﾗｲﾝﾎﾞｯｸｽの整備 ○共同溝、電線共同溝、ﾗｲﾌﾗｲﾝ
　ﾎﾞｯｸｽの整備

○上水道やｶﾞｽのﾈｯﾄﾜｰｸのﾌﾞﾛｯｸ化の推進 ○上水道やｶﾞｽのﾈｯﾄﾜｰｸのﾌﾞﾛｯｸ化
　の推進

○耐震化率の低い市町（水道）への対応、下水道の耐震化の推進 ○ﾊｰﾄﾞ整備における危機管理意識
　の向上

○急増する老朽化施設に対する設備更新工法の技術革新 ○急増する老朽化施設に対する設
　備更新工法の技術革新

○ﾗｲﾌﾗｲﾝ・ﾍﾙｽﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑの充実（日常の危機管理） ○ﾗｲﾌﾗｲﾝ・ﾍﾙｽﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑの充実
　（日常の危機管理）

○街づくり・環境対策へのﾗｲﾌﾗｲﾝの寄与とﾗｲﾌﾗｲﾝ災害対策協議会の設置 ○街づくり・環境対策へのﾗｲﾌﾗｲﾝ
　の寄与とﾗｲﾌﾗｲﾝ災害対策協議会
　の設置

○地震、洪水、土砂崩れ、津波等の危機管理情報の整備・提供
○「監視の強化と情報の提供」、「防災情報の蓄積」、「地震被害予
　測ｼｽﾃﾑと緊急時指揮支援ｼｽﾃﾑの構築」、「ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成による
　情報の共有」
○防災投資に関してｱｳﾄｶﾑ指標を活用し、ｱｶｳﾝﾀﾋﾞﾘﾃｨの積極的な推進

○行政と地域住民の間の健全な
　ﾘｽｸ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの確立
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○中長期的な研究課題　（29課題）

○「復興」の関係法令への位置づけ
○「創造的」な進展の制度的保障

○「復興」の制度的保障

○地方が主体となった自律的、独創的な取り組みに国が権限や財源を
　含めて保証

○地方主体の復興

○近代文明の脆弱性を克服し、人間の尊厳を第一義に据えた21世紀文
　明創造の戦略づくりの推進
○総合的、実戦的なｼﾝｸﾀﾝｸの形成

○21世紀文明の創造の戦略づくり

○成熟社会にふさわしい「21世紀文明」の創造に係る総合的な研究・
　提言

○21世紀文明の創造を目指す総合
　的・実践的研究機関の形成

○まちづくり推進のための一定限度の私権（財産権）の制限
○所有権のみならず、借地権・借家権等の利用権に対する制約

○復興における私権制限

○「復興」の意味内容を明らかにし、法的概念として確立
○地方主体の復興を基本に、復興に関する制度的保証を担保するため
　の復興基本法の制定

○復興についての制度的保障（復
　興基本法の提案）

○ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ手法などを導入し、相談内容を分析し、施策提言につなげ
　るｼｽﾃﾑづくり

○相談内容を施策提言につなげる
　ｼｽﾃﾑの構築

○被災地の現地調査を行い得ない初期の段階で、おおまかな経済的被
　害規模を推定

○震災経済被害早期推定ｼｽﾃﾑの開
　発

○大規模な自然災害に対し誰がどれだけの費用(ﾘｽｸ)を負担するのか
　というﾘｽｸ･ｼｪｱﾘﾝｸﾞの大枠についての合意形成

○生活再建に係るﾘｽｸ・ｼｪｱﾘﾝｸﾞに
　ついての合意形成

○段階的家賃補助制度導入に向けての住宅困窮者への居住支援の多面
　的推進
○地域のまちづくりに貢献する公共住宅ｽﾄｯｸの再生と活用

○公共住宅政策の抜本的見直し

○居住者の参画を促す仕組みづくり、NPOの活用等、団地の実態に即
　した管理方式等の検討

○維持管理活動への居住者の参加
　を促すための仕組みづくり、
　団地の実態に即した管理方式等
　の検討

○特別養護老人ﾎｰﾑのﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ化として個室・ﾕﾆｯﾄｹｱの推進
○生活圏域において、多岐にわたる福祉や生活ﾆｰｽﾞに対応できるｻｰﾋﾞ
　ｽが付加された地域密着型の小規模なｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ的な住まいの推進
○「地域包括支援ｾﾝﾀｰ」にLSAと地域型在宅介護支援ｾﾝﾀｰの両方の
　機能を併せ持たせることによる新たな地域安心拠点の形成

○地域の安心拠点としての福祉施
　設づくり

○「地域自治区」等の制度の動向を見極めながら、地域社会に関わる
　県民一人ひとり、地域団体、NPO/NGO、行政など多様な活動主体に
　よる、公民協働の地域づくりの仕組みの構築

○みんなでともに取り組む動きに
　応じた新たな地域づくりのしく
　みの検討

○外国人県民が地域ｺﾐｭﾆﾃｨの一員として地域のことに関わっていける
　ようなきめ細かい支援を行うことができる新しいｼｽﾃﾑの構築

○地域ｺﾐｭﾆﾃｨにおける外国人県民
　支援ｼｽﾃﾑの構築

○農山漁村の活性化と都市住民の生きがい創出等のため、都市からの
　就農希望者と受入れ可能な集落との交流

○都市部からの新規就農希望者受
　入れ等のｼｽﾃﾑづくり

○平時から災害発生時に直ちに経験者を動員するｼｽﾃﾑを事前に整備
○消防・警察・行政等の職員OBを災害時に動員するｼｽﾃﾑ
○情報通信、機器操作等の技術・技能を持った民間の者を災害対策に
　動員するｼｽﾃﾑ

○「予備役」制度の導入

○ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを翻訳した上での海外への発信 ○蓄積した防災ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの翻訳､
　海外への発信

○人道支援の観点にも配慮した国際防災協力のあり方の検討 ○人道支援の観点にも配慮した国
　際防災協力のあり方の検討

○被災を起因として生活に困窮する世帯に対して、「社会福祉」では
　なく「災害対策」の観点から生活支援を行う「災害保護」制度の創
　設

○「災害保護」制度の創設

○被災者自らの意思で再建に取り組めるような支援の実施 ○住宅再建自己選択支援制度の導
　入

○住宅再建と住環境改善を合わせて推進する誘導的手法の構築 ○住宅再建と住環境改善を合わせ
　て推進する誘導的手法の構築

○既成市街地の老朽化公園の住民との連携による再生・有効活用 ○既成市街地の老朽化公園の住民
　との連携による再生・有効活用

○事前に被災箇所を想定し、耐震補強効果を予測するとともに、地震
　直後に被害箇所を想定

○地震被害予測ｼｽﾃﾑの確立

○東南海・南海地震の津波等にも強い地下構造物の検討 ○東南海・南海地震の津波等にも
　強い地下構造物の検討

○社会基盤の災害リスクの効果的軽減（ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの導入） ○社会基盤の災害リスクの効果的
　軽減（ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの導入）

○防災便益評価の高度化（災害保険のﾘｽｸﾌﾟﾚﾐｱﾑに関する情報の蓄積） ○防災便益評価の高度化（災害保
　険のﾘｽｸﾌﾟﾚﾐｱﾑに関する情報の
　蓄積）

○３つのｵﾌﾟｼｮﾝ（最適実施時刻・発展可能性・成長ｵﾌﾟｼｮﾝ）がもたら
　す経済価値の評価
○災害基金の蓄積を通じて異時点間にわたる財政移転による世代間ﾘｽｸ
　配分

○ﾘｱﾙｵﾌﾟｼｮﾝｱﾌﾟﾛｰﾁによる防災投
　資評価の充実（３つのｵﾌﾟｼｮﾝ
　（最適実施時刻・発展可能性・
　成長ｵﾌﾟｼｮﾝ）がもたらす経済価
　値の評価）

○93SNAの蓄積勘定と整合がとれる災害会計原則の確立（計画的防災
　投資）
○災害復旧費の準備状況を県民に公開

○災害会計の確立（計画的防災投
　資）
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○総合的ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの構築（ﾘｽｸｺﾝﾄﾛｰﾙ手法とﾘｽｸﾌｧｲﾅﾝｽ手法を組み合
　わせた効果的なﾘｽｸ管理体系の構築、総被害額の算定手法のﾙｰﾙ化）

○総合的ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの構築（ﾘｽｸｺ
　ﾝﾄﾛｰﾙ手法とﾘｽｸﾌｧｲﾅﾝｽ手法を組
　み合わせた効果的なﾘｽｸ管理体系
　の構築、総被害額の算定手法の
　ﾙｰﾙ化）
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資料６

ポスト震災復興10年におけるフォローアップの推進方針について（案）

震災後11年余が経過し、残された課題の解決には、被災地固有の取り組みだけでなく、
社会全体の課題としての取り組みが不可欠になっているなど、被災地・被災者を取り巻く
諸情勢の変化を踏まえ、21年度末までの震災10年経過後の５年間を目途に、復興課題の解
決を加速させる必要がある。
そのため、被災地固有の課題の絞り込み・重点的実施を図るとともに、全国・全県的な

制度・施策との連携や整合等を重視しつつ、震災復興の成果を、高齢社会・成熟社会対策
や防災・減災対策などの全県施策に継承させ、震災の教訓と復興の成果が脈々と生き続け
る県政展開を図っていく必要がある。

被災地・被災者を取り巻く諸情勢の変化

(1) ・被災地の復興は、概ね震災前水準以上に回復。

○人口（被災地） ：⑦3,589,126人→⑱3,646,845人（101.6%）
○ＧＤＰ（被災地 ：⑥124,485億円→⑯126,005億円（101.3%））
○有効求人倍率（被災地 ：⑦0.35倍→⑱0.72倍）
○復興市街地整備：土地区画整理事業 97%（仮換地指定率）

市街地再開発事業 84%（管理処分計画決定率）

「 」「 」 。・ 震災の直接的影響を乗り越えた 平時に戻った という意識が進行している

⑰生活復興調査 ○「まちの復興が進んでいる」 ：84％
○「自分は被災者だ」と意識しなくなった ：76％
○「家計への震災の影響がなくなった」 ：77％

(2) 残された課題の解決には、被災地固有の取り組みだけでなく、高齢化の進展や
都市構造の空洞化など社会全体の課題としての取り組みが不可欠。

⑱復興ﾓﾆﾀｰ調査[速報値] 復興が進んでいない理由
｢ ｣（12%） ：11%（ ）復興が進んでいない ・震災による直接的要因 全体の１％

：40%（ 5%）とした者に要因を質問 ・少子高齢化・都市や産業の空洞化等の社会構造的要因 全体の
：25%（ 3%）・不況等の経済的要因 全体の

(3) 復興の先導的取り組みに呼応する全国・全県的な制度・施策が動き出した。
兵庫県は、震災復興の過程で、高齢者支援やまちづくり、減災対策など先導的な

取り組みを展開してきたが、こうした取り組みに呼応する全国・全県的な制度・施
策が動き出してきた。

「孤立死ゼロ・プロジェクト （厚労省 H19予算概算要求）○高齢者の見守り → 」
中心市街地再生を目指した まちづくり三法 の改正（H18.5）○まちのにぎわい回復 → ｢ ｣
「災害時要援護者の避難支援ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」の作成（内閣府 H18.3）○減災対策 →
「兵庫県地域防災計画」の改訂（県防災会議承認 H18.6） など

(4) 震災後11年が経過し、これまでの先導的な復興の取り組みを被災地内外に定着
させるとともに、課題解決に向けて一般施策との連携を一層深めるべきである。

（第１回復興ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員会(H18.6)等）

震災の教訓と復興の成果が脈々と生き続ける県政展開

21年度末までの震災10年経過後の５年間を目途とした
被災地固有の課題解決の加速と復興の成果の全県施策への継承
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フォローアップ委員会の今後の取り組み

(1) ポスト震災復興10年におけるフォローアップ課題と19年度推進方策

①フォローアップ課題の整理と推進方策
震災後11年余が経過し、残された課題の解決には、被災地固有の取り組みだけ

でなく、社会全体の課題としての取り組みが不可欠になっているなど、被災地・
被災者が新たな段階へと移行しつつある現状を踏まえ、ポスト震災復興10年にお
けるフォローアップ課題を整理し、来年度の推進方策をとりまとめる。

②被災地固有の課題解決の加速と復興の成果の全県施策への継承
を図るための道筋の検討

復興課題の解決を加速させるため、震災10年経過後の５年後である平成21年度
末を目途に、復興フォローアップ委員会が重点的にフォローする項目を順次絞り
込み、当該項目における被災地固有の課題解決の加速と復興の成果の全県施策へ
の継承を図るための道筋を検討する。
これに基づき、県として、項目ごとの施策課題とフォローアップ方針、その解

決手法や年度毎の実施手順などを明らかにするよう提案する。

(2) 「高齢者自立支援」及び「まちのにぎわいづくり」に係る今後の取組方策

①高齢者自立支援ひろば事業等に係る今後の展開方策のとりまとめ
専門委員会での協議や現地調査、復興タウンミーティングの結果を踏まえ、高

齢者自立支援ひろば、まちのにぎわいづくり一括助成事業に係る今後の展開方策
をとりまとめる。
（→ 県：各事業の19年度の取組・予算に反映）

②「高齢者自立支援｣｢まちのにぎわいづくり」に係る今後の取組方策のとりまとめ
「高齢者自立支援」及び「まちのにぎわいづくり」施策全般に係る今後の取組

方策をとりまとめる。
（→ 県：高齢者自立支援及びまちのにぎわいづくり推進プログラムの策定）
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参考３
復興フォローアップ委員会（第１回）議事概要

平成１８年６月１８日（日） １０：００～１１：１５１．日 時

ラッセ・ホール 地下１階 リリーの間２．場 所

市川禮子委員、加藤恵正委員、河野昌弘委員、地主敏樹委員、３．出席者

立木茂雄委員、松原一郎委員、室崎益輝委員、善積康子委員、

梶本日出夫委員（ ）代理：横山神戸市企画調整部長

県）齋藤副知事、山崎まちづくり復興担当部長、藤原復興局長、

林復興支援課長、鬼本復興推進課長、庁内復興推進会議各部会課長等

４．議事内容

(1) 開会挨拶

(2) 座長の選出

・委員の互選により、室崎委員が座長に選出された。

(3) 副座長等の選出

・室崎座長が、昨年度に引き続き、副座長に松原委員、加藤委員を指名した。

・室崎座長が、昨年度に引き続き、高齢者自立支援専門委員会委員長に松原委員を、

副委員長に市川委員、立木委員、石井委員を指名した。

・室崎座長が、昨年度に引き続き、まちのにぎわいづくり専門委員会委員長に加藤委

員を、副委員長に小林委員、角野委員、中島委員を指名した。

(4) 資料説明

・事務局が、①平成１８年度の復興フォローアップ、②高齢者の自立支援及びまちの

にぎわいづくり、③その他の残された課題等について説明した。

(5) 意見交換

○中小企業緊急災害復旧資金の関連で言えば、全国的に地域の事業再生ファンドが

設立されているが、兵庫県、鹿児島県、福井県ではまだ設立されていない。兵庫

県の場合は、地元の地方銀行（神戸銀行）が現在は都市銀行（三井住友銀行）で

あるという特殊事情もあるが、震災の影響等もあって他の地域よりも必要性が高

いと思うので、県の公的な指導のもとに、事業再生ファンドの構築を進めるべき

ではないか。

○高齢者自立支援の資料の中で、シニアしごとサポートセンターとシニアしごと倶

楽部という似たような名前の事業があるが、事業の位置づけはどうなっているの

か。

○住宅の耐震診断、耐震改修への補助に加えて、家具の固定についても支援の対象

にすればどうか。神戸市も対象としており、コストをかけずに効果が見込まれる

のではないか。

○防災分野の取り組みとしては、災害時の要援護者対策も重要ではないか。内閣府

が既に指針をつくっており、市町が責任を持って実行体制をつくることになって

いるが、都道府県もサポート体制をつくることとなっている。震災や台風23号災

害を経験した兵庫県として、災害時に要援護者をどのようにサポートしていくか

は重要である。
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○復興フォローアップ事業について、全体として、どれぐらいの規模の予算を用意

しているのか。

○それぞれの課題項目について、具体的な目標を設定するとともに、それを達成す

るための取り組みについて、今後詰めていかないといけないのではないか。

○人と防災未来センターについては、国際防災協力の視点で整理されているが、も

っと広範な役割があるので、位置づけを再整理した方がよい。

○震災から11年が過ぎ、新しい課題に対応する取り組みなどを考えていくと、一般

施策と復興施策との区分け、復興局がやるのか他部局がやるのかといった区分け

が難しくなってきているのではないか。

○まちのにぎわいづくり一括助成事業については、金額的にも大きな事業であり、

この事業がうまく活用されて地域が活性化するよう期待している。資料には、高

齢者自立支援やにぎわいづくりの多くの事業が挙がっているが、これらの事業を

うまく組み合わせて、相乗効果を発揮するような事業提案が出てくるようにして

いく必要がある。その意味からも、専門家やアドバイザーの役割が重要になって

くるのではないか。

○震災後10年経過して、まちづくりに関わってきた人が高齢化し、中には、リーダ

ーがボス化して、その人を通さないと話が進まないというような事例も聞くこと

から、今後、まちづくりのリーダーの世代交代や民主化が進むかどうかといった

点は注目しておきたい。地域の組織が今後どのように展開するかによって、まち

の一体化や一元的な運営の方向が見えてくるのではないか。

○東京では、高島平や多摩ニュータウンの高齢化が進んでおり、厚労省や国交省で

は、南芦屋浜での24時間ＬＳＡの取り組みなどを先進事例として研究し、今後の

方策を検討していくとのことである。このように、被災地での先駆的な取り組み

が、今後の超高齢化社会の中で一般施策化されていく方向にあるので、我々の役

、 。 、割としても そうした取り組みを引き続き先導していくことが大事である また

地域包括支援センターも始まったばかりで、スムーズにいっていない面も多くあ

り、兵庫県としても、復興施策と絡めて、先導的な取り組みとして展開していく

ことが必要ではないか。

○最近では、新しいマンションが新たに自治組織を作って、地域の連合自治会に入

らない事例があるように、自治会による地域のマネジメントが弱体化し、コミュ

ニティの構造が複雑化しつつある。このような新しい住民が旧来のコミュニティ

、 、と一体化できていない状況はどの地域でも同様であるが そうした状況に対して

行政がお金と人を少し出すという対策では解決にならず、地域の側がそうした課

題を真剣に受け止め、継続的に取り組んでいく体制をつくることができるかどう

かが今後の大きな課題である。県としても、市町と一緒に、コミュニティ行政と

いった視点で、パートナーである地域の組織とどのように協働していくのかとい

ったイメージをしっかり持って取り組んでいく必要がある。

○本日は、短時間であったこともあり、委員各位にはまだまだ言い残したことがあ

ると思うので、それらについては、事務局にご意見等をお寄せ頂きたい。また、

今後、専門委員会での現地調査や具体的な検討をよろしくお願いする。
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